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はじめに 

近年、国内市場の縮小や円高の進展などにより、中小企業においても海外進出への機運が

高まっている。特に、リーマンショック後は、大手セットメーカーが競うように新興国への

進出を加速させており、中小サプライヤーも対応を迫られている。

しかしながら、経営資源に乏しい中小企業の中には、海外展開に踏み切れない企業も多く、

特に、海外への生産拠点設置は、中小企業にとって資金面や人材面で負担も大きいのが現状

である。

そうした中、自社の投資負担を減らしつつ、メリットが得られる進出形態として、海外企

業に対する技術供与や生産委託に注目が集まっている。こうした進出形態は、自社で直接海

外に生産拠点を設置するのではないため、「生産拠点を持たない海外展開」と呼ぶことがで

きる。中小企業にとって、「生産拠点を持たない海外展開」は、海外進出に伴う様々な課題

を解決する可能性を持った一形態といえるだろう。

このような問題意識のもと、本調査では、「生産拠点を持たない海外展開」を実践する中

小企業に対してヒアリング調査を行い、ベストプラクティスを収集した。事例分析を通じて、

技術供与・生産委託による海外展開を実現し、さらなる企業発展へとつなげるプロセスを明

らかにしている。

本レポートは、以上の調査結果をとりまとめたものであり、その構成は次のとおりである。

第 1 章では、技術供与・生産委託による中小企業の「生産拠点を持たない海外展開」の現

状と課題、及びビジネスモデル上の留意点について、先行研究をもとに概観する。

第 2 章では、技術供与や生産委託を通じて海外展開に取り組んでいる中小製造業者をケー

ススタディとして取り上げ、その取り組みについて紹介している。

第 3 章では、事例企業における「生産拠点を持たない海外展開」の位置づけとプロセス別

の特徴を分析し、「生産拠点を持たない海外展開」を成功に導くためのポイントを明らかに

している。

 

なお、本調査は 2011 年度に、日本政策金融公庫総合研究所と、日本政策金融公庫から委

託を受けた三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社が共同で実施したものである。

また、本調査及び本レポート作成にあたり、安田 武彦氏（東洋大学経済学部教授）のア

ドバイスを受けた。

 

（ 総合研究所 丹下 英明 ） 
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要 約 

 

本レポートは、技術供与や生産委託などの「生産拠点を持たない海外展開」1を実践する

中小企業の事例研究を通じて、海外展開から資金回収に至るまでのプロセスを分析し、その

経営上のヒントを明らかにしている。

第 1 章 「生産拠点を持たない海外展開」の現状と課題 

海外現地法人を立ち上げる中小企業が増える一方で、中小企業の海外撤退率は大手企業よ

りも高い。中小企業は、海外展開で様々な課題に直面している。

経営資源に限りのある中小企業にとっては、海外への直接投資ではなく、資金負担が軽く、

海外オペレーションのリスクも小さい「生産拠点を持たない海外展開」も重要な選択肢の 1 つ

と考えられる。実際、業務・技術提携による海外展開を強化・維持したいとする中小企業も

多い。

業務・技術提携のうち、技術供与についてビジネスモデルを整理すると、海外企業に対し

て①技術指導を行う、②保有している特許をライセンスする、③ノウハウを提供する（ノウ

ハウをライセンスする）、④商標（ブランド）の使用許諾を行う、といったケースがある。

①～④について、海外企業が欲しがるような技術やノウハウがあれば、中小企業はそれを供

与することで、資金負担を抑えた海外展開が可能となる。

しかしながら、技術供与に際しては、①技術流出防止、②品質管理、③ロイヤリティの回

収、④カントリーリスクに留意する必要がある。特に、①の技術流出をいかに防止するかと

いう問題は、常につきまとう。②品質管理については、技術供与先のモニタリングを怠ると、

粗悪な製品が出回るなどして市場の信頼を失ったり、ブランド価値を損ねたりする危険もあ

る。③ロイヤリティの回収に関しては、技術供与先から当初期待したほどのロイヤリティを

受け取れないというリスクが存在する。④カントリーリスクについては、特に中国で技術供

与を行う際に、技術輸出入管理条例の存在など、中国独特の事情を考慮した上での契約締結

が求められる。また、当初から資金回収時の送金規制問題も念頭に置いて、ビジネスモデル

を構築する必要がある。

 

第 2 章 「生産拠点を持たない海外展開」に取り組む中小企業の事例 

本章では、業務・技術提携による「生産拠点を持たない海外展開」を実践する中小企業

10 社をケーススタディとして取り上げ、そのビジネスモデルを紹介している。

 

                                              
1 本稿における「生産拠点を持たない海外展開」とは、海外に自社の生産拠点を設置するのではなく、主

として海外企業への技術供与や生産委託といった業務・技術提携を活用して海外展開することである。

詳細は、第 1章第 1節を参照。 
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第 3 章 「生産拠点を持たない海外展開」の戦略的意義と取り組み上の留意点

（1）事業戦略上の位置づけ

「生産拠点を持たない海外展開」は、事業戦略上、次のような位置づけをもつ。①投資負

担やリスク軽減の手段として、②直接投資を行うまでの経過措置として、③業種・業態の特

徴を活かす手段として、④進出先国・地域の規制や特殊事情へ対応する手段として、⑤自社

ビジネスの構造転換の手段として、である。

事例企業は、海外展開の事業ポートフォリオを組む上で、「生産拠点を持たない海外展開」

を有効な経営オプションの 1 つとして位置づけ、戦略的に活用している。 

 

（2）プロセス別の留意点

「生産拠点を持たない海外展開」を行う上での留意点は以下のとおり。

① パートナーの選定

 すべての企業がパートナーの見極めが最も重要であると指摘している。特に、相手先企

業トップの「人物」「人間性」を、他人任せではなく経営者自らの目で見極めることが必

要である。

② ロイヤリティ（利益回収の仕組み）

 ロイヤリティには、一時金として受け取る一括払い実施料方式や、技術供与の対象と

なった製品の売上高または生産高に対する一定比率を受け取るランニング・ロイヤリティ

方式など、様々な受け取り方法がある。それぞれ一長一短があるので、自社ビジネスに適

した利益回収の仕組みを検討すべきである。

③ 品質・ブランドの管理

 ライセンシー（技術供与を受ける側）が品質不良を出せばライセンサー（技術供与を行

う側）の信用やブランドに傷がつく恐れもあるため、技術供与先の品質管理をしっかり行

い、自社ブランド価値を損ねるような技術供与にならないよう留意する必要がある。

④ 技術流出防止

 技術流出は契約だけで完璧に防ぐことは難しい。そのため、コア部品について日本から

の調達を義務づけたり、技術流出の実態がないかモニタリングすることが有効である。ま

た、技術供与を行う場合は「技術」単位ではなく、「製品」「モデル」「用途」などで技

術供与範囲を限定してライセンス契約を締結することが望ましい。

技術供与先が当該技術を改良した場合に備えて、改良技術の帰属の取り扱いについてあ

らかじめ取り決めておくことも重要である。供与先企業の経営体制が変化した場合には強

制的に契約が終了するなど、一定の歯止めをかけておくとよい。

⑤ 商権の仕切り（ビジネスエリアの区分け）

 技術供与先が新たな競合とならないように、生産した製品をどの市場で販売することが

可能かを、あらかじめ取り決めておくことが大切である。

⑥ カントリーリスクへの対応

 中国では技術供与を行うライセンサーに不利に、技術供与を受けるライセンシーに有利



C M Y K

はじめに-P03.dsz Mon Jun 18 13:07:05 2012

 3 

な契約を課されやすい。中国に限らず、事前に進出先国・地域の制度や規制、商慣行に関

する情報を集め、十分理解しておかなければならない。

（3）「生産拠点を持たない海外展開」を成功に導くためのポイント 

「生産拠点を持たない海外展開」を実践する上で、プロセス全体を通じて留意すべきポ

イントは、以下のとおり。

① 資金回収を念頭においたビジネススキームを構築する

 少なくとも 5 年～10 年先を見据えた事業展開を想定し、どのようなモノを海外で生産

し、どの仕向地に向けて供給し、最終的にどのように利益回収を行うのかというビジネス

モデルを構築しておくことが重要である。それによってはじめて、どのような条件で契約

締結を行うのが望ましいのかといった詰めが可能となる。

「生産拠点を持たない海外展開」は経営オプションの 1 つに過ぎず、長期資金回収を念

頭においたビジネススキームの中で検討しなければ、契約期間のみのロイヤリティ回収に

終わり、単に海外にライバル企業を育てるだけに終わってしまう可能性もある。現地でい

ずれ独資で生産を手がけることを前提にパートナーの選択を行ったり、技術・ノウハウ流

出を抑え、かつ、ライセンス期間が切れた後も確実な利益回収を期待できる契約書のつく

り込みを行うなどの方策を検討しておくとよいだろう。

② 進出先国・地域特有の事情を考慮する

新興国に限らず、進出先国・地域特有のカントリーリスクに対して、専門家のアドバイ

スを受けるなど、事前に十分な対策を講じ、自社リスクを最低限に抑えておくことが必要

である。

③ パートナーを大事にする

契約期間にわたって技術供与先と交流会を行うなど、単に技術を売るだけでなく、技術

供与先を長期にわたりフォローすることが、自社技術の信用につながっていく。

④ 技術供与先に勝る技術力とマーケティング力を持つ

第三者企業への技術供与は、結果的にライバル企業を育てることになりかねない。技術

供与先に勝る技術力とマーケティング力を備えられるよう、常に自社のブラッシュアップ

が欠かせない。

⑤ 海外に向けた情報発信力を強化する

今回、事例で取り上げた企業の多くは展示会に積極的に参加するなど、常に自らの技術

を広く知ってもらい、高く売り込むための努力をしている。技術力があっても待ちの姿勢

ではよいチャンスにはめぐり合えない。自ら情報発信を行い可能性を広げていくことが何

より重要である。 

以 上  
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第１章 「生産拠点を持たない海外展開」の現状と課題 

本章では、「生産拠点を持たない海外展開」、すなわち、海外に自社の生産拠点を設置

するのではなく、主として海外企業との業務・技術提携を活用することで、海外展開に成

功した中小企業の現状と課題について概観する。

第 1 節では、本レポートにおける「生産拠点を持たない海外展開」を定義し、なぜ「生

産拠点を持たない海外展開」に着目するのかを示す。第 2 節では「生産拠点を持たない海

外展開」の現状について、第 3 節では主に技術供与の実態と課題について分析する。第 4

節ではロイヤリティ等、海外からの資金回収の現状と課題について整理する。
 

第１節 「生産拠点を持たない海外展開」とは？ 

（1）本レポートにおける「生産拠点を持たない海外展開」の考え方 

中小製造業の海外展開は、①モノ（財）の輸出・輸入（直接・間接）、②業務提携（生

産委託等）、③技術提携（技術・ノウハウ供与等）、④直接投資（独資や合弁による工

場進出等）に大別できる。本レポートでは、②と③のうち、資本関係を持たない第三者

への業務・技術提携による海外展開を「生産拠点を持たない海外展開」と定義する（図

表 １-１。以下、「持たない海外展開」と称す）。つまり、海外に自らが投資して生産

工場を展開するのではなく、②や③のように自社の投資負担を極力軽減しながら、現地

企業を活用し、海外生産を実現するものである2。 

図表 １-１ 本レポートにおける「持たない海外展開」の定義 

  

                                              
2 技術ライセンス供与はサービス貿易とみなすことができるが、①はモノ（財）に限定した輸出・輸入と

しているため、本レポートでは③として捉えている。また、③についてはライセンス契約だけではなく、

ノウハウ提供契約も含まれる。②の生産委託は技術者派遣や一部生産設備の貸与などで対応している

ケースも含めている。 

①モノ（財）の輸出・輸入（間接・直接を含む）①モノ（財）の輸出・輸入（間接・直接を含む）

②業務提携（生産委託等）②業務提携（生産委託等）

③技術提携（技術・ノウハウ供与等）③技術提携（技術・ノウハウ供与等）

④直接投資（独資や合弁による工場進出等）④直接投資（独資や合弁による工場進出等）

資本関係を持たない第三者への業務・技術提携による

海外展開を「持たない海外展開」と定義
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（2）なぜ「生産拠点を持たない海外展開」に着目するのか 

国内市場が縮小する中で、中小企業も海外市場獲得を目的とする直接投資を増やして

いる。一方で、海外からの撤退も増加する等、経営資源に限りがある中小製造業にとっ

て、直接投資による海外展開はリスクが大きい。そのため、高い技術力を誇る我が国中

小製造業は、直接投資よりも、業務・技術提携による海外展開を有効活用してもよいの

ではないか。これが本レポートで「持たない海外展開」に着目する理由である。

以下、中小製造業の海外展開に関するデータをみておこう。 

①海外展開を迫られる中小企業 

我が国製造業の海外事業活動は活発化している。海外現地法人数の推移をみると、中

国を中心とするアジアで増加している（図表 １-２）。

海外子会社を保有する企業の割合をみると、大企業が 28％前後でほぼ横ばいなのに

対し、中小企業は 94 年度以降、増加基調にある。とりわけ中小製造業においてその傾

向は顕著であり、海外志向を強めていることがわかる（図表 １-３）。 

 

図表 １-２ 我が国海外現地法人企業（製造業）数の推移 

 

（出所）経済産業省『2011 年版ものづくり白書』 
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図表 １-３ 海外子会社を保有する企業の割合 
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（出所）中小企業庁『中小企業白書（2010 年版）』 

 

図表 １-４ 海外事業の目的（製造業） 

 

（出所）独立行政法人中小企業基盤整備機構「平成22年度中小企業海外事業活動実態調査」 

独立行政法人中小企業基盤整備機構が毎年実施しているアンケート調査（中小企業海

外事業活動実態調査）によると、中小製造業の海外事業の当初目的及び現在目的とも「製

品サービス等を海外市場で販売」が最も多くなっている。一方、「国内市場に危機感を

抱いたため」は当初目的が 29.7％だったのに対して現在目的は 42.5％と大幅に増えて

いる。少子化や成熟化により国内市場の縮小が避けられなくなっているとの危機感が中

小製造業の海外展開を後押ししていると分析できる。（図表 １-４） 
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②海外展開で直面する様々な課題 

一方で、従業者規模別に直接投資企業（直接投資を行う企業）の割合をみると、小規

模な企業ほど直接投資企業の割合は少ない。中小企業といえどもある程度の体力規模が

なければ海外直接投資は難しいことがうかがえる（図表 １-５）。

また、撤退率は中小企業の方が大手企業よりも高い水準で推移しており、海外からの

撤退を余儀なくされる中小企業も多いことがわかる（図表 １-６）。  
 

図表 １-５ 従業者規模別の直接投資企業の割合 

 

（出所）中小企業庁『中小企業白書（2010 年版）』 
 
 

図表 １-６ 大企業と中小企業の撤退率の推移比較 
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（出所）中小企業庁『中小企業白書（2010 年版）』 
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図表 １-７ 開始時・継続時・撤退時に直面した課題（複数回答） 
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70.0

(n=1669) ＜開始時＞ (n=1645) ＜継続時＞ (n=271) ＜撤退時＞
 

（出所）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社「平成 21年度経済のグローバル化への中小企

業の対応に関する調査」 

 

中小企業は、海外展開において様々な課題に直面している。中小企業が直面する課題

は、開始時、継続時、撤退時のそれぞれにおいて多少異なる（図表 １-７）。

全体的に、開始時よりも継続時の方に課題を感じている中小企業が多い。一般に、海

外では法制度やインフラ、人材確保や労務管理に苦労するといわれるが、製造業におい

ては、進出後のものづくりにかかわる「品質管理」「納期管理」「コスト管理」「販路

の確保・拡大、マーケティング」といった日々のオペレーションにおいて様々な課題に

直面することがわかる。

こうした中、中小企業にとって、直接投資ではなく、資金負担も軽く、海外オペレー

ションのリスクも小さい業務・技術提携は、これからの海外展開において重要な選択肢

になってくると考えられる。
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第２節 「生産拠点を持たない海外展開」の現状 

（1）海外展開の手段 

前述の「中小企業海外事業活動実態調査」によると、海外展開の手段としては、直接

貿易（輸出、輸入）に次いで直接投資、技術・業務提携の順となっている。36.5％の中

小製造業が何らかの技術・業務提携を行っていることになる（図表 １-８）。

最も重要な提携における提携内容としては、製造業では「生産委託」が 44.7％と最

も多く、次いで「販売委託」19.1％、「技術供与」16.6％、「技術導入」5.6％となって

いる（図表 １-９） 

図表 １-８ 海外展開手段の実施状況（製造中小企業） 

 
（出所）独立行政法人中小企業基盤整備機構「平成20年度中小企業海外事業活動実態調査」 

 

図表 １-９ 業種別にみた最重要の業務・技術提携における提携内容 

 

（出所）独立行政法人中小企業基盤整備機構「平成20年度中小企業海外事業活動実態調査」 
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（2）業務・技術提携の現状と課題 

最重要の業務・技術提携の内容を国・地域別にみると、生産委託の割合が高いのは中

国（63.8％）、香港（61.5％）であり、次いで、台湾（50.0％）、ベトナム（46.2％）、

タイ（41.2％）となっている（図表 １-１０）。

技術供与の割合が高いのは韓国（30.6％）、インド（26.7％）、ドイツ（26.3％）で

あり、技術導入はドイツ（31.6％）が圧倒的に高い。ドイツは技術供与と技術導入を合

わせると全体の 6 割近くを占めるなど、技術提携の度合いが高くなっている。

最重要の業務・技術提携の課題としては、「提携先の技術力・生産能力」が 34.8％

と最も高く、次いで「全般的な信頼関係」32.7％、「提携先の市場の競争力（販売力・

調達能力）」26.9％となっている（図表 １-１１）。  

 

図表 １-１０ 国・地域別にみた最重要の業務・技術提携における提携内容 

 
（出所）独立行政法人中小企業基盤整備機構「平成20年度中小企業海外事業活動実態調査」  
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図表 １-１１ 最重要の業務・技術提携における課題 

 

 

（出所）独立行政法人中小企業基盤整備機構「平成20年度中小企業海外事業活動実態調査」 

 

（3）業務・技術提携における今後の展望 

業務・技術提携の今後の展開意向については、全般に強化あるいは現状維持の傾向が

認められる。一方で、技術供与については「解消」が 7.4％存在する（図表 １-１２）。

国・地域別の今後の展開意向をみると、「強化」の意向が多いのはベトナム（61.5％）、

タイ（50.0％）、インド（46.7％）である（図表 １-１３）。「維持」の傾向が強く出

ているのは香港（72.7％）、フィリピン（63.6％）、ドイツ（63.2％）となっている。

「解消」はインド（13.3％）、韓国（10.2％）で高くなっている。インドと韓国は他

国に比べて技術供与の割合が高いことから「解消」の割合も高くなっていると考えられ

るが、同様に技術供与の割合が高いドイツでは「解消」は 0％となっており、業務・技

術提携の内容だけではなく、国情の違いも影響していると考えられる。 
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図表 １-１２ 提携内容別にみた最重要の業務・技術提携における今後の展開意向 

 

（出所）独立行政法人中小企業基盤整備機構「平成20年度中小企業海外事業活動実態調査」 

 

図表 １-１３ 国・地域別にみた最重要の業務・技術提携における今後の展開意向 

 
（出所）独立行政法人中小企業基盤整備機構「平成20年度中小企業海外事業活動実態調査」 
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第３節 技術供与の実態と課題 

（1）技術供与による海外展開のビジネスモデル 

本節では「持たない海外展開」の中でも、技術供与による海外展開に焦点を当てて、

そのビジネスモデルについて整理する。

一般に、日本企業が知的財産を活用して海外展開を行う場合は、図表 １-１４にみる

ように、海外企業に対して①技術指導を行う、②保有している特許をライセンスする、

③ノウハウを提供する（ノウハウをライセンスする）、④商標（ブランド）の使用許諾

を行う、といったケースが主に考えられる。

①～④は、組み合わせて実施される場合が多い。例えば、保有している特許をライセ

ンスする場合、ノウハウも合わせて提供したり、日本から技術者を派遣して技術指導も

行うことが多い。また、当初は技術指導契約だけを締結し、関係性が発展した後に正式

に特許ライセンスやノウハウ提供へと発展するケースもある。技術指導料をロイヤリ

ティに含めてライセンス契約を締結する場合もあるので、ビジネスモデルの形態は様々

である。

なお、特許をライセンスするには、当該国で出願・登録しておく必要があるケースが

大半である。例えば中国で特許ライセンスを行うには中国での出願・登録が必須となる。

中国で出願・登録がなされていないケースは、たとえ日本で特許として登録されていて

も、技術指導またはノウハウの提供としての契約になる（経営戦略的には、あえて中国

で特許出願せず、ノウハウ提供を選択することもある）。

①～④は海外に生産拠点を持たなくとも可能であり、資本関係のない第三者へ実施す

ることで、生産拠点を持たずに海外展開へ踏み出すことができる。つまり、海外企業が

欲しがるような技術やノウハウがあれば、知的財産を供与することでいつでも海外展開

が可能なのである。 

図表 １-１４ 技術供与を活用した海外展開のあり方 

①技術指導

合弁による生産工場資本関係のない B社 独資の生産工場

日本企業 A社

②特許ライセンス
（実施許諾）

③ノウハウの提供 ④商標使用許諾

生産拠点を持たない海外展開が可能に

海
外
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むしろ留意すべきは、海外に独資工場を持つ場合である。100％出資子会社の場合、

進出時には当然、日本の親会社から工場のオペレーションノウハウや生産設備、生産品

目の図面などの提供を受けている。また、日本から技術者を派遣して技術指導も行って

いるはずである。進出後も、引き続き生産技術指導を受け、設計開発機能を現地に持た

ない限り、モデルチェンジのたびに日本から図面の提供や技術指導を受けることになる。

親子関係にある場合、日本から技術を供与しているという自覚に乏しく、契約関係が

曖昧になりがちである。だが、移転価格税制への対応や国際的な二重課税の問題を避け

るためにも、たとえ親子間であっても、合弁会社に技術供与を行う場合と同様に契約面

での取り決めをしておくことが必要である。 

 

（2）ロイヤリティ回収の方法3 

技術供与を行う場合、ロイヤリティをその対価として受け取るのが一般的である。ロ

イヤリティは、ライセンス実施製品等の出来高にリンクしないで受け取る定額実施料と、

出来高にリンクして受け取る出来高払実施料に大別される。前者の代表的な支払方法と

しては一括払い実施料方式（lump-sum payment）があり、後者の代表的な支払方法とし

てはランニング・ロイヤリティ方式（running royalty）がある。ロイヤリティをどのよ

うな方式で受け取るかは、各社の事業戦略に負うところが大きく、基本的にはライセン

サー（ライセンスを供与する者）とライセンシー（ライセンスを受ける者）の二者間の

合意によって取り決められる（図表 １-１５）。

■一括払い実施料方式 

一括払い実施料は、契約全期分の実施料の金額を契約締結時に決めて実施料とする方

式である。ライセンサーからみると、契約時にまとまった資金を収入として得ることが

できる、確実な資金回収の方法である。一方で、ライセンス対象製品の事業が拡大した

場合、追加的に収益を請求することができないというデメリットもある。なお、ブラジ

ルのようにロイヤリティ料率規制との関係で、一括払い方式が認められない国もあるの

で注意が必要である。

ライセンシーからみると、契約時の支払い負担が重いものの、その後の売上報告等を

ライセンサーに行う必要がないため管理コストがかからず、また当初想定していたより

も事業が上手く展開した場合、売上増による利益を一方的に享受できるというメリット

もある。

一括払い方式と類似する方式として、イニシャル・ペイメント方式（initial payment）

とマイルストーン・ペイメント方式（milestone payment）という支払い方法がある。イ

                                              
3 この項目は株式会社帝国データバンク「知的財産の価値評価を踏まえた特許の活用の在り方に関する調

査研究報告書 ～知的財産（資産）価値及びロイヤリティ料率に関する実態把握～」（平成 21年度特許

庁産業財産権制度問題調査研究報告書）の「Ⅲ．各国のロイヤリティ料率」から一部引用している。 
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ニシャル・ペイメント方式はあくまでもライセンス対価の一部であり、ランニング・ロ

イヤリティ方式と併用して用いられる。イニシャル・ペイメントの内容は、研究開発費

の一部負担金、ノウハウ開示に伴う一時支払い対価、将来支払われる実施料の一部前払

い分などが相当する。

マイルストーン・ペイメント方式は、あらかじめ取り決められた製品の開発段階の達

成に応じて一括してライセンサーに支払われる成功報酬的な支払い方法で、医薬・バイ

オ業界などで用いられることが多く、これもランニング・ロイヤリティ方式などと併用

して用いられることが多い。 

    

■ランニング・ロイヤリティ方式（出来高払い方式） 

この主な方式には、料率実施料方式（percentage royalty）と従量実施料方式（per-quantity 

royalty）という 2 つの方式がある。前者は「売上高の○％」といった形で、算定の対象

となる売上高や正味販売価格等のロイヤリティベースの一定比率で規定された金額を

ロイヤリティと設定する方式で、ライセンシーにとって原価管理がしやすいというメ

リットがある。後者は「製品 1 個あたり」といった形で、ライセンス対象製品、部品、

材料の 1 単位あたりに一定金額をロイヤリティとする方法で、ライセンサーにとっては、

売上高等のロイヤリティベースが変動しても安定的な収入が得られるというメリット

がある。ライセンシーにとっても原価率を開示する必要性が低くなるというメリットが

あるものの、ライセンス対象製品の原価管理がしづらいといった面もある。

いずれにせよ、前述したように、イニシャル・ペイメント方式などとの併用で用いら

れることが多い。

■逓減・逓増実施料方式 

その他にも、ランニング・ロイヤリティ方式の 1 つとして、逓減・逓増実施料方式

（royalty calculated by stepping method）がある。これは販売高などに応じてロイヤリティ

料率を変動させる方式で、逓減方式の場合は販売高が増えるにつれてロイヤリティ料率

が引き下がるので、ライセンシーにとってのインセンティブとなる。反対に、逓増方式

はライセンス時にまだ市場拡大が十分見込みにくい場合、ライセンシーの負担軽減のた

めに低いロイヤリティ料率を課すものの、市場の増大に連れてロイヤリティ料率を引き

上げる方式である。

 



C M Y K

P04-25.dsz Mon Jun 18 13:10:15 2012

 16 

 

図表 １-１５ ロイヤリティ料率の規定方法及び用語一覧 

規定方法（用語） 定義・解説 同義語 用語（英文）

料率実施料

売上高や正味販売対価等（「ロイヤルティベース」
という）の一定パーセントをロイヤルティ。例え
ば、純販売高の何パーセントなどと規定された実施
料

従価実施料 (percentage royalty)

従量実施料

当該技術の関係する対象製品もしくは部品一単位に
ついて一定額をロイヤルティ。例えば、１個当た
り、１トン当たり、又は１ｋｗ当たり何円などと規
定された実施料

― (per-quantity royalty)

ミニマム・ロイヤル
ティ

契約で決められた期間にロイヤルティが発生しない
とき、又は決められた額以下のとき支払わねばなら
ない最低額が定めてある実施料

最低支払い保証
実施料
最小(低)実施料

(minimum royalty)

マキシマム・ロイヤ
ルティ

契約で決められた期間におけるロイヤルティが定め
られた額を超した場合、ライセンシーの営業活動刺
激などのために、その超過分の支払いが免除される
定めのある実施料

最大(高)実施料 (maximum royalty)

逓減・逓増実施料

販売高に対し、一定の数量・金額を基準に計算料率
を変えることが定めてある実施料。例えば、生産の
最初の10万個に対し３％、次の20万個に対し２％な
どと定めた実施料

―
(royalty calculated by
stepping-method)
(telescopic royalty)

スライド実施料
物価指数、外貨交換率などの変化に応じて計算料率
を変える実施料

―
(royalty calculated by
sliding-method)

定額実施料率
一定期間当たりの定額実施料。契約期間中の区分さ
れた一定期間について、例えば、４半期当たり何千
万、何百万などと定められた実施料

― (fixed sum royalty)

支払済実施料
能力あたりに定められた実施料を一定期間中に支払
うように定められた実施料。例えば、生産量が１万
トンまで10億円などと定められた実施料

＜準同義語＞
完納実施料

(paid-up royalty)

一括払実施料

実施に伴う量に比例した継続実施料部分も含めた全
ての対価。契約全期分の実施料の金額を契約締結時
に決めて一括払いする実施料。ただし分割払い、延
べ払いは可能

一時払い実施料
一時金払い実施
料

(lump sum payment)

マイルストーン・ペ
イメント

製品の開発段階に応じて支払うように定められた実
施料。他の実施料契約併用される

― (milestone payment)

イニシャル・ペイメ
ント

契約発効時又は一定期間内に、契約製品の生産・販
売・使用等に基づく実施料支払い債務の発生の有無
にかかわらず、独立的に支払われるまとまった金額
で、内容的には研究開発費の一部負担とか、ノウハ
ウ開発費の一部負担分等にかかる独立の補償額。ま
た、将来支払われる経常実施料の一部前払い的性格
のものであったり、最低支払い保証実施料的な性格
のものであったり、ノウハウ開示などの諸費用で
あったりすることもある。

＜準同義語＞
頭 金 （ down
payment）

(initial payment)

前払実施料

実施料支払い債務の一部又は全部の前払い。支払い
時期が契約製品の生産・販売等に基づく実施料支払
い債務の発生の以前であるものをいう。したがっ
て、その場のロイヤルティの支払いは、既支払い額
より差引額がなくなったときから開始される

― (advanced payment)

ロイヤリティの
規定方法・種類

実施料
（ロイヤ
リティ）

Ａ

出来高にリンク
する

（出来高払
　実施料）

Ｂ
出来高にリンク
しない実施料

（定額実施料）

Ｃ
上記ＡとＢで併
用される実施料

 
（出所）株式会社帝国データバンク「知的財産の価値評価を踏まえた特許の活用の在り方に関する調査研

究報告書 ～知的財産（資産）価値及びロイヤリティ料率に関する実態把握～」『平成 21 年度特
許庁産業財産権制度問題調査研究報告書』 

 



C M Y K

P04-25.dsz Mon Jun 18 13:10:15 2012

 17 

 

（3）技術供与を行う際の留意点 

ここでは外国企業へ技術供与を行う上での留意点について整理する。

■技術流出防止 

技術供与を実施する場合、技術流出をいかに防止するかという問題が常につきまとう。

各社にとってのコア技術を供与する場合は、特に注意が必要である。世界の工場として

位置づけられている中国は、コア技術の供与先となりやすいものの、同時に、コア技術

の供与・移管検討対象外の国としても中国が最多である（図表 １-１６）。その理由と

しては「海外工場からの技術流出が懸念される」が最も多く、次いで「当該国の第三者

による権利侵害」が挙がっている（図表 １-１７）。技術流出や模倣品が出回ることを

恐れて、中国への技術供与には慎重な姿勢を見せている。インドやブラジルでは「カン

トリーリスクがある」を理由として挙げる企業も多い。

コア技術になるほど、技術供与を行う際に、いかにして技術流出を防ぐかが大きな課

題であるといえる。 
 

図表 １-１６ コア技術の供与先の国籍（左図）と技術供与・移管検討対象外の国・地域（右図） 

 
（出所）経済産業省『2011 年版ものづくり白書』 



C M Y K

P04-25.dsz Mon Jun 18 13:10:15 2012

 18 

 

図表 １-１７ 国・地域別にみたコア技術の供与・移管をしない理由 

 

 

（出所）経済産業省『2011 年版ものづくり白書』 

 

■品質管理

技術供与は生産拠点を持たなくとも海外展開を可能とするため、技術力はあるものの

経営資源に限りのある中小製造業にとっては有効な海外展開のツールとなる。しかし、

技術供与先のモニタリングを怠ると、粗悪な製品が出回るなどして市場の信頼を失った

り、ブランド価値を損ねたりする危険もある。

■ロイヤリティの回収 

技術供与先から当初期待したほどのロイヤリティを受け取れないというリスクもあ

る。生産委託とは異なり、技術供与はライセンシーが自らの事業のためにライセンスさ

れた特許やノウハウを実施するもので、あくまでも事業当事者はライセンシーである。

よって、技術移転契約を締結したものの、その後さっぱり事業が進まないためにロイヤ

リティ収入が得られず、技術流出の懸念だけが残るという場合もあり得る。また、売上

高に応じたロイヤリティを得る契約となっていたとしても、売上報告の信憑性をどう確

保するのかといった課題もある。
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■カントリーリスク 

特に中国に対して技術供与を行う際には、中国独特の事情を考慮した上での契約締結

が必要となる。

ジェトロでは初めて中国ビジネスを手がける人向けに『中国進出における委託加工貿

易、技術ライセンスの契約、商標に関する Q&A 集』という冊子を作成しており、技術

ライセンス契約を締結する際に気をつけなければならない事項などが網羅されている。

とりわけ注意が必要な事項は「技術輸出入管理条例」にかかる規定であり、中国はライ

センサーに不利に、ライセンシーに有利な契約を課すとの基本認識が必要である。

例えば、「技術の保証責任」というものがあり、技術輸出入管理条例の第 25 条は、

「供与する技術が完全で、瑕疵がなく、有効で、約定された技術目標を達成できること

を保証しなければならない」と定めている。つまり、中国企業へ技術供与するからには、

ライセンシー企業が当該技術を用いて事業を軌道に乗せるまでの指導義務が課せられ

ているようなもので、ライセンシーの技術レベルが低いために事業が上手く運ばない場

合は責任を取らされるリスクがある。無制限にライセンサーの保証範囲が拡大しないよ

う、契約で保証の範囲を明確化、限定化しておくことが必要不可欠となるが、それでも

ライセンシーからのクレームを受けることは多い。

また、「第三者の権利を侵害していないことの保証責任」というものがあり、技術輸

出入管理条例の第 24 条に「技術の受入側が技術の使用に関して第三者から権利侵害で

告訴された場合は、供与側はその排除に協力しなければならず、また、第三者の権利を

侵害した場合には供与側が責任を負わなければならない」と定めている。仮に、ライセ

ンシーが供与された技術とは異なる技術で第三者の権利を侵害してしまった場合でも、

ライセンサーが紛争に巻き込まれ、その責任をとらされかねない。

さらに、「技術供与契約に制限条項を設けることの禁止」があり、技術輸出入管理条

例の第 29 条に定めてはならない項目が列挙されている（図表 １-１８）。例えば、ラ

イセンシーに対して技術輸入に必要不可欠ではない付帯条件を受け入れるよう要求す

ることは禁止されており、これには技術輸入に必須ではない技術、原材料、製品、設備

又はサービスの購入が含まれる。

この他にも、技術輸出入管理条例の第 27 条では「技術輸入契約の有効期間内に技術

改良した成果は、改良した側に帰属する」と規定されており、技術を供与した中国企業

の改良技術をライセンサーに帰属させることは許されず、また、無償で共有するよう要

求することも許されない。

以上は中国における技術ライセンス契約にかかるごく一部の問題を指摘したに過ぎ

ず、契約を締結する際には専門家の助言も得るなどして契約書を慎重につくり込む必要

がある。中国企業と安易な技術移転契約を締結してしまうと、その後のビジネスに大き

な痛手となる恐れがあり、慎重な対応が求められる。 
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図表 １-１８ 中華人民共和国技術輸出入管理条例（抜粋） 

 

第二十四条 技術輸入契約の譲渡人は、自分が提供した技術の適法な所有者であり、

又は譲渡、使用許諾をする権利を有する者であることを保証しなければならない。

技術輸入契約の譲受人が契約に従って譲渡人の技術を使用した結果、第三者に権利侵

害で告訴された場合、直ちに譲渡人に通知しなければならない。譲渡人は通知を受けた

後、譲受人と協力し、譲受人が受ける不利益を排除しなければならない。

技術輸入契約の譲受人が契約に従って譲渡人が提供した技術を使用した結果、他人の

合法的権益を侵害する場合、その責任は譲渡人が負う。

第二十五条 技術輸入契約の譲渡人は、提供した技術が完全で、誤りなく、且つ有効

的であり、契約した技術的目標を達成することができることを保証しなければならない。

第二十七条 技術輸入契約の有効期間内に、改良した技術は改良した側に帰属する。

第二十九条 技術輸入契約には以下に掲げる制限的条項を含めてはならない。

（1）譲受人に技術輸入に必須ではない付帯条件を求めること。必須ではない技術、

原材料、製品、設備又はサービスの購入を含む。 

（2）譲受人に特許権の有効期間が満了し又は特許権が無効宣告された技術について

許諾使用料の支払い又は関連義務の履行を求めること。 

（3）譲受人が譲渡人に提供された技術を改良し、又は改良した技術の使用を制限す

ること。 

（4）譲受人にその他の供給先から譲渡人が提供した技術に似し又は競合する技術の

取得を制限すること。 

（5）譲受人に原材料、部品、製品又は設備の購入ルート又は供給先を不合理に制限

すること。 

（6）譲受人に製品の生産高、品種又は販売価格を不合理に制限すること。 

（7）譲受人に輸入した技術を駆使し、生産した製品の輸出ルートを不合理に制限す

ること。 

 
（出所）独立行政法人日本貿易振興機構 北京センター知的財産権部編『中華人民共和国技術輸出入

管理条例』2001 年 12 月 10 日公布 
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第４節 海外からの資金回収の現状と課題 

（1）海外で得た利益の国内への還元の実態 

本節では、前節（3）で指摘した「技術供与を行う際の留意点」のうち、ロイヤリティ

を含めた海外からの資金回収の現状について、みてみよう。

日本企業による海外での事業活動が活発化するにつれ、外国で得た配当や利子、ロイ

ヤリティなどが増えており、2005 年以降は所得収支が貿易収支を上回るかたちで推移

している。

これまで海外で得た利益は、海外で再投資したり、内部留保するなどして、国内に還

元されにくかったとの指摘がある。海外で得た利益を国内に還元させると課税されたり、

国内に有望な投資先が見当たらないといった理由で、企業が積極的に資金還元をしにく

い状況にあったといえる。しかし、2009 年 4 月から外国子会社配当益金不算入制度が

導入された。これは、内国法人が、持株割合が 25％以上で、保有期間が 6 ヶ月以上の

外国法人から受け取る配当の 95％相当を益金不算入とする制度で、海外現地法人から

の利益を国内に還元させるために導入された制度である。

国際的な二重課税の排除にもつながると企業からは歓迎され、アンケート調査からも、

制度導入後は企業が海外で得た利益を積極的に国内に還元させようとする意向が認め

られる。（図表 １-１９） 

図表 １-１９ 海外で得た利益の還元状況 

48.5

50.7

41.9

1.9

43.6

29.1

69.5

1.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

現地で利益を再投資

現地で利益を留保

本邦への配当還元

その他

制度導入前（ｎ＝270） 制度導入後（n＝275）

(%)

 

（原出所）財団法人国際経済交流財団「競争環境の変化に対応した我が国産業の競争力強化に関する調査研究」 

（出所）経済産業省『2011 年版ものづくり白書』 
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また、中小企業は大企業よりも現地法人の利益を配当として国内に環流させる金額の

割合が高い（図表 １-２０）。最新の海外事業活動基本調査（2010 年度実績）におい

ても、現地法人からの配当金を「増加させる」とする製造業の回答は、企業規模にかか

わらず「短期（今後 1～2 年）」よりも「中長期（今後 3～5 年）」でより高くなってお

り、特に中小企業においてはその傾向が顕著になっている（図表 １-２１）。 

 

図表 １-２０ 規模別にみた日本側の出資金に対する配当金の比率 
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（出所）中小企業庁『中小企業白書（2010 年版）』 

 

図表 １-２１ 現地法人からの配当金を「増加させる」と回答した製造業の割合 
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（出所）経済産業省「海外事業活動基本調査」（2010 年度実績） 
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（2）技術供与によるロイヤリティの回収の実態 

配当金については国内還元を促す制度が整ったものの、国によっては技術供与による

ロイヤリティの海外送金が規制されたり、ロイヤリティ料率の上限規制がなされるなど、

対価の回収が難しかったりする。特に、中国、インド、ブラジルといった有望な新興国

市場ほど問題を抱えているのが実情である。

例えば、中国は外貨管理送金条例により送金枠が規定されており、海外送金は届出制

となっている。一定額を超える範囲の外国送金については、正しい送金である旨の証明

が必要とされ、行政介入を受けることもある。

インドはかつてロイヤリティ海外送金についての規制があったが、2009 年 12 月に送

金規制は撤廃された。しかし、ロイヤリティ送金規制が撤廃されたことで、今後は移転

価格税制の観点からロイヤリティ料率についての明確化が求められるようになるとの

見方が強まっている。

ブラジルは知的所有権ライセンスに係る契約や技術移転契約は、日本の特許庁に該当

する INPI（国立工業所有権院）に登録する必要があり、登録の際に実質的な審査を受

け、ロイヤリティ料率等への行政介入が入る。技術移転契約は、基本的にロイヤリティ

料率はランニングベースで年率最大で 5％までしか認められず、回収期間も原則 5 年間

（場合によっては 1 回の延長が認められるため最大で 10 年間）と制限されている。さ

らに、ロイヤリティを海外送金する際にはブラジル中央銀行へも登録する必要があるが、

その際に INPI への登録が義務づけられていることから、海外送金を行うためには INPI

の指導に従わざるを得ない状況にある。

製造業の 1 社あたりの海外現地法人からのロイヤリティ受取額は、リーマンショック

の影響もあると思われるが、2009年度から 2010年度にかけては大きく減少している（図

表 １-２２）。配当金も含めた海外からの還元資金は国内における研究開発や設備投資

の原資となっていることから（図表 １-２３）、技術供与を活用して海外展開をはかり

つつ、国内拠点の高度化に向けた原資を確保するには、最初から技術提携後の送金規制

等の問題も念頭に置いた海外展開のビジネスモデルを構築する必要がある。 
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図表 １-２２ 1社あたりの海外からのロイヤリティ受取額の推移（製造業） 
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（出所）経済産業省「海外事業活動基本調査」 

 

図表 １-２３ 海外からの還元資金の使途（製造業） 
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（出所）経済産業省「海外事業活動基本調査」2010 年度 
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第２章 「生産拠点を持たない海外展開」に取り組む中小企業の事例 

 

本章では、業務・技術提携により海外展開に取り組んでいる中小企業をケーススタディと

して取り上げ、そのビジネスモデルを紹介している。

 

第１節 ケーススタディ選定のポイント  

（1）事例選定のポイント 

事例企業を抽出する際には、以下の 4 点に留意した4。

国内で生産を行っている 

国内に自社工場または協力工場を所有し、基本的に国内に生産活動の基盤を持つ企業

を選定した。ファブレス型の研究開発型企業による外国企業への技術供与などは対象外

とした。

技術供与先の国・地域のバランスを考慮する 

第 1 章でみたように、技術供与先国としては中国が最多であるが、その一方で、中国

企業へのコア技術の供与に関しては、技術流出を懸念して慎重な対応をとる企業も多い。

また、中国では、技術輸出入管理条例にみるように、ライセンサーにとって不利な契約

を課されやすく、またロイヤリテイの支払いに難色を示す企業も多い。欧米や中国を中

心とするアジアでは、業務・技術提携の際に留意すべき点が異なる可能性が高いことか

ら、供与先が特定の国・地域へ偏らないよう事例抽出に心がけた。

「持たない海外展開」戦略と、自社工場による海外展開を併用する事例も対象に 

資本関係を持たない第三者への業務・技術提携による「生産拠点を持たない海外展開」

は、経営資源に限りのある中小企業がリスクを軽減しつつ海外事業に参入する有効な方

策と考えられる。一方で、技術提携で培った経営ノウハウをベースに自ら生産拠点を持 

                                              
4 本レポートでは「持たない海外展開」を資本関係のない第三者への業務・技術提携による海外展開と定

義しているが、海外に自社生産工場を持つ場合、通常、日本の親会社は海外生産子会社と技術・ノウハ

ウ供与の契約締結を行い、ロイヤリティを回収している。しかし、親子関係とはいえ、すんなりロイヤ

リティが回収できるとは限らない。一部の新興国ではロイヤリティの回収が困難であったり、ロイヤリ

ティによる回収を断念し、配当金だけを受け取ったりするケースが少なくない。グループ企業間での取

引においては移転価格税制にも留意する必要がある。また、合弁企業と業務・技術提携を行う場合は合

弁相手先企業との条件交渉が必要となり、資本関係のない第三者への業務・技術提携同様の交渉力が問

われることもある。そこで、海外からの“資金回収”という観点から特筆すべき事例があれば、独資及

び合弁の海外自社工場へ業務・技術供与しているケースも対象とする。 
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図表 ２-１ 事例対象とするパターン 

国内工場
（協力工場含む）

生産委託

技術供与

生産委託

技術供与

海外工場
（合弁・独資）

生産委託

技術供与

海外工場
（合弁・独資）

解
消

国内工場
（協力工場含む）

国内工場
（協力工場含む）

国内

海外

 

つに至る企業や、進出先国の事情や生産品目の特徴などにより、業務・技術提携による

海外展開と生産拠点を構えることによる海外展開を使い分けている企業もある。どのよ

うな場合に業務・技術提携による海外展開が適しているかを見極めるためにも、「持た

ない海外展開」戦略と自社工場による海外展開を併用する場合もケーススタディに含め

るものとする（図表 ２-１）。 

 

生産財の中で生産形態のバランスを考慮する 

中小企業の場合は BtoB が基本となる生産財を中心に扱っている事例が大半であるが、

生産財であっても、量産品と多品種少量生産品とでは業務・技術供与の際の留意点が異

なる可能性があるため、いずれか一方に偏らないよう生産形態のバランスにも配慮した

（図表 ２-２）。 

図表 ２-２ 生産形態のバランスに配慮 

量産

生産財生産財

多品種少量生産多品種少量生産

生産財×量産

例：自動車部品等

生産財×多品種少量生産

例：製造設備等
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（2）インタビュー調査のポイント 

ケーススタディでは、主に以下の項目についてインタビューを実施した。

 

図表 ２-３ 主なインタビュー項目 

 

沿革と事業概要（コア技術やコア製品、主要取引先）沿革と事業概要（コア技術やコア製品、主要取引先）

・対象技術の概要、対象技術の範囲
・ロイヤリティ回収の方式
・弁護士や税理士などの活用の有無
・契約書のスタイル（英文、日本語、両方等）
・契約書作成上の工夫（特別に盛り込んだ条項等）
・ロイヤリティ送金等の問題
・国や地域による特殊事情

海外事業展開に取り組むようになったきっかけ海外事業展開に取り組むようになったきっかけ

海外への技術供与に至った経緯、パートナーと出会った経緯海外への技術供与に至った経緯、パートナーと出会った経緯

技術供与の内容技術供与の内容

モニタリング、技術流出防止への取り組みモニタリング、技術流出防止への取り組み

成功のためのポイント（成功談、失敗談）成功のためのポイント（成功談、失敗談）

今後の海外事業展開に向けた方針今後の海外事業展開に向けた方針
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第２節 事例紹介  

 

本レポートで紹介する企業のプロフィールを以下にまとめている。 
 

図表 ２-４ ケーススタディとして取り上げた 10 の事例 

 

企業名 

（所在地、従業者数） 

主な事業内容 主な相手先国・地域 

（過去実績含む） 

主な業務・技術供与の業態 

玉田工業株式会社

（石川県、225名） 

SF 二重殻タンク等の各種
備蓄タンク・水槽の製造販
売、保守サービス 

マレーシア、タイ、 
中国 

ノウハウライセンス 

兼松エンジニアリング 
株式会社

（高知県、153名） 

強力吸引作業車、高圧洗浄
車などの特殊車両の製造
販売 

中国 ノウハウライセンス 

株式会社奈良機械製作所

（東京都、150名） 

粉粒体処理装置の製造販
売、トータル・エンジニア
リング 

韓国、米国、オランダ、
インド 

特許・ノウハウライセンス 

硬化クローム工業株式会社 

（東京都、130名） 

工業用表面処理加工、高精
度ロール類の製造・研削、
工業用表面処理のエンジ
ニアリング 

インドネシア、米国、
英国、ブラジル、中国、
等 

特許・ノウハウライセンス 

エクセル株式会社

（東京都、20 名） 

3 次元ブロー成形やエク
スチェンジブロー成形を
用いたプラスチック中空
成形製品の製造販売 

スウェーデン、ドイ
ツ、韓国 

特許・ノウハウライセンス 

株式会社サイベックコー
ポーレーション

（長野県、70 名） 

超精密金型開発・設計・製
作及びプレス加工 

米国、シンガポール ノウハウライセンス 

株式会社生方製作所

（愛知県、200名） 

モータープロテクターや
感震器、サーマルスイッチ
等の製造販売 

中国（合弁企業） ノウハウライセンス 

共立電器産業株式会社

（東京都、22 名） 

空気清浄活性器、マイナス
イオン発生器、オゾン発生
器等の製造販売 

台湾 特許・ノウハウライセンス 

谷口インキ製造株式会社

（東京都、67 名） 

インキ製造、調色システム
の製造販売 

中国(第三者企業)、中
国（独資企業） 

生産委託（第三者企業）、
ノウハウライセンス（独資
企業） 

日本原料株式会社

（神奈川県、70名） 

水道用ろ過砂やろ過砂利 
の製造・販売、各種特殊ろ
過材や装置の製造販売 

ドイツ（代理店） 代理店を通じた海外販路
開拓 

（注）株式会社生方製作所は中国の合弁会社への技術供与であるが、ライセンス・ビジネスモデルとして示唆に富むケー

スであるため事例として取り上げている。また、日本原料株式会社は品質保証が難しいために海外への技術供与は

まだ実施していないが、代理店を経由した技術指導による海外事業展開を行っているため、「業務提携」の 1 つの

あり方の事例として取り上げている。 
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玉玉玉田田田工工工業業業株株株式式式会会会社社社   hhhttttttppp::://////wwwwwwwww...tttaaammmaaadddaaa...cccooo... jjjppp      

技技技術術術供供供与与与ににによよよるるるフフフララランンンチチチャャャイイイズズズビビビジジジネネネススス展展展開開開ににによよよりりり海海海外外外市市市場場場開開開拓拓拓ををを図図図るるる   
                                                                  

【企業概要】 

  住  所：石川県金沢市

設  立：1957 年

  資 本 金：5,250 万円

  売 上 高：88 億円（2012 年度 予定）

  従業員数：225 名（2012 年 2 月）

事業内容：各種備蓄タンク・水槽の製造、保守サービス

事 業 所：本社：石川県金沢市無量寺町ハ 61－1 

工場：北陸工場（石川県）、関東工場（栃木県）、九州工場（熊本県） 

  現地法人：河北可耐特石油設備（中国河北省、30％出資の合弁会社）  

【本事例のポイント】 

 主にガソリンスタンドで用いられるSF二重殻タンクメーカーとして全国シェアトッ

プ、福島第一原発でも同社の汚染水タンクが活躍 

 米国視察で技術を核とする製造業のフランチャイズビジネスへのヒントを習得 

【生産品目等】 

                       全国シェアトップの SF 二重殻タンク 

 

（出所）玉田工業株式会社 ウェブサイト 
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 事業概要・沿革                

■消防法改正を契機に SF 二重殻タンクに進出

主力事業はガソリンスタンドの地下タンクの製

造販売で、独自技術の SF 二重殻タンク（内殻を鋼

鈑（STEEL）、外殻を強化プラスチック（FRP）で

製作したタンク）に強みがあり、国内シェア（約

55％）を誇る。

創業以来、ガソリンスタンドの地下タンクの製造

を手がけていたが、平成 5 年 7 月に消防法が改正に

なり、日本においても SF タンクの設置が可能と

なった。SF 二重殻タンクは微妙な液漏れを瞬時に

検知できる、FRP 被覆で防蝕効果が高い、地下タン

ク室が不要で総建設費を安くできる、といったメ

リットがある。当時、取引をしていた石油メーカー

からは、SF 二重殻タンクとなると米国のメーカー

製を導入する可能性が高く、今後当社との取引は難

しくなるかもしれないとの事前通告を受けた。

そこで、当社も SF 二重殻タンクに進出しようと

金沢のジェトロ事務所に依頼し、米国で SF 二重殻

タンクを製造しているメーカーが A 社、B 社、C 社

の 3 社あることを突き止め、約 1 ヶ月をかけてその

3 社を回ってきた。うち 2 社は SF 二重殻タンクの

製造工程も見せてくれた。大型のタンクを回しなが

ら樹脂を吹き付けている製造方法には驚かされた。 

■米国視察で新たなビジネスモデルを学ぶ

A 社からは、加盟料 5 万ドル、ロイヤリティ 200

ドルで技術供与を受けてタンクを製造しないかと

持ちかけられた。同社から技術供与を受けているフ

ランチャイジーが集まる夕食会に誘われ、参加して

みると、南アフリカ、メキシコ、ロンドンなど、世

界中のメーカーが集まっており、同社が世界規模で

フランチャイズ展開していることに驚いた。タンク

は大型の重量物で、自社生産だけで世界中に供給す

ることは難しい。タンクのような大きいものづくり

は、A 社のように世界中にフランチャイズ展開でき

る可能性があることを学んだ。

当時、当社の工場は金沢にあるのみで、金沢から

大型のタンクを全国に運搬することは大変である

が、フランチャイズならば全国展開が可能となる。

この米国視察では、SF 二重殻タンクの製造方法の

みならず、ビジネスモデルを取得したことが大きな

成果であった。 

■まずは国内企業に技術供与を行いフランチャイ

ズ展開の土台をつくる

A 社からフランチャイジーにならないかとの打

診を受けたものの、それならば自分でフランチャイ

ズ展開しようと考え、その後、独自技術を開発して、

九州や北海道の企業に技術供与を行い、まずは国内

でのフランチャイズ展開をスタートさせた。その後、

マレーシア、タイ、中国へと海外へも展開していっ

た。 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■独自技術により特許を取得

A 社も B 社も、SF 二重殻タンクでは特許を取得

しているが、ダブルロールの構造物に関する特許で

ある。SF 二重殻タンクは鉄と FRP の間に詰め物を

するが、網を入れて作るのが A 社で、アルミの箔を

詰めるのが B 社、紙を詰めるのが C 社である。各

社とも、このダブルロールの構造と詰め物について

特許を取得している。

当社は、タンクに吹き付けるさび止めにプラス

チックの小さい玉を混ぜた。そうすると、さび止め

を吹き付けたタンクの表面には、プラスチックの玉

がプチプチと張り付く。その上に、FRP のフィルム

を巻き付けて作る。この構造を特許とした。実際に

どう作るかという製法のところはノウハウとして、

特許化していない。

なお、SF 二重殻タンクの特許を取得したのは平

成 14～15年の頃である。平成 5年に出願した際は、

既に公知の事実であると拒絶された。結局、製法で

は特許はとれないので、当社も構造で特許を取った。 

■国内のビジネスモデル

SF 二重殻タンクの場合、タンクの製造技術は当

社が社員を派遣して指導するので、技術料として

500 万円をいただいている。製造設備も当社が販売
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している。ただし、お客さんから受注するのはあく

までも当社であって、技術供用先の企業はあくまで

も当社のタンク製造に徹してもらう。当社の分工場

のような位置づけになる。ただ、もし、技術供用先

が自分でタンクを売った場合は、タンク1本につき、

1 万円を受け取ることになっている。 

防火水槽の場合は、全国に9つの協力指定工場（ア

クアエンジェルグループ）がある。技術料は 500万円

で、営業権も付与している。その代わり、材料は当

社から仕入れてもらい、タンク 1 本販売したら

5 万円のロイヤリティを受け取る契約内容となって

いる。 

 海外への技術供与、委託生産に至った経緯  

■大きな需要が見込める新興国市場に照準

二重底で安全性の高い SF 二重殻タンクは、品質

が高いために先進国のガソリンスタンドで普及し

ているが、日本同様に、欧米でもガソリンスタンド

の数は急減しており、この先、大きな需要を見込む

ことは難しい。しかし、中国やインドといった新興

国は、インフラ整備が進む中でこれから市場（ガソ

リンスタンド）が拡大する余地が大きい。東南アジ

アでは SF 二重殻タンクは安全性が高いことから普

及しつつある。こうした市場動向を背景に、米国視

察で学んだフランチャイズ展開のビジネスモデル

を念頭に置き、当社はマレーシア、タイでの技術供

与に続き、中国でも技術供与を行い、2011 年には中

国に合弁会社を設立した。1 年ほど前からインドの

ムンバイにも事務所を開設し、現地の会社に依頼し

てマーケティングを展開中である。 

■マレーシアへの技術供与（1998 年）

ある大手石油元売会社はシンガポールに東南ア

ジアのコントロール拠点があり、取引先である日本

ブランチから、東南アジアでも SF 二重殻タンクの

シェア拡大の可能性があるので、クアラルンプール

にあるサプライヤーを紹介するからプレゼンして

はどうかとの誘いを受けた。そのサプライヤーが当

社のタンクの採用を決めれば、マレーシアとシンガ

ポールのこの大手石油会社傘下のガソリンスタン

ドに当社タンクを供給することが可能になる。そこ

で、早速クアラルンプールに出かけてプレゼンを行

い、評価してもらった。その後、マレーシアのサプ

ライヤー企業の社長がエンジニアを連れて金沢の

当社工場を視察に訪れ、正式に契約締結となった。 

■タイへの技術供与（1999 年）

タイのバンコク郊外に、アフリカなどに向けた特

殊タンクの製造販売を手がけている建設会社があ

り、たまたま当社の社員がこの建設会社の息子の知

り合いであった。タイでも大手石油会社が入札でガ

ソリンスタンドのタンクを発注することになり、応

札したいので SF 二重殻タンクの技術供与の申し入

れがあった。石油会社が SF 二重殻タンクにお墨付

きを与えたことから当社に打診があった。 

■中国への技術供与（2005 年）

中国は商社の仲介で、江蘇省の富仁にあるガソリ

ンスタンドの建設を手がける富仁高科有限公司へ

SF 二重殻タンクの技術供与を行うこととなった。 

中国やインドなどの新興国はまだ SF 二重殻タン

クまでの品質は求めておらず、品質よりはまだコス

ト重視で、鉄にコーティングしただけのタンクをガ

ソリンスタンドに埋め込むなど、初期投資をなるべ

く抑えようとする傾向にある。しかし、潜在需要は

大きいはずで、自社工場の建設よりもリスクを抑え

られる技術供与によるアジア市場開拓を選択した。 

技術供与、委託生産の内容  

■競合他社のビジネスモデルを参考に契約条件を

検討

技術供与契約の基本形は、契約金額 500 万円、ロ

イヤリティは売上高の 2％を 5 年間受け取るという

もの。ランニング・ロイヤリティは、売上高に対し

て 2％と設定する場合と、タンク 1 個生産あたり

1 万円と設定する場合とがあるが、当社にとっては、

ランニング・ロイヤリティよりは、一時金としてま

とまって得られる契約金額の方に意味がある。技術

供与の契約締結については地元の顧問弁護士から

アドバイスを得ている。 
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契約金額を 500 万円としたのは、かつて A 社から

フランチャイズの勧誘を受けた際の契約金額を参

考に決めている。A 社も同様のビジネスモデルでフ

ランチャイズ展開しているので、契約金額が高すぎ

ても競争力が劣るだろうとの判断が働いている。 

■価格競争に晒されている技術供与先へも配慮

ロイヤリティが 5 年間というのも、ある意味、適

切な期間だと考えている。SF 二重殻タンクも開発

されてから 18 年は経過しており、世界中に広がり

新鮮味も薄れている。また、5 年経過すれば、技術

供与先にはノウハウが定着し、実績も積んでいくの

で、当社の技術指導がなくても十分事業が可能とな

る。にもかかわらず、長期のロイヤリティ契約を課

せば、先方は嫌気がさすだろう。ガソリンスタンド

のタンクは入札などの厳しい価格競争に晒されて

おり、長期間ロイヤリティを課すことは技術供与先

にも負担が大きい。 

■重量タンクで運搬コストがかかるという事業特性

を踏まえ、営業エリアの制限を課さず

5 年間経過すれば、技術は完全に供与先のものと

なり、以降は供与先が自由にその技術を使って商売

することができる。営業エリアの縛りもなくなり、

輸出制限などもいっさい課していないので、マレー

シアやタイの技術供与先が日本の入札に参加する

ことも可能である。しかし、大型のタンクを海外か

ら輸送していてはコストが見合わないので、実際に

はそのような競合は発生しない。

期間限定の技術供与を行うことで、確かにライバ

ルメーカーを育てることになるが、先進国は縮小し

ていても、世界的にはまだガソリンタンクの市場は

成長していて、その市場を独占することはあり得な

いので、適度な競争があってもよいと考えている。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み  

■技術指導の下に生産管理面をチェック

技術供与の契約期間中は、技術指導という名目で

社長や社員が時々供与先に出向き、指定材料を使っ

ているかどうか、手抜き生産をしていないかどうか

等、正しい品質管理の下で生産しているかどうかを

確認しているが、ランニング・ロイヤリティの受け

取りについては供与先の申告を信用するしかない。

ランニング・ロイヤリティの支払いが適切かどうか

をモニタリングするコストを考えると、ロイヤリ

ティには過度な期待をせずに契約金として受け

取った方がよいと考えている。 

■指定部品購入を義務づけ、生産個数を管理

対中国への技術供与では初回に限り指定の機

械・材料の購入を義務づけているが、国内の技術供

与先には契約で当社からの材料購入を義務づける

内容となっている。一般に、技術供与契約を締結す

る際には、供与先が指定の材料や部品を使うような

契約内容にしておくとよい。そうすることで、供与

先の生産量を把握し、適切なロイヤリティが支払わ

れているかどうかのモニタリングも可能となる。 

■技術供与先のモニタリングは信用・ブランドを維

持する上で重要

タンクは入札となるケースが多いので、どうして

も価格競争に陥りやすい。競争で苦しくなると、少

しでも安い材料、安い工法でつくりたがるので、エ

ンジニアが定期的に技術供与先を訪問し、チェック

することも必要である。また、タンクの品質はピン

からキリまでで、安いタンクは価格が思い切り安い

代わりにグレードも低い。技術供与先のトレーサビ

リティをきちんとしないと、会社の信用に傷がつく。 

 成功のためのポイント     

■自らの目でパートナーを見極める

技術供与先との信頼関係が構築できるかどうか

が最も重要であると考えている。事業の成否は両社

のトップ同士がどれだけ信頼関係を構築できるか

どうかにかかっており、信頼できるパートナーかど

うかの見極めは非常に重要である。そのためには、

誰かを頼って人任せにするのではなく、一人で海外

に出かけ、通訳だのみではなく、自らパートナーと

接することが大事である。一緒にご飯を食べ、友人

になることだ。 
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 今後の海外展開方針     

■中国は技術供与から合弁工場設立へ

これからの海外戦略として、tamada のブランドが

必要かどうかを検討しているが、ロイヤリティを受

け取って後が続かないビジネスだけでは面白くな

い。日本市場が縮小しつつある現状を勘案すると、

タンクを売ってさようなら、という一見さんみたい

な商売では魅力に乏しく、自分で投資して乗り込む

必要があるように感じている。

そこで中国では、河北省のチソ市（北京から高速

鉄道で約 40 分）のところに 2011 年に合弁工場を設

立した。中国側が 70％、当社が 30％出資している。

SF 二重殻タンク市場はまだ育っていないため、月

産 3 本程度しか生産していないが、当面は様子見で

ある。中国での合弁事業については、合弁相手であ

る河北省の企業からの要請を受けたものである。こ

の企業はタンクメーカーではなく異業種であった

が、タンクを作ろうと意欲的であり、調査・検討し

た結果、合弁事業に踏み切った。

直接投資による海外進出を手がける場合も、技術

供与による海外事業展開で得たノウハウは大いに

役立つことになる。特に、中国は最初から直接投資

で出るのではなく、技術供与の方法をとったことは

正解だと思う。中国というマーケットを理解できた。

中国では、技術供与で得た資金が、合弁会社の資本

金に充当できるなどのメリットもあった。 

■インドへの進出も検討中

インドもインフラがこれから本格的に立ち上が

るので、SF 二重殻タンクが採用されるタイミング

での進出も検討している。独資で工場をつくるか、

パートナーと組むかはまだ検討中である。当面はム

ンバイにある会社に依頼し、インド市場の動向を

ウォッチし、チャンスがあればグジャラード州に工

場をつくっても構わないと考えている。

インドは広大なので、本格的にインド市場に参入

する場合は、工場が4～5箇所は必要になるだろう。

そうなった場合は、インドでもフランチャイズビジ

ネスを展開することになるかもしれない。 

 経営者へのメッセージ     

■中小企業ならではの利点を生かす

SF 二重殻タンクには、大手企業の子会社が新規

事業として相次いで参入してきたため、顧客を取ら

れて苦境に陥った時がある。しかし、タンクメー

カーは工場でタンクを作り、現場まで運び、クレー

ンで吊って下ろして、そこでビジネスが完了する。

ところが、それだけではガソリンスタンドの工事は

上手くいかない。現場でタンクをセットする際に、

様々なトラブルが発生する。当社はガソリンスタン

ドばかり手がけていたので、それまでの知見を生か

し、現場で正しくタンクをセットし、お客様が消防

法の検査を終えるまで社員が現場で立ち会うよう

サービスを徹底した。すると、いったん離れた顧客

が、また発注するようになってくれた。新規参入し

た企業はその後相次いで撤退し、今日では当社が半

分以上のシェアを持つに至っている。

大手企業の担当者は 4～5 年で入れ替わるが、中

小企業はそうではない。最後には中小企業が勝つ。

中小企業は、やはり本業で勝負すべきであろう。

また、儲けようと思って海外展開するのではなく、

使命感や理念を持つことが必要だ。 

■自らの目で確認するすばやい行動力が重要

消防法が改定され、日本にも SF 二重殻タンクが

設置できることになったが、米国企業を訪問し、実

際に工場まで見学してきたのは当社だけである。ブ

ロークンの英語で十分なので、自分の目で見て、感

じることが重要である。マレーシアもタイも、中国

も、当社は必ず社長自ら出向いて、自分の目で確認

している。すばやく行動する現場力が必要だ。

中小企業の場合、商工会議所などが主催する現地

視察には参加するが、自分一人で行動する経営者は

少ない。言葉の問題もあるだろうが、それではビジ

ネスチャンスは掴めない。これからの経営者、特に

若い後継者は英語を話すことも必要だろう。
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兼兼兼松松松エエエンンンジジジニニニアアアリリリンンングググ株株株式式式会会会社社社   hhhttttttppp::://////wwwwwwwww...kkkaaannneeemmmaaatttsssuuu---eeennnggg... jjjppp///   

中中中国国国企企企業業業へへへののの特特特殊殊殊車車車両両両ののの技技技術術術供供供与与与ををを通通通じじじててて中中中国国国市市市場場場へへへ展展展開開開      
                                                                  

【企業概要】 

  住  所：高知県高知市

設  立：1971 年

  資 本 金：3 億 1,370 万円

  売 上 高：45 億円（2011 年 3 月）

  従業員数：153 名（2011 年 3 月）

事業内容：強力吸引作業車、高圧洗浄車、環境整備機器の製造販売

事 業 所：本社：高知県高知市布師田 3981 番地 7 

工場：明見工場（高知県南国市） 

【本事例のポイント】 

 吸引作業車・高圧洗浄車などの特殊車両の製造に特化し、吸引作業車では国内 6 割の

シェア 

 グローバル化という先を見越して、中国人社員の採用や主要取引銀行からの人材

確保が奏功し、中国への技術供与がスムーズに展開  

【生産品目等】 

吸引作業車パワープロベスター（左）と高圧洗浄車モービルジェット（右） 

  

 
（出所）兼松エンジニアリング株式会社ウェブサイト
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 事業概要・沿革                 

■吸引作業車で 6 割のシェア、兼松ブランドを構築

吸引作業車で 6 割超のシェアを持つ。当社で作る

特殊車両はすべてお客様の仕様に基づく一品生産

で、複数台の注文例などを除き、同じものはない。

同じような業態の企業は他に 4～5 社存在するが、

比較的競争は少ない業界である。また他社の主力は

バキュームカーやミキサー車で、当社のように吸引

作業車に特化してラインナップしているところは

ない。

顧客の細かいニーズにきめ細かく応えるところ

に当社の強みがあり、手間がかかる領域だからこそ

中小企業に向いている。ユーザーの思いや信頼性を

製品に組み込み、そしてアフターサービスに力を入

れている。創業以来 40 年間の歴史が今のポジショ

ンをつくっており、兼松ブランドとなっている。 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■設計力と組立のノウハウが強み

特殊車両の土台となるシャーシは、車両メーカー

から調達している。シャーシに乗せる上部は当社オ

リジナルである。よって、工場では車両メーカーか

ら納品されたシャーシをまず改造するところから

着手する。パーツの大半は協力工場から調達してお

り、当社のコア技術（強み）は設計力と、これらの

パーツをシャーシに組みつけていく組立のノウハ

ウにある。かつては、主要部品である、吸引作業車

の回収タンクなどを内製していたが、コストが合わ

ないので、今は当社が設計し、製造は近隣の協力工

場に外注している。 

■独自技術は特許を取得

吸引作業車は、外観は同じような車に見えても、

何を吸引するかで製品、真空ポンプの能力が変わる。

同じ 4 トンの車両でも、吸引能力の高い製品は真空

ポンプが大きくなっている。一方、吸引能力が低く

ても、とにかくたくさんの容量を吸引、運搬したい

という場合は、真空ポンプが小さく、回収タンクを

大きくしている。

真空ポンプが高温になるので水で冷却する必要

があるが、環境問題への意識の高まりもあり、貴重

な水資源を使わない「空冷式」の技術を 10 年以上

かけて開発した。当社だけが持つ技術で、他社には

「空冷式」の車両はない。東日本大震災の被災地の

ように水が貴重な地域では、「空冷式」吸引作業車

は真空ポンプを冷ます水が不要なため重宝されて

いる。

高圧洗浄車の特徴は、車両の前方に自動巻き取り

ホースリールを取り付けていることである。他社の

高圧洗浄車のホースリールは車両後方に取り付け

られており、むき出しの状態であるが、当社の場合

は車両前方で、高圧のかかる一番危険なエリアが車

両のカバー内に格納されているため安全である。

こうした技術は特許を取得しているが、特許公開

情報を見て物真似しようとしても、同じ車両を作る

ことは不可能で、ノウハウが必要となる。 

■他社が追随できないノウハウの蓄積

ノウハウについてはデモ車を作り、長年の試行錯

誤によりデータを積み上げてきた。例えば、製鉄所

で使われる特殊吸引作業車は細かいパウダーを吸

い上げるので、摩耗性が高く、パイプがカーブした

あたりの損傷が激しくなる。その場合は、外部から

補強パーツを充て、取り替えが可能な仕様にしてい

る。回収タンクも外部から見ると単なる空洞に見え

るかもしれないが、回収タンクの中には何層にも

フィルターが入っている。このフィルターは外部か

ら操作して自動除塵できる仕組みになっている。 

 海外への技術供与に至った経緯  

■海外で環境整備機器へのニーズが増加

1980 年代から海外展開をスタートさせた。海外の

発電所や製鉄所向けに輸出もしている。2011 年

9月30日現在で、海外への総納入台数は160台となっ

ている。内訳は、東南アジア（ベトナム、フィリピ
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ン、シンガポール、タイ、インドネシア、バングラ

ディシュ）が 101 台、中東/南アジアが 14 台、中国、

香港、台湾が 31 台、アフリカが 13 台、南米 1 台。

5～10 年前からは、東南アジア地域の人口の多い都

市では環境整備機器へのニーズが高まっている。

ベトナムへは ODA により 50 台出荷している。ベ

トナムはフランスの統治下に下水道を整備したが、

市民が下水道にゴミを投げ捨てる。したがって、ゴ

ミを吸引して清掃する必要があり、現在も ODA 関

連でベトナム向けの吸引作業車を生産している。ま

た、納品で終わりではなく、機器の使い方をトレー

ニングする必要があるので、納品後に技術指導にも

出向いている。 

■中国への技術供与に至った経緯

中国から技術提携の申し入れがあったのは 2010 年

5 月のことである。技術供与を行った重慶耐徳山花

特種車有限責任公司という会社は、重慶市に拠点を

置く、自動車・バイク部品、流量計などを作る重慶

耐徳工業（林朝陽会長）の子会社で、浄水車や給水

車、軍用輸送車などを作る特殊車両メーカーである。

当社が技術指導などを行い、吸引作業車や高圧洗浄

車を現地で製造・販売することとなった。

親会社の重慶耐徳工業は重慶市の重鎮的存在で、

中国石油化工（シノペック）などとも関係の深い大

企業である。この親会社から会長以下5名が来社し、

当社の工場を視察した際、吸引作業車や高圧洗浄車

を一緒に合弁でつくろうと持ちかけられた。中国国

内ではインフラ整備が進み、都市部の下水管清掃な

どの需要が今後拡大すると見込まれている。

このように、当初から先方の希望は合弁会社の設

立であった。しかし、中国での合弁事業は苦労が多

く、失敗するという話ばかりを聞いていたため、技

術指導をしましょうと打ち返したが、再度、合弁で

やりましょうと持ちかけられた。

 

■摸倣されることを覚悟の技術供与

合弁となれば人やカネの負担が大きく、国内にも

子会社がない当社が、海外で、ましてやマイナー出

資で現地法人を立ち上げるには、あまりに経験・ノ

ウハウ不足との声が社内では大半であった。また一

般的な話として、中国では製品を模倣されるリスク

があるとの噂も聞いていた。しかし、今後の海外ビ

ジネス展開において中国市場は大きな魅力であり、

今回の千載一遇のビジネスチャンスを活かし、また、

当社を高く評価頂いた重慶耐徳工業の思いにも何

とか応えたいとの複雑な思いがあった。悩んだ末、

対象機種を限定しての技術提携契約を逆提案した。 

技術供与の内容  

■技術供与に伴い中国で実用新案取得へ

技術供与の内容は、①図面を渡すので、きっちり

と技術料という形で図面代をもらう（イニシャル・

ペイメント）、②1 台生産・販売するごとにランニ

ング・ロイヤリティをもらう、③性能にかかわる心

臓部品であるポンプは当社から購入する、④当社が

供与先社員に対する技術指導を行う、というもので

ある。

中国国内では特許や実用新案を取得していない

が、技術供与図面には一部日本で取得している特許

が含まれており、また、中国でまだ特許や実用新案

になっていない技術も含まれているため、現在、中

国国内で実用新案を取得する準備は進めている。 

■技術供与契約は製品（機種）ごとに締結

技術供与契約は製品（機種）ごとに締結している。

今回、技術供与の対象としたのは 3 機種である。ゴ

ミや汚泥を吸い込む吸引作業車の 2 機種（モービル

バック、スーパーモービル）と下水道管などを高圧

水で洗浄する高圧洗浄車（モービルジェット）であ

る。2011 年 3 月にデモ車として吸引作業車と高圧洗

浄車を各 1 台ずつ購入してもらっており、それに付

随して真空ポンプなども販売している。 
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先方からは「耐徳兼松」のブランドで製品を売り

たいとの申し出があり、中国で商標登録を行う予定

である。兼松という文字が入ることにより、日本の

技術であることの証明になり、営業上メリットがあ

ることから、先方が強く希望した。 

■技術供与に向けて製作図面を作成

特装車はエンジンの動力でポンプを稼働させる

ため、シャーシにはそれなりの PTO（Power Take

Off：エンジンの動力を走行以外の作業機を駆動す

るために用いる動力取出し装置）が必要となる。し

かし、世界でも強力な PTO を持つのは日本、ドイ

ツ、スウェーデン、アメリカくらいで、中国では

PTO に制約があった。中国では日本の大手トラック

メーカーがトラックの現地生産を行っているもの

の、日系メーカーでさえ当社が求める PTO を満た

すシャーシを中国では作っていなかった。苦労して

探した結果、ようやく当社のニーズを満たすシャー

シを生産していた中国国産メーカーを見つけ、その

シャーシに合わせて上部の設計を行い、製作図面を

提供した。

製作図面とは、シャーシに架装するための部品製

作・組立図面といえるもの。それだけでも 400 頁ほ

どのボリュームになる。設計するにあたり、実際に

現地へ出向いてシャーシを確認するといった作業

も必要であった。

2011 年 8 月には、技術供与先から 3 名の技術者が

2 週間当社に派遣され、技術研修を行った。当社か

ら製作図面を提供するものの、前述したように車両

の組立にはノウハウが必要であり、図面だけではモ

ノを作ることができないからである。 

■技術供与先の販売市場を中国国内に限定

当初、技術供与する際は市場制約を受けるのでは

ないかと懸念した。しかし、中国市場での独占販売

権を付与することなく、そこはクリアできた。つま

り、重慶耐徳山花特種車有限責任公司が作る製品は

中国国内（ただし、マカオ、香港、台湾は除く）の

みでしか販売できないのに対し、当社は中国市場に

引き続き輸出を行い、兼松ブランドとして販売がで

きる。なお、顧客のニーズなどを受け、仮に重慶耐

徳が製品を輸出する場合は、当社に相談するとの条

件をつけている。 

■手続き上の課題

中国では科学技術委員会に登録して証明書をも

らい、それを銀行に持参しなければ送金ができない。

当初、契約締結から 1 ヶ月程度で入金される予定で

あったが、技術供与先にとっても技術契約は初めて

のケースで、対外的に送金を行う許可を得ていな

かったため、その申請手続きをして重慶市の科学技

術委員会から承認を得る必要があった。また、送金

手続きそのものも、当初はスムーズにいかず、結局、

送金確認までに 3 ヶ月を要した。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み  

■重要部品販売によりモニタリングを可能に

技術供与をするにあたり、①パートナーとの役割

分担を明確にする、②互いに信頼関係を構築する、

③市場をつくっていく、という 3 点を重視した。ま

た、必ず入金されてからモノを出す、という条件を

入れた。例えば、ポンプの販売についても、入金確

認がされた後に当社から輸出する。ランニング・ロ

イヤリティについては、製作にあたるリードタイム

もあるので、販売完了してから受け取ることになる

が、当社から輸出したポンプが製品に組みつけられ

るため、モニタリングもできる。

これらを基本としてしっかりしていれば、真似さ

れてもよい、いくら安くつくられてもよい、と割り

切った。実際、技術供与先には、中国のパーツを活

用していくら安くつくっても構わないと言ってい

る。その代わり、トラブルが生じた場合はすべて技

術供与先で解決してもらうことになっている。

なお、ポンプは当社が輸出するので、万一、ポン

プに問題が発生した場合は当社が問題解決に取り

組むが、架装部分もポンプも、長年日本で実績を積

んだ技術なので、それほど懸念はしていない。 
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 成功のためのポイント     

■専門家のサポート

契約書は日本語と中国語の 2 種類作り、双方とも

有効とした。契約をつくり込む際には、東京オフィ

スのマネジャーが中心となり、ジェトロや主要取引

銀行に相談し、かつ、大阪にいる顧問弁護士を通し

て中国の弁護士にも契約書をチェックしてもらう

などした。 

■先を見越して中国人社員を採用

いずれ自社で海外展開していく必要に迫られる

と考え、2008 年に中国人社員を採用した。生産現場

にも頻繁に足を運び、技術も習得してもらった。今

回の技術供与では通訳として大活躍してくれた。

特殊車両については、専門的な機械用語もある。

中国側の通訳にいい加減に訳されては困るので、当

方側として通訳を出す必要があった。当社の事業や

製品技術をすべて理解してくれている中国人社員

がいたことで随分助かった。そういう人物が社内に

いることは非常に重要である。 

■主要取引銀行から国際業務に精通した人材を

受け入れ

また、いずれは直接輸出を手がけていくことを想

定し、主要取引銀行から当社の海外課へ人を派遣し

てもらい、その人物が今は当社に転籍して海外部の

マネジャーとしてトップに座ってもらっている。実

際に海外で十数年のビジネスの経験がある人で、今

回の技術供与についても、彼のパイプで主要取引銀

行からいろいろと助言を受けることができている。

2010 年 5 月に技術供与の申し入れがあって、技術

提携の調印に至ったのが 11 月と、かなりのスピー

ドで話は進展した。これもあらかじめ社内に人材を

揃えていたことに負うところが大きい。 

■定期的に技術指導に赴く

前述のように、技術供与契約にのっとり、技術供

与先からは 3 名の技術者が 2 週間当社に派遣され、

技術研修を行ったが、1 回きりの技術指導ではうま

くいかないと思うので、定期的に技術指導に赴く必

要があると考えている。吸引作業車、高圧洗浄車は

正しく使用しないと故障の原因になる。特殊車両の

作り方のみならず、使い方も学んでもらう必要があ

る。 

 今後の海外展開方針     

■中国への投資は検討していない

中国にもトラックメーカーは存在するが、日本の

レベルや規制を満たすには、あと 10 年は要するよ

うに思う。今回、技術供与した機種（モービルバッ

ク）も、自動車の世界では軽自動車に該当するもの

で、日本では普及して一般的なものになっている。

中国側としては、一段上の能力のスーパーモービ

ルや、さらに上のパワープロベスタークラスの吸引

作業車を欲しがっていると思う。しかし、このクラ

スでは真空ポンプを駆動させる大容量の PTO が必

要であるが、この技術が中国にはまだない。まだ当

面は独資の工場をつくるといった、さらなる中国へ

投資は現在のところは考えていない。 

 経営者へのメッセージ     

■パートナーの選定が重要

パートナーの選定は非常に重要である。パート

ナーを選定したら、役割分担を明確にすることであ

る。そして、パートナーは大事にすべきである。契

約締結後も、継続して信頼関係を構築していくこと

が何より重要である。欲をかきすぎず、しかし、ロ

イヤリティなどもらうものはきちんと受け取る仕

組み（契約書）をつくりこむことが重要である。

最終的には、人と人、企業と企業の信頼関係が

ベースとなる。互いの利益ばかりを主張しても物事

は上手くいかないし、信頼関係を構築して、互いの

役割やメリットを分かり合える関係にすることが

重要である。 
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株株株式式式会会会社社社奈奈奈良良良機機機械械械製製製作作作所所所   hhhttttttppp:::/// ///wwwwwwwww...nnnaaarrraaa---mmm...cccooo... jjjppp///   

技技技術術術供供供与与与、、、協協協力力力会会会社社社、、、パパパーーートトトナナナーーー企企企業業業ををを駆駆駆使使使しししたたた海海海外外外事事事業業業展展展開開開   
                                                                  

【企業概要】 

  住  所：東京都大田区

設  立：1924 年

  資 本 金：4,000 万円

  売 上 高：34 億 2,800 万円（2011 年 3 月期）

  従業員数：150 名（2011 年 4 月）

事業内容：粉粒体処理装置の製造・販売及びトータル・エンジニアリング

事 業 所：本社・工場：東京都大田区城南島 2‐5‐7

  現地法人：事業所：ドイツ

系列会社  N.M.Korea Co.,Ltd.(韓国） 

【本事例のポイント】 

 粉体処理というニッチ領域を手がける開発型企業で内外特許等 138 件（出願中含む） 

 供与した技術にさらなる大幅な改良を加えて新規性のある別特許に仕立てたり、  

マーケティング力で技術供与先を圧倒するなど、常に供与先に対して優位に立つこ

とで将来のライバルとなる可能性を封じ込め。 

【生産品目等】 

ハイブリダイゼーションシステム (NHS)（左）とパドルドライヤー（NPD）（右） 

    

 

（出所）株式会社奈良機械製作所ウェブサイト
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 事業概要・沿革                 

■粉体処理というニッチな分野に特化

当社の起源は粉砕機の製造であり、製造機能を

持ったプラントエンジニアリングの会社である。大

手の総合エンジニアリング会社とは異なり、当社は

粉体処理というニッチな分野に特化してきた。特に、

モノを粉状、粒状にする製造技術を強みとしている。 

■業界ごとに対応した組織体制

当社の業務は機械工学の知識がベースであるが、

顧客の業界は多岐にわたるため、その要望にきめ細

かく対応するには化学、新素材、応用化学という知

識も必要になる。したがって、営業職、技術職とも

に化学工学（機械と化学を一緒にしたような分野）

的な知識が必要とされる。

組織体制としては、業界別に①石油化学（プラス

チック等石油由来の製品を扱っている業者）、②医

薬関係、③新素材（ナノテクノロジーとの絡みがあ

るもの等）、④一般化学・食品と 4 つの部署を設け

ている。分野の違いもあるが、業界ごとに共通化し

た取引形態等の商慣行がある。 

■協力会社とパートナー企業で幅広い分野をカ

バー

関連会社には、協力会社とパートナー企業がある。

協力会社は下請け的な要素が強いが、一部の製品に

おいてはライセンス契約を交わしており、製造から

販売まで委託している。その場合は、協力会社から

ロイヤリティを徴収している。

一方、トップ同士に強い信頼関係がある企業を

パートナー企業と呼んでいる。粉体処理事業には無

数の分野があり、1 社ですべてを網羅することは不

可能である。また、競合する企業ばかりではなく、

会社ごとに強みが異なるので補完関係にあること

も多い。パートナーの関係にある企業とは何らかの

契約を交わしているわけではないが、自社にはない

技術をパートナー企業が持つ場合は、その技術を日

本に紹介したり、必要に応じてパートナー企業から

製品を購入している。同様にパートナー企業には当

社の技術や製品を購入、PR してもらう。

パートナー企業との出会いの場は、海外の展示会

や学会、企業セミナー、懇親会など様々である。出

会った企業の中から、どう選択しておつきあいを広

げていくかが重要である。辛抱強く 5～10 年関係を

続けて、ようやくビジネスに発展する芽が出てくる

もので、つきあいを継続できるかどうかが大きなわ

かれ道である。 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■原料である粉粒体を加工する技術

粉体といえば食品や医薬品、化粧品などが連想さ

れるが、石油を原料とするプラスチックも素材の段

階では粉体として処理されている。例えば、プラス

チックの原料は粉粒状であり、石油を精製・分解し

た後、反応炉で合成して作られる。そのプラスチッ

ク原料を糸状に伸ばして加工したものが化学繊維

であり、糸から布にして機能性肌着等ができる。プ

ラスチック原料の場合、乾燥によって触媒や有機溶

剤、水分等を除去する必要があり、当社はこの乾燥

工程で使用する乾燥機も製造している。

粉砕、乾燥、造粒、混合、集塵等を単位操作と呼

び、ニーズの多様化により、同じ単位操作であって

も目的のバリエーションが増えるたびに様々な方

法を検討し、いくつもの種類の機械を開発している。

また、機械自体は標準化してあるが、顧客の要望に

よりカスタマイズするので、設備としては 1 品物に

なる。 

■ハードに加えて、経験に基づく条件設定というソ

フトが決め手 

化学機械全般にいえることであるが、ハードであ

る機械については、その気になれば模倣できる。実

際に中国には大量の模倣品が存在し、値段は当社の

10 分の 1 以下である。しかし、粉体処理は運転する

条件により、品質や耐久性、成果物の精度等が異な
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るため、模倣品では顧客の要望どおりの粉体処理を

行うことは難しい。

例えば粉砕機の場合、ただ粉にするだけであれば、

叩けば粉になる。しかし、成果物である粉の大きさ

を指定する場合、叩くスピードや粉砕品を取得する

金網の目の大きさ等により変わるので、そこに経験

という要素が必要になる。したがって、粉砕機とし

ての性能を出すためには、経験とソフトが重要な決

め手となり、誰にでもできるわけではない。

また、成果物に求められるレベルは工業用品、食

品、医療品により異なる。食品や医薬品は体内に入

るため衛生面でより注意深い設定が必要となる。機

械の外観は同じでもお客さんのニーズに合わせた

詳細な気配りが重要であり、そこに付加価値をつけ

ている。 

 海外への技術供与、委託生産に至った経緯  

かつては粉体処理技術の先進国はドイツであり、

ドイツの技術は日本企業の憧れであった。しかし、

今日ではむしろ日本の技術の方が優れていると思

われる。 

■韓国協力会社への技術供与（1997 年）

韓国には当社の子会社である現地法人と協力会

社が存在する。韓国の N.M.Korea Co.,Ltd という現

地法人は、およそ 20 年前の石油ブームの時に立ち

上げた。現在社員は現地の韓国人 2 人であり、韓国

での営業窓口となっている。また、韓国の協力会社

の生産プロセスが予定どおりか、品質管理が徹底し

ているか等の確認なども現地法人が行っている。

韓国の協力会社への発注は10年ほど前に始めた。

韓国のマーケティングは難しく、協力会社の顧問の

人脈に依存して販路を拡大してきた。したがって、

協力会社ではあるものの、パドルドライヤーなど 2

種類の製品については技術供与も行っており、下請

的な協力会社というよりは、パートナーに近い関係

である。 

今はウォン安なので、例えばパドルドライヤーは

韓国の協力会社の工場で製造しヨーロッパに輸出

している。韓国から輸出することで利益が出るので、

協力会社の存在が経営面で大いに貢献している。 

■米国企業への技術供与（1981 年）

先代社長の時代に、相手先企業からの要望で技術

供与を始めた。米国では圧力容器の基準が 2 種類あ

り、州により異なるので対応が難しい。また、米国

は広い国土の広範囲にわたって企業が立地してい

るので自社での営業が難しいため、技術供与の要望

がきたときに快諾した。

供与している特許は 1 つであり、その特許は既に

切れている。通常、特許が切れるとライセンス契約

は終わるが、この会社はロイヤリティを払い続けて

も当社との関係を続けていきたいということで、減

額しているが現在もロイヤリティを支払ってくれ

ている。 

■オランダ企業への技術供与（1983 年）

オランダの企業にもパドルドライヤーの技術供

与を行っていた。特許が切れた際、当社が技術供与

している米国企業から「NARA との縁を切ったら、

NARA が自ら欧州で売り始める。それよりも、低い

ロイヤリティを支払って NARA との関係を維持し

ておいた方が得策だ」と説得されたようで、当社に

ロイヤリティを支払い続けていた。しかし、その後、

先方から関係解約を通告してきたため、現在はライ

バルとなり、ヨーロッパや韓国で競合している。営

業部隊には、このオランダの会社と競合する場合は

「必ず勝て」と申し渡している。

パドルドライヤーに関しては当社が圧倒的な

シェアを持っており、かつオランダの会社はパドル

ドライヤーという商標は使えないので、ブランド力

のないこの会社はビジネスチャンスを失っている。

それに加えて、サービスでも負けてはいない。この

オランダの会社は見積書を顧客に送りつけて終わ

りであるが、当社は顧客とのコミュニケーションを
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重視しており、必ず見積書は持参する。時には日本

から技術者が出向くこともある。この両面から当社

は優位に立っている。 

■インド企業への技術供与（1982 年）

紅茶の会社が多分野に事業を展開しており、子会

社を設立して化学機械にも参入してきた。その子会

社に対して、相手先からの要望で技術供与している。

裕福な会社であるが、ロイヤリティの支払いは遅延

するし、なかなか技術も定着しない。インドでは

1～2 年で退社することも珍しくないなど人材の流

出が早いために技術習得者が育ちにくい。そのため、

今も当社と技術供与契約を締結し続け、ロイヤリ

ティを支払いながら技術を習得している。 

技術供与、委託生産の内容  

■契約金とロイヤリティを徴収

原理原則の技術である特許のクレーム（特許請求

項）を使用するというライセンス契約をしている。

例えば、パドルドライヤーであれば、それに係る特

許のクレームの使用許可の契約をしている。

技術供与先からは契約金とロイヤリティの両方

を徴収している。ロイヤリティに関しては、特許の

技術を使用して作られたものの売り上げから計算

している。先進国（米国、韓国）の会社に対するロ

イヤリティは売り上げの数％として、報告書に基づ

いて計算し、年 2 回送金される。インドは貨幣価値

が低いので低額に設定している。

当社としては、一時金で儲けようとは思っていな

い。一時金については、技術供与にかかる実質的な

費用分（日本に来て訓練のためのアテンドや図面を

英語に翻訳等）と考えているので、リーズブルな金

額にしている。 

■改良技術の帰属の考え方

技術供与先が当社の技術を改良した場合、改良さ

れた技術は両者が何の制約もなしに使用できると

いう契約にしている。逆に当社が改良した場合も技

術供与先は使用できる。ただし、20％以上の大幅な

コストダウンを可能にするような新規性の高い技

術は、改良技術とせず新規技術としている。 

■性能保証のための技術供与

すでに特許が切れた製品でも技術供与の申し入

れを受けることもある。例えば、流動乾燥機に当社

が特許を持つ熱交換器を組み入れると熱交換の効

率が良くなるため、数年前にオランダの流動乾燥機

メーカーが熱交換器の技術供与を申し入れてきた。

しかし、その時点で、既にその技術にかかる特許は

切れていたので、熱交換器のノウハウを提供する代

わりとして、熱交換器を組み入れた流動乾燥機につ

いて最初の注文の 10 台は当社から購入することを

要望した。

このオランダのメーカーほどの技術力があれば、

機械の構造自体は 1 台見ればわかるであろうし、特

許も切れていた。にもかかわらず技術供与の申し入

れをしてきたのは、当社からライセンスを受けるこ

とで当社のブランドを利用できるという利点と、自

社で真似をして失敗するリスクをおかしたくない

という点にあったと思う。ハードの機械本体はコ

ピーして作れるが、パフォーマンスを計算するソフ

トが重要なカギを占めているからだ。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み  

■指定品の調達で生産状況をモニタリング

技術供与先には特殊材料や高機能パーツを当社

から購入するよう義務づけている。指定品がなけれ

ば作ることができないし、指定品の調達具合で相手

の生産状況も確認している。このように、技術供与

といえども、すべての技術を供与するわけでなく、

重要な部分は日本や韓国で製造して販売している。 

■品質管理のモニタリングも重要

技術供与先におけるコストダウンによるクオリ

ティの低下といったトラブルは少なからずある。例

えば、技術供与先のエンドユーザーからのクレーム
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が巡りめぐって当社に入ってきたことがある。その

時は製品を当社に直接作ってほしいという依頼に

なったが、技術供与先が権利を有するマーケットで

もあったことから、注意を促し、引き続き技術供与

先にやらせたこともある。ロイヤリティ回収のため

だけのモニタリングではなく、顧客の信頼を失わな

いよう品質面でのモニタリングも重要である。 

 成功のためのポイント     

■トップとナンバー2 の人物を見極める

技術供与する際には、相手のトップとナンバー2

の人物を評価すること、企業の体質を確認すること

が必要である。契約の確認にはナンバー2 も同席す

るので、ナンバー2 まで人物を見極める必要がある。

見極めるポイントとしては、トップにオーナー意識

があり責任感があるかどうか、会社そのものを売り

にしない人であるか、社員の雇用状況はどうか（離

職者が少ないか）、といった点が挙げられる。 

 今後の海外展開方針     

■技術供与よりも、輸出により市場拡大を図る

技術供与はあまり考えていない。パドルドライ

ヤーの製造には圧力容器が必要であるが、国により

規格が異なる。日本には日本の規格があるし、ヨー

ロッパではドイツの規格が採用されている。当社は

日本の規格での製造はできるが、海外の規格で製造

する認定をまだ受けていない（2012 年 3 月取得に向

けて準備中）。今後認定を受け次第、日本でも海外

向けを生産していく予定である。現在は認定を取得

している韓国の協力会社が欧米に輸出している。 

■代理店方式よりも外国人社員の歩合制で市場開拓

代理店方式による展開も考えていない。例えば、

フランスの市場開拓については、現地フランス人を

日本本社の社員とし、代理店と同様の役割を与えて

いる。固定の給料と必要経費を支払い、一定以上販

売した場合はボーナスを支払うという歩合制にし

ている。活動拠点はフランスであるが、1～2 年は日

本で研修することを前提としている。このルールで、

今後も良い人材との出会いを待っている。 

■中国や ASEAN への工場設立は考えず輸出で対応

インド、中国市場についてはまだ売上高が少ない

ので、今すぐ進出するつもりはない。特に中国や

ASEAN については、基本的には日本から直接販売

しており、今後も工場をつくるのではなく、日本か

らの輸出で対応していく予定である。 

 経営者へのメッセージ     

■ライセンス契約はライバルを育てうる

ライセンス契約は契約期間が過ぎた時点でライ

バルになりうる。したがって、技術供与していた相

手が、将来は競合相手になることの認識をもって供

与すべきである。そのうえで、さらに 5～10 年先を

見据えて供与するメリットが十分ある場合は行え

ばよい。しかし、契約期間中に自社の力量も上げる

よう意識を持つべきである。 

■技術供与先を上回るマーケティング力と技術力を

持つことが必要

ライセンス契約だけでは世界市場を独占するこ

とはできない。技術供与を受ける側のマーケティン

グ力よりも、供与する側のマーケティング力が常に

上回っている必要がある。技術提携関係を解消して

ライバルになった際に、こちらのマーケティング力

を総動員すれば相手のテリトリーで勝負できる、と

の力量を示せることが重要である。

また、技術を更に改良して特許と意匠登録を行う

など、相手の追随を許さないように開発に力を入れ

るべきである。当社はパドルドライヤーの製造を

20％以上コストダウンすることに成功した。これは、

すぐには真似できない製造技術によるコストダウ

ンであり、ライセンスしている既存の製品とは完全

に異なるモデルとして日米欧に特許出願し、意匠登

録も行った。 
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硬硬硬化化化クククロロローーームムム工工工業業業株株株式式式会会会社社社   hhhttttttppp:::/// ///wwwwwwwww...kkkoookkkaaa---ccchhhrrrooommmeee...cccooo... jjjppp///   

   技技技術術術ををを売売売りりり切切切りりりにににせせせずずず、、、パパパーーートトトナナナーーー企企企業業業ををを大大大切切切にににすすするるるここことととででで技技技術術術信信信用用用度度度向向向上上上   
                                                                  

【企業概要】 

  住  所：東京都足立区

設  立：1940 年

  資 本 金：5,000 万円

  売 上 高：20 億円（2011 年度）

  従業員数：130 名（2011 年 4 月）

事業内容：工業用表面処理加工、高精度ロール類の製造・研削、工業用表面処理のエンジニ

アリング 

事 業 所：本社・工場：東京都足立区新田 2 丁目 11 番 19 号 

工 場：横浜工場（横浜市）、鹿浜研削工場（足立区）、鏡面研磨工場（足立区） 

  現地法人：P.T.堀口エンジニアリング インドネシア（合弁会社） 

DMI オートモーティブ INC，（米国ミシガン州、合弁会社）

 

【本事例のポイント】 

 1943 年に工業用クロムめっきの特許を取得し、技術を独占しなかったことが、日本

の工業用の表面処理等の機械加工技術を世界トップレベルに押し上げる 

 工業用クロムめっきを日本で初めて手がけ、日本の自動車及び製鉄のグローバル展

開とともに、欧米アジア各国へ幅広く技術ライセンス供与を展開 

【生産品目等】 

高性能スーパーミラーロール（左）、大型ロールの表面処理技術（右） 

  

（出所）硬化クローム工業株式会社ウェブサイト
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 事業概要・沿革                 

■工業用のあらゆる多機能表面処理を手がける

1940 年に創業、戦時中は航空機や戦車等の部品を

生産する軍需工場としてスタートし、戦後は民需産

業に転換した。創業当時は工業用クロムめっきだけ

を手がけていたが、現在は工業用のあらゆる多機能

表面処理を行っている。また、HVOF やプラズマ溶

射なども手がけている。さらに、高精度ロール類の

製造・研削も手がけ、旋盤加工やグライダー、鏡面

加工等の機械加工全般を行っている。最近は研削な

どの機械加工の比率が大きく、機械加工を含めた総

合的な工業用表面処理を行っている。 

■技術を独占しなかったことが日本の工業用表面

処理技術を世界一へと導く

工業用クロムは 1943 年に前社長が特許を取得し

たが、同時期にオランダでも同じような特許が取得

された。お互いに全く無関係であったので別々に発

展し、オランダの技術はヨーロッパ、アメリカに広

がり、当社の技術は国内に広がった。

戦後 60 余年が経過し、クロムめっきも含めて、

日本の工業用の表面処理等の機械加工技術は世界

一のレベルになっている。世界一になった理由は多

数あるが、一番の理由は技術を独占しなかったため、

国内に小規模なクロムめっき会社が多数できたこ

とである。これらの中小企業はお互いにレベルを上

げて、大企業からの受注を獲得してきた。このよう

な産業基盤技術が全国どこにでも存在したため、コ

ストや技術などを自助努力で磨き、自然に世界トッ

プレベルの技術へと仕上がったのである。

一方、欧米では、特許の問題があり数社しか存在

しないため、経営的には楽であるが技術自体はあま

り普及しておらず、技術のレベルも高くない。 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■工業用クロムめっきを日本で初めて手がける

工業用クロムめっきは当社が日本で初めて手が

けた技術で、戦後になって自動車車体のプレス金型

や鉄の圧延ロール他に使用されている。工業用ニッ

ケル合金めっきは、製鉄の連続鋳造鋳型に対する

めっきで使用されており、国内外で特許を取得して

いる。

日本の工業用クロムめっきは、日本の自動車メー

カーが世界各地に工場を設立したことでその技術

も各国に広がり、他国の自動車メーカーもクロム

めっきをするようになり、世界標準として応用する

よう当社他が技術を提供してきた。当社は長年の蓄

積により、各種ロールの機械加工や表面処理加工の

組み合わせの技術をノウハウとして保有している。

製鉄用圧延ロールについては、ロールにクロム

めっき処理をしないと、短時間で摩耗してしまう。

例えば大手製鉄所では年間 2 万本から 2 万 5,000 本

の圧延ロールを消耗するため毎年 1,000 億円以上の

コストがかかる。クロムめっきを施すと寿命が 6～7

倍になるので年間 4,000 本前後の消耗で済み、経済

性が飛躍的に高まる。現在製鉄用圧延ロールはクロ

ムめっきが世界標準になっており、効率よく高品質

の鉄を作ることができる。 

■機能性プラスチックフィルムの製造工程でも活躍

鉄鋼、自動車のほかに、プラスチックの機能フィ

ルム（例えば液晶、太陽光パネル、リチウム電池用

等のような特殊な機能を持ったプラスチックの

フィルム）についても技術を蓄積しており、近年は

こうした高度なフィルム・シート製造にかかわる

ニーズが高まっている。フィルムは紙と同じ方法で

製造するため、沢山の特殊なロールの間を通し、精

度の高い高品質な樹脂のフィルムを製造する。フィ

ルムの製造や表面処理も日本は世界のトップであ

る。この機能性フィルムを作る際のロールは当社が

製造加工し、大手機械メーカーがフィルムラインを

組み立て、フィルムが製造される。フィルムそのも

のの物性については、各フィルムメーカーが考える

のだが、それを精度の高いフィルムに加工する際に

当社のロールの技術が必要になる。 
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 海外への技術供与、委託生産に至った経緯  

■世界から求められる技術

1989 年、諸外国に向け、自動車ボディープレス金

型に対してクロムめっきのノウハウライセンス供

与を開始した。1995 年にはインドネシアとアメリカ

ミシガン州の合弁会社に参画して技術ライセンス

を行った。その後も、特にここ 10 年くらいで技術

ライセンス供与が非常に活発になってきた。2008

年には、アジア地域において中国や韓国、台湾へ技

術供与を開始した。基本的には先方からの働きかけ

を待つというスタンスで、海外の大手企業が直接コ

ンタクトをとってくる。 

■イギリス（1989 年）とアメリカ（1995 年）への技術供与

1980 年代、日本の大手自動車メーカーが英国の産

業革命発祥の地といわれるニューキャッスルに進

出し、操業に必要なクロムめっき技術の導入を地元

イギリスの DMI 社に依頼した。そこで、DMI 社は

当社からの技術供与を受け自動車ボディプレス金

型のクロムめっきを開始した。DMI 社はアメリカに

進出して複数の工場を構えているが、そのうちの 1 つ、

デトロイトへは共同で進出する話をもちかけられ、

当社 50％、DMI 社が 50％出資する合弁会社を 1995

年に設立した。したがって、デトロイトにある合弁

会社にはアメリカの資本は全く入っていない。 

■インドネシアの合弁会社への技術供与（1995 年）

インドネシアにも合弁会社があり、アメリカの合

弁会社と同時期にスタートした。合弁のパートナー

は、日本人の女性オーナーであり、機械加工と表面

処理を手がけている。主にインドネシアの日系企業

がお客さんである。 

■ブラジルへの技術供与（1999 年）

サンパウロの同業者にアメリカの合弁会社から

技術供与を行っている。技術指導もアメリカの合弁

会社が行い、技術供与に伴う一括金もアメリカを通

して徴収している。日本からブラジルの会社と直接

取引するには、言葉の問題、地理的な問題、送金の

問題もあるので難しいが、アメリカの合弁会社を通

じてスムーズに行われている。 

■韓国への技術供与（2006 年）

韓国の技術供与先である大手企業へは年間 1,000～

2,000 本ものロールを販売しており、そのうち年間

50 本程度は傷ついて修復依頼を受ける。今は技術差

があるので当社に修理を依頼してくるが、いずれは

技術が追いつかれ、メンテナンスを自社でするよう

になると思う。我々はさらに先を行き、より高度な

技術を開発する必要がある。 

■中国への技術供与（2008 年）

中国では製鉄会社へ技術供与を行っており、3 段

階の技術供与契約を締結している。技術指導は 3 年

以上かけており、1 年目は圧延ロールのクロムめっ

き、2 年目は連続鋳造鋳型の合金めっき、3 年目は

HVOF 溶射の技術と機械加工技術の 3 つの技術を

別々に契約して供与した。ただし、多くの場合特許

を取得して詳細を公開すると逆に使われる可能性

があるので、特許を取得しておらず、ノウハウを供

与している 

技術供与、委託生産の内容  

■技術供与の基本方針

技術ライセンスは技術ごとではなく、用途ごとに

実施している。すなわち、1 つの用途につき 1 つの

ライセンスを供与している。

契約期間は、設備の据え付けと操業指導を合わせ

て 10～12 箇月であり、その後 1 年間は設備の保証

期間として、それ以降の技術指導は有償としている。

設計、製造、組立、試運転までを一貫して請け負う

フルターンキーをアピールして売り込んでおり、保

証期間中に何か問題が発生すれば、すぐに駆けつけ

る。

消耗品の供給もしている。現地で調達できるもの

は現地で購入してもらうが、日本から売っているも
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のもある。

帳簿を調べたりするのは手間がかかるので、ロイ

ヤリティは徴収せず、一時金のみで売り切りとして

いる。相手や供与するものにより値段は変わる。

そのほか、すべて円建て取引をしており為替の問

題もない。契約書はすべて自分たちで作成している。 

■技術指導の内容

中国では技術指導として、契約期間に 1 回あたり

1～2週間、2～5名が数回出張扱いで出向している。

クロムめっき、ニッケル合金めっき、溶射とも技術

が異なり技術者も違うので、供与する技術により技

術者は変わり、派遣する人数や期間も変わる。

具体的な技術指導の内容としては、圧延ロールの

クロムめっきの設備が完了して試運転をし、実際に

めっきを加工する指導をして、上手くいくまで指導

を継続する。連続鋳造の合金めっきも鋳造の種類に

応じた指導を行う。機能フィルム用ロール製造に際

して NC マシンを使って機械加工する場合でも、技

術指導は必要となる。大型ロールをミクロン単位で

加工するので、NC マシンによるパソコン操作に加

えて職人の技能が必要となる。

最大限に能力を発揮させるためには、機械加工の

技術と表面処理技術の両方が必要であり、そのため

技術供与するノウハウには機械加工も含まれてい

る。相手のニーズによってロールをいかにつくりこ

むかが重要になってくる。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み  

■技術転用や技術流出防止対策

技術転用や技術流出防止策として、契約書に“営

業の範囲を国内に限る、或は客先社内専用とする”

等の項目を入れている。第三者への譲渡は事前に

我々との相談を必須としている。また、第三者に技

術を売る場合は、売上代金の折半を考えている。 

 

 

成功のためのポイント     

■信頼できるパートナーを探す

技術供与の相手は、大手企業だからよいという考

えではなく、相手をよく見極めて、信頼できるパー

トナーにのみ供与する。技術供与契約を締結するま

でに何回か互いに行き来をして、信頼できる相手か

どうかを見極めることが重要である。 

■同業者への供与は要注意

技術供与の相手がエンドユーザー企業である場

合は、将来競合相手になる脅威は感じていない。例

えば、中国でも大手ユーザーに技術供与しており、

同業メーカーではない。彼らは自社内に供給するだ

けで精いっぱいであり、他に供与する余裕はないと

思う。

一方、競合する同業他社へのライセンスは慎重に

検討している。ただし、オーストラリアでは中小企

業の同業者に技術供与しており、その場合は技術の

売り切りではなく売上の 5％のロイヤリティを徴収

している。このように、ロイヤリティ徴収するかど

うかは相手次第である。オーストラリアのケースは

同業者への技術供与であるが、信頼できるため供与

を決断し、ロイヤリティ徴収とした。 

 今後の海外展開方針     

■独資工場での進出ではなく技術供与で海外展開

工場を設立するにあたっては、「設備」と「技術」

と「操業ノウハウ」がセットで必要となる。独資で

海外に工場を出す自信はない。かといって、合弁で

は数年後に乗っ取られてしまう可能性があるので、

多くの場合フルターンキーで技術を売り込み、末永

く面倒をみていく戦略をとっている。今後も当社が

海外に直接進出するケースもでてくるが、当面は技

術供与という方法で海外展開していく。 

■激しい競争を制するのは技術に対する信用である

ドイツ、フランス、イタリア、アメリカからも表

面処理技術をアジアに売り込みにくるので競争に
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なる。しかし、欧米の企業は設備と技術を売るだけ

で、その後のメンテナンスや長年にわたる操業指導

が多くの場合ない。逆に当社は技術を売るだけでは

なく、長期的にフォローしているので、そこが当社

の強みと認識している。技術供与契約では技術料は

最初に一括でいただくが、その後は出張費用を相手

にもってもらい、設備が順調に稼働するまでを面倒

をみる。このように、パートナーとの関係を大切に

することは、グローバル化の中で重要と考えている。

自社工場を設立するのではなく、これからも海外企

業へ技術を供与していくには、技術に対する信用が

大切である。つまり、パートナーを大事にすること

が技術の信用にもつながる。 

■将来を見据えた新技術の研究

環境規制の影響で六価クロムの使用制限が厳し

くなると予想されるため、環境負荷の少ない工業用

三価クロムの開発を進めている。装飾めっきには三

価クロムが使われているが、過酷な条件である工業

用ではまだ使われていない。

6 年前から関東経済産業局の補助金を受けて研究

を続けており、技術的には完成に近づいている。こ

こ数年は実用化テストを行い、ある程度の大きさの

ロールに適用できるようになった。今後は機械に組

み込んでの実証実験をしていく。

その実証実験を日本の大手企業と組み、実際の設

備の中に組み込み使用することで検証したいと

思っていたが、日本国内では六価クロムへの危機感

が薄く、協力してくれる企業が見つからなかった。

そんな中、台湾の製鉄会社が興味を持ってくれたの

で、実証実験を依頼している。

試験には 5～10 年かかるのだが、それほど長期の

補助金制度が日本にはない。結局、特許については、

今共同でテストをしている台湾の製鉄会社との共

同出願になってしまうであろう。 

韓国や台湾、中国では国策として基盤技術に対す

る支援が充実しているが、日本では公的機関による

支援が手薄で、少額かつ期間も 2～3 年と限定的な

ものが多い。将来を見据えた技術を開発する上では、

中小企業も視野に入れた国の長期研究開発投資へ

の支援が必要と考えている。 

 経営者へのメッセージ     

■技術供与は信頼関係が重要

売り手市場の技術を持たないと技術供与は難し

いので、それなりの技術を継続的に開発することが

絶対条件である。

先に述べたように技術供与契約の締結には相手

先との信頼関係が必要である。そのためにはこちら

も最初から誠意を持って言いたいことは言うし、相

手が考えていることが我々の想定外なこともある

ので、率直な話し合いをしている。供与の決断には

相手のトップの人物評価も必要であり、率直な話が

できる相手かどうか見極めるべきである。

また、相手が将来的にマーケティングをどのよう

に考えているのか、経営ビジョンも話し合いで明確

にしておく必要がある。大概大きなビジョンを掲げ

るので、時には裏付けをとることが必要である。例

えば、相手が「3 割増産する」と言ったら、その裏

付けをとっておくことも必要だろう。 
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日日日米米米欧欧欧亜亜亜ににに 111222000 ををを超超超えええるるる知知知的的的財財財産産産権権権ををを保保保有有有ししし、、、技技技術術術ララライイイセセセンンンスススををを経経経営営営オオオプププシシショョョンンンののの   

111 つつつとととしししててて活活活用用用      
                                                                  

【企業概要】 

  住  所：東京都中央区

設  立：1971 年

  資 本 金：8,000 万円

  売 上 高：48 億円（2011 年度）

  従業員数：20 名（2011 年 4 月）

事業内容：3 次元ブロー成形や多機能エクスチェンジブロー成形技術を用いた、自動車部品

および工業分野向けのプラスチック中空成形製品の設計、製造、販売 

事 業 所：本社：東京都中央区京橋 2-3-15 

工場：群馬県桐生市新里町板橋 328-30 

  現地法人：工 場：EXCELL USA, Inc. (米国インディアナ州) 

：THAI EXCELL MFG CO., LTD（Thailand）

：愛
エ

克
ク

賽
セ

爾
ル

工業（大連）有限公司（中国大連市） 

【本事例のポイント】 

 高い開発力と技術力で、国内のみならず、世界中の自動車メーカーと取引を展開 

 独自のブロー成形技術・工法は日本をはじめ、米国、欧州、アジアの世界各国で特

許を取得し、海外企業へも技術ライセンスを実施 

【生産品目等】 

3 次元ブロー成形（MES）/エクスチェンジブロー成型 

ターボエアインテークダクト（ターボ吸気ダクト） 

  

 

（出所）エクセル株式会社ウェブサイト
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 事業概要・沿革                 

■知的財産権重視のものづくり

日本におけるプラスチック黎明期の 1970 年に創

業した。その翌年、倒産寸前のプラスチック成形工

場を買い取り、株式会社エクセル製作所としてもの

づくりをスタートさせた。ブロー成形（中空製品成

形法）による自動車用の吸気・空調系の樹脂部品を

主に生産しており、どの系列にも属さず、世界中の

自動車メーカーと取引を行っている。自動車メー

カーや自動車部品メーカーを主軸に、近年は OA 機

器メーカーや住宅関連メーカーへも納入拡大中の、

独立系の自動車部品メーカー・工業用プラスチック

モールダーである。

当社は国際競争に打ち勝つために知的財産権を

重視しており、日米欧亜に 120 を超える特許を保有

している。
 

技術 米国 欧州 日本 アジア

3次元ブロー成形(MES
®
) 2 3 9 1

エクスチェンジ(EXCHANGE
®
)ブロー成形 6 11 12 12

R-MES 1 5 3 3
リメインコア成形 3 15 3 3
その他 4 2 47 2
合計 16 26 74 11  

 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■世界初の成形技術を開発

1976 年に多次元押出ブロー成形(MESⓇ5)の基礎研

究をスタートさせた。翌年の 1977 年には MESⓇ

1 号機が完成し、1981 年には 2 号機が完成した。

MESⓇとは世界に先駆けて当社が開発した成形技術

で、①3 次元製品をバリなしで成形し、信頼性に優

れた製品を作ることができる、②蛇腹構造や多機能

な部品を付けた製品ができる、③高機能なエンジニ

アリングプラスチックが成形できる、という技術的

                                              
5「MES」、「EXCHANGE」は、エクセル株式会社の登

録商標で、そのため MESⓇ  EXCHANGEⓇ と表記して

いる。 

特徴がある。1982 年には MESⓇ製品の量産が始まり、

自動車メーカーへの納入も始まった。 

世界に先駆けて開発した最初の 3 次元ブロー成形技術 

 

1986 年には MES-EXCHANGEⓇ技術が完成した。

これは性質の異なる材料（例えばソフト材とハード

材）を、ブロー成形により一工程で一体化成形する

技術である。本体部分は剛性のあるハード材で、蛇

腹部分や組み付け部分は柔軟なソフト材で構成し

ている。従来は金属とゴムで構成されていた部品を

ブロー成形で樹脂化し一体化したので、大幅な部品

削減とコストダウンが可能となった。また、他社の

3 次元ブロー成形法に比べて生産性が 2 倍になり、

コストダウンが可能となり、精密肉厚制御技術も確

立した。 

 

 

1987年にはMES-EXCHANGEⓇ製品の自動車メー

カーへの納品が始まった。1988 年には R-MES の研

究に着手した。これは、従来のブロー成形では形成

が困難であったフランジ形状を射出成形やブロー

成形のパリソンの活用などによって形成させる技

術である。この技術をエクスチェンジブロー成形技

術と組み合せるコンセプトで、従来は金属でしか形

成できなかった部品を樹脂化し軽量化・コストダウ

ンが可能となった。 
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 海外への技術供与、委託生産に至った経緯  

■スウェーデンへの技術供与（1986 年）

1986 年にスウェーデンの AB Nobel Plast（現

Gnosjoplast AB）へ技術供与を行った。そのきっか

けは、偶然の出来事だった。

MESⓇの 1 号機、2 号機が完成し、1982 年には量

産がスタートし、当社が開発した技術にも自信がつ

きはじめた。せっかく良い技術を開発したため、積

極的に海外にも売り込んでいきたいと考え、パンフ

レットを持参して、ドイツで他の商売をしているド

イツ人の友人を訪問した。しかし、「ドイツ人はブ

ロー成形はやらない、インジェクションである」と

言われてがっかりし、失意の中で帰国の途に就いた。

帰国の飛行機はスウェーデン経由であり、偶然隣

の席に座ったスウェーデン大使館の書記官に、「ど

んな仕事をしているのか」と聞かれた。そこで出張

の目的を話したところ、「そのような素晴らしい技

術であれば、スウェーデンの会社を紹介しよう」と

AB Nobel Plast を紹介してくれた。 

さっそく同社へ手紙を出したところ、AB Nobel 

Plast の技術部長が当社の機械を見学するために来

日し、ストップウォッチでサイクルタイムを計るな

どして帰国した。その後に、当社から AB Nobel Plast

へ技術供与を行うことが決まった。この技術部長は

米国にあるボルボの生産工場の工場長を務めた経

験のある人物ということだった。

AB Nobel Plast への技術供与はそれ相応のプロセ

スを踏んでいる。まず、1984 年にテクニカル・ノウ

ハウ・アシスタント・アグリーメントを取り交わし

た。ノウハウを教えるので、営業秘密は守ってほし

い、という趣旨の 2～3 枚程度のものである。それ

から工場見学に来ていただき、約 1 年かけて当社の

技術のユニークさを評価してもらい、1986 年に正式

に AB Nobel Plast と技術ライセンス契約を締結した。 

 

 

■ドイツへの技術供与（1995 年）

ドイツの Helphos GmbH（現在の M+H Automotive 

GmbH）との技術ライセンス契約も偶然の出会いの

ようなところがある。

同社はハンブルクから車で1時間程度のところに

ある。当時、この会社の社長は 3 次元ブロー成形技

術を探し求めており、その装置がスウェーデンにあ

ることを聞きつけた。偶然にも、我々が AB Nobel

Plast の工場訪問をした帰りで、スウェーデン郊外の

飛行場から帰国の途に着くところであったが、その

社長は飛行場へ飛んできた。その場で装置を欲し

がったが、我々もすぐには回答できず、まずはス

ウェーデンの AB Nobel Plastへ行って装置をよく見

てもらい、その上で検討してもらうこととした。

Helphos GmbH は現場での技術指導・移転にドイ

ツ語の使用を要請してきたので、ドイツ語も得意な

スウェーデン（AB Nobel Plast）からサブライセン

スをしてもらうことにした。

しかし、1 年も経たないうちに、サブライセンス

ではなく、当社と直接技術ライセンス契約を締結し

たいとの申し出があった。そこで、契約書は英語で

作成し、5 年間のライセンス契約を締結した。この

ドイツの会社はブロー成形を手がけており、MESⓇ

の技術導入にとても熱心で、工場の責任者が当社の

群馬工場で、2 週間ほど技術研修を受けたほどであ

る。 

■韓国への技術供与（1990 年）

韓国は 20年前にLuckyに技術ライセンスしたが、

その後 LG Chem となってから主な生産は中国へ移

転してしまった。当社が納めた機械は韓国に残り、

下請けの生産で活用されている。

技術ライセンスを始めた発端は、1990 年に韓国

Lucky のキーパーソンと懇意になったことによる。

彼から現代や起亜を一緒に回ってくれと頼まれた。

よって、Lucky とは最初から会長、社長レベルとの

接触から始まっている。 
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技術供与、委託生産の内容  

■スウェーデン企業への技術供与 

技術ライセンスを行うにあたり、ノウハウブック

を作成し、装置を納品する際に技術情報として 1～2

冊、先方に渡している。当時は今日のようにOAツー

ルが発達していないので、ノウハウブックには写真

を貼り付けるなど手作業でつくり込んだ。

また、ライセンス契約には AB Nobel Plast からは

技術者を指導目的で受け入れ、当社からも技術指導

を行うことなどを盛り込んだ。

ライセンス契約書は、当然のことながら自社技術

のライセンス契約なので、当社が草案を作成し、先

方がそれをチェックする形で行われた。

AB Nobel Plast とのライセンス契約は、その後、

同社が M&A されたが、M&A した会社がこの技術

をよく理解し、高く評価しており、機械の移動には

当社の同意が要る約束となっているので、現在も、

どこに装置が置かれているかを我々は把握してい

る。 

■ドイツに供与した内容

ドイツとの技術供与では、課題が多かった。日本

には JIS 規格があるが、ヨーロッパでは JIS 規格は

通用せず、ドイツスタンダードというものがある。

また、欧州へ機械を輸出するには CE マーキングの

取得が必要となる。しかし、CE マーキングの取得

には手間やコストがかかり、売値が上がってしまう。

ドイツの企業からは CE マーキングが取得できなく

ても売って欲しい、責任をもって通関するとの確約

を得て出荷した。

ドイツの M+H Automotive GmbH からは、今でも

ロイヤリティを受け取っており、今日も実質的に有

効となっている唯一のライセンシーである。ドイツ

の場合も M&A で会社名が変わったが、このドイツ

企業の場合は、かつては単体の成形メーカーであっ

たが、M&A によって会社全体があるグループの成

形部門となったもので、会社は安定している。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み  

■経営環境の変化で技術供与解消

技術ライセンス契約については、交渉の過程で先

方の会社や人物などを見極めることができる。だか

らこそ、M&A で経営環境が変化した際にはライセ

ンス契約は解消する旨を明記しておく必要がある。

また、経営者の代替わりにも注意した方がよい。 

 今後の海外展開方針     

■海外展示会を利用した技術情報の発信

3 年に 1 回、デュッセルドルフで開催するメッセ

に、大手商社のブースを間借りする形で製品を展示

し、パンフレットを配布するなど技術紹介に努めて

きた。近年はメッセの規模自体が縮小され、エクセ

ルも参加していないが、当社の技術に高い評価をい

ただいた企業に対しては、今後も技術供与を行う可

能性もあり、技術供与先に対しては、製品の信頼性

試験とそのレポート作成、必要と思われる技術情報、

指導、助言などを積極的に行っていく。 

 経営者へのメッセージ     

■技術ライセンスは経営戦略の 1 つのオプション

技術ライセンスは経営オプションの1つであるが、

本格的にグローバル経営するにはその地に独資で

進出することが第一である。米国・タイ、そして昨

年（2011 年）には中国（大連市）が加わり、合わせ

て3つの拠点に独資の現地法人を有している。また、

中国には 3 つの合弁会社を持っている。国内生産拠

点は群馬県桐生市にある㈱エクセル製作所で、海外

拠点をサポートするマザー工場としての位置づけ

でもある。

グローバル供給・設計体制については次図の通り

であり、その機能に応じての対応をより迅速且つ効

率的にすることが我々の役目である。 
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エクセル株式会社（商品企画・営業） 
エクセルホールディングス株式会社（海外業務） 

株式会社エクセル製作所（製造品質） 
株式会社エクセルエンジニアリング（設計開発） 
株式会社エクセルロジスティクス（検査物流）

東京都 

群馬県 

THAI EXCE L L MANUFACTURING Co., Ltd. 
（100 ％出資現地法人）

タイ（ 2006 年） 

EXCEL L USA Inc. 
（ 100 ％出資現地法人） 

米国（ 1999 年）

珠海銘祥汽車工業有限公司（合弁） 

中国（2011 

M+H Automotive GmbH
（技術ライセンス） 

LG Chemical Ltd. 
（技術ライセンス） 

ドイツ 

韓国 

グローバル供給とグローバル設計体制 （ 6つの海外生産拠点） 

Øインドまで見据えたアジア拡販活動 
Øグローバル設計とリーダー育成 

ØNAFTA市場への訪問拡販活動 
ØTS16949による５ S 工場運営 

Ø 対外戦略と社内教育 
Ø グループ全体の強化・補完 

Ø

プロジェクトの創造と実現 Ø

魅力ある提案と迅速な対応

Ø プロセス・イノベーション 
Ø プロダクト・イノベーション 

愛
エ

克
ク

賽
セ

爾
ル

工業（大連）有限公司 

銘祥汽車工業(武漢)有限公司（合弁） 
広州銘祥汽車零部件有限公司（合弁） 

中国 

年） 

100 ％出資現地法人） （ 
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日日日本本本国国国内内内でででももものののづづづくくくりりりををを貫貫貫徹徹徹ししし、、、海海海外外外はははララライイイセセセンンンススス生生生産産産ででで対対対応応応      
                                                                  

【企業概要】 

  住  所：長野県塩尻市

設  立：1973 年

  売 上 高：18 億円（2011 年 3 月期）

  従業員数：70 名（2012 年 4 月）

事業内容：超精密金型開発・設計・製作及びプレス加工

事 業 所：本社・工場：長野県塩尻市広丘郷原南原 1000‐15 

【本事例のポイント】 

 設備メーカーと共同開発したプレス機械による超精密冷間鍛造順送プレス技術に強

み 

 成熟した技術を信頼できる海外パートナーに技術供与し、回収したロイヤリティを

次世代技術開発に投入 

【生産品目等】 

プレス機械（SVC-600）（左）とサイクロイド減速ギヤ（右） 

  

 

（出所）株式会社サイベックコーポレーションウェブサイト
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 事業概要・沿革                 

■CFP（冷間鍛造順送）技術で新しい価値を生むも

の創りに挑戦

当社は 1973 年の創業以来、金属プレス加工の魅

力と可能性に挑戦し続けている。超精密部品の金型

開発およびプレス加工により、自動車用機能部品を

中心としつつも、環境部品、医療部品、光学機器な

どの分野も開拓中で、付加価値のあるものを生み出

す利益重視の「もの創り経営戦略」を推進している。 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■世界が絶賛する「ダレ」のない独自技術

板鍛造の冷間加工に付加価値を求めている。特徴

は厚い板（最大 11mm）を立体形状に加工できるこ

とである。これまで厚板の複雑部品はプレス加工が

できないので、切削や焼結（鉄粉を固める）を用い

ていたが、当社の技術を用いればすべての工程をプ

レス加工に置き換えることができ、劇的にコストが

安くなる。

ヨーロッパではファインブランキング（FB）が主

流である。FB の特徴は、打ち抜き面をきれいに仕

上げることができる点にある。しかし、「ダレ」（板

がプレスされる際にできる、引き込まれ跡）が大き

くなるので、歯型をカットしたときにストレート部

分が少なくなる。そのためストレート部分を確保す

るためには材料を厚くする必要があるが、厚くする

と製品が重くなる。また「バリ」がとても大きくな

るのでバリを除去するエンドレスという加工が必

ず入る。板鍛造は板の厚さを自由に変えることがで

きるが、FB は板の厚さを変えた加工はできない。

海外の技術者、特にファインブランキング主流の

ヨーロッパの技術者は、当社の「ダレ」がない技術

を絶賛する。当社は 95％せん断面を確保して 5％あ

えて破断面を出すことでバリを小さくしている。バ

リが小さいので後の工程が不必要になる。材料をプ

レス加工で打ち抜けば必ず引き込まれてダレがで

きてしまうので、他社に真似できない技術である。 

■共同開発で得る競争力の源泉

当社の強みは金型とプレス機械にあり、プレス機

械は設備メーカーと共同開発をしている。共同開発

の例として、最新の 600 トンの冷間鍛造順送用サー

ボプレス機がある。その機械には厚い素材を高精度

にてプレス加工できるシステムを組みこんでおり、

多くのノウハウが組み込まれている。

開発は、まず設備メーカーに打診し、同意がとれ

れば、互いに開発費を出し合い共同で設計し製造す

る。製品の販売権は設備メーカーが持ち、独自に他

社に販売も可能である。当社専用の一品モノの設備

にするととても高額になるが、共同開発した設備を

他社にも販売可能とすることで価格を抑えること

ができる。しかも、プレス機械と金型が揃うことで

はじめて製品ができるので、共同開発したプレス機

械を他社が購入しても特に問題にはならない。

材料について、現時点ではノウハウがないので一

般に出回っているものを使用しているが、いずれ材

料自体を開発して特殊なものを作っていきたい。そ

のために、産学連携で材料開発にも取り組んでいる。 

■サイクロイドギヤの量産をプレス加工技術で確立

環境対応自動車の関連部品として、2009 年度のも

のづくり中小企業製品開発等支援補助金を活用し

て、既存のサイクロイドギヤをアレンジし、サイク

ロイド減速ギヤを開発した。これは電気自動車のイ

ンホイールモーター向けの減速機である。これによ

り車体のドライブシャフトやトランスミッション

等をはずすことができ、車内空間を広くすることが

できる。また、4 輪を独立制御駆動させることがで

きるという利点がある。

サイクロイド減速ギヤの設計については、産学連

携の一環として長野工業高等専門学校の先生から

アドバイスを受けた。独自ギヤの開発により設計か

ら携わることができるため、単に部品を製造する下

請け的存在から脱することができ、また、部品点数

を少なくすることで軽量化とコスト削減が可能に

なった。プレス加工で切削と同等の性能を得られる

ことが特徴である。 
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■自社開発による提案型営業を展開

このようにプレス加工で低価格になったことに

加えて、ギヤを独自開発したため引き合いが増えた。

ギヤはお客様の要望する仕様にできるため、当社と

しては、プレス加工しやすくギヤ形状の性能も高い

ものを提案していく。形状についても、製造方法と

して底歯が抜けているのは製造しやすいのだが、底

歯が抜けきらずに途中で止まっているものは切削

加工にて製作するのが極めて困難である。当社の工

場を視察に来る同業他社も、このギヤ形状を冷間鍛

造プレスで作れるという点に驚愕する。

従来のサイクロイドギヤはお客様が持ち込んで

きた図面のとおり作成していたが、サイクロイド減

速ギヤは当社が設計から行うので、お客様には承認

してもらうことになる。図面上には歯形はサイベッ

ク仕様であると記載される。

また、ただ製造するだけではなく、製品がお客様

の要望どおりの仕様になっているか確認するため、

評価試験も行うことが可能である。 

■勝負し続ける自動車産業と未参入の航空宇宙産業

プレス加工で製造しているセパレーターは、燃料

電池に使用している。電気自動車は 2015 年までに

100 万台を目標にしているが、走行距離が 100km と

課題も多い。燃料電池車は今のガソリン車と同程度

の性能があるが、まだコストが高い。当社としては、

電気自動車か燃料電池車のどちらかに対応すると

いうわけではなく、用途に応じて研究開発をしてい

く。

今後の自動車市場について、自動車の台数を多く

売るのであれば低価格自動車が主流になるが、その

分野はコスト勝負なので当社は参入しない。中国で

は、富裕層に高級車が一番売れている。13 億人のう

ち富裕者が 1 割としても 1 億人であり、巨大なマー

ケットであり、まだ高付加価値で勝負できる。

また航空宇宙の分野にも可能性があると思う。し

かし、安全性の問題もありプレス加工のみで作成し

た部品の使用は認められておらず、必ず機械加工を

したものでなければならない規定があるため、当社

として参入は難しい。コストよりも安全性重視は理

解できるが、この業界にはプレス加工だけでは安全

性が担保できないという先入観がある。 

 海外への技術供与、委託生産に至った経緯  

日系企業は海外工場の現地調達率を上げている

ため、早くから現地企業に成熟した技術をライセン

スしていこうと考えた。 

■アメリカへの技術供与

1994 年、アメリカでプレス加工と金型製造をして

いる企業と技術供与契約を締結した。成熟商品を

ベースに現地企業に技術を売り込んでいる。 

■シンガポールへの技術供与

1997 年、シンガポールのプレス加工企業に光ピッ

クアップの製造技術を供与した。当社の品質プレゼ

ンを見て技術供与を申し入れてきた。当時は弱電部

品の製造が海外にシフトしており、国内は自動車部

品にシフトしつつあった。そこで、弱電部品の技術

は海外へ供与して、素早く自動車部品に切り替えた。

一時はロイヤリティが会社の売り上げの 15％に達

したこともあった。光ピックアップの部品は世界で

年間 3 億個製造されており、そのうちの数％製造し

ているだけでも相当の売上高になる。 

■日本の大手自動車部品メーカーへの技術供与

2002 年には国内の大手自動車部品メーカーと技

術供与契約を 3 年の期限で締結し、当社が金型を提

供し、技術指導を行った。供与先の大手メーカーは

ファインブランキングが得意であったが、板厚を変

えることができなかった。そのため、板厚を変える

ことができ、かつ高性能の加工ができる当社の技術

を学びたいとの要望があった。自動車部品について

の技術供与は、国内のこのケースのみである。 

■これからのライセンスビジネス

技術供与の前提条件として、当社と同じ設備を揃

えることを要求している。弱電部品は素材が薄く設

備にはあまりこだわらないため技術供与は容易で

あるが、素材が厚くなると当社と同じ設備でないと

加工が難しい。つまり、金型だけ当社から購入して
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既に保有している機械を使っての生産はできない。

今日も海外、特に中国などのアジアからの技術供

与の申し入れを受けるが、契約を締結するところま

で話が進む企業はほとんどない。理由は設備が必要

となるので、膨大な初期投資が必要になる点、さら

に価格競争が激しさを増す中、投資してもすぐに採

算がとれるかわからない点にある。 

技術供与、委託生産の内容  

■製品ごとに金型、生産技術、品質管理技術等を

すべて供与

技術供与契約は製品ごとに締結しており、ある 1

つの製品を作るための金型、生産技術、品質管理技

術等をすべて供与するという契約になっている。

技術指導は日本で行う。先方が選抜したスタッフ

に金型の量産技術、生産技術、メンテナンス技術な

どの技術を 3～4 カ月間指導する。その後、金型を

現地に持っていき現地での生産を開始する。

技術供与の前提として、前述したとおり当社と同

じ設備を一式揃えてもらう。設備を全く同じにする

ことで、日本で習得した技術をそのまま現地で活か

せることができ、スムーズな立ち上げが可能となる。 

■部品 1 個につきランニング・ロイヤリティを徴収

対価としては、イニシャル・フィー、ランニング・

ロイヤリティという名目で徴収している。イニシャ

ル・フィーだけでは 1 回きりの関係で終わってしま

うが、当社が研究開発するためにもパートナーから

継続的に利益をいただく必要がある。そこで、ラン

ニング・ロイヤリティとして、部品 1 個の売値に対

して 5～8％を徴収している。期間は 10 年間として

おり、設備投資や研究開発費に充てている。ロイヤ

リティは相手により比率を変えている。 

■日本の大手企業とのロイヤリティ契約

日本の大手自動車部品メーカーとのライセンス

契約では、ロイヤリティは部品の売値の数％とした。

ほかのメーカーと違うのは、この大手メーカーが受

注した製品を、リスク分散の意味を含めて当社にも

発注を行った点である。当社は大手メーカーが製造

した分についてはロイヤリティをいただき、それと

は別に自社工場で同じものを製造したことになる。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み  

■タイムスタンプによる知的財産保護

図面には著作権があるため、タイムスタンプで保

護している。タイムスタンプにより先使用権を持っ

ているので、仮に図面が流出したとしても、最終的

に使用権限は最初に作った当社にある。公証役場に

届け出なくてもタイムスタンプで先使用権が得ら

れる。お客様の図面にも当社の技術を使用した場合

はタイムスタンプを押している。 

■報告でモニタリング

シンガポールの技術供与先からは、毎月、製品個

数と売上高の報告をメールでもらっている。シンガ

ポールの会社なので信用しているが、1 年に 1～2

回は突然訪問するなどして視察もしている。また、

技術供与先の取引先が現地の日系企業なので、取引

量で報告が正しいかどうかはおおよそ判断できる。 

■日本で学んだ研修生からの技術流出は注意

日本に来て直接技術を取得した社員が辞めてし

まう時は注意が必要である。契約には社員の離職に

伴い技術が流出しないよう盛り込んでいるが、防ぎ

ようがない。 

 成功のためのポイント     

■信頼できる国、企業を見極める

技術流出等を考えると信頼できる相手を選ぶこ

とが重要である。米国やシンガポールは法令遵守に

厳しいので、パートナーとしては良い相手である。

また、契約期間が過ぎれば相手は自由に製造販売で

きるので、将来競合相手になりうることも考えて相

手を選ばないといけない。それが技術供与の良いと

ころでありリスクでもある。 
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相手がオーナー会社の場合、要望が明確なため判

断は早いし、会社や技術に対する思い入れも強いの

で締結しやすい。

当社の技術供与が成功した理由は、契約に至るま

で現地に何度も赴き相手を見極めたからである。例

えば、シンガポールの場合、契約までに 1 年半から

2 年ほど費やした。また、締結後も 10 年間続けられ

ているのは毎年交流会を実施し、お互いに情報交換

をしているからである。ビジネスは人と人の繋がり

なので、お互いが良好な関係を築くことが大切であ

る。

なお、契約書の内容については、東京に事務所を

構えている国際弁理士に確認してもらっている。 

■核心的なところはノウハウとしてブラックボックス化

現在日本で特許を 3 件出している。ただし、製品

を見てわからない技術については敢えて申請しな

い。売りである生産プロセスは公開せず、ブラック

ボックス化している。よって、技術供与する場合、

この製造ノウハウの技術供与となる。 

■供与する・しないという線引きを明確化

市場が縮小している古い技術は海外へ供与し、市

場が拡大しそうな新しい技術は出さないというメ

リハリをしっかりつけたのがよかった。 

 今後の海外展開方針     

■国内生産にこだわったものづくり

会社の重要な要素は、人の教育、プレス機械、金

型の 3 点である。特に人材が重要で、熟練技術は不

可欠なため、人材が流出しやすい海外では育成が難

しい。高品質な物を作ることに関しては日本人が一

番良く、日本で作ることで品質を維持している。ま

た、当社のものづくりは生産設備があればすぐでき

るものでもなく、人が係わる要素が非常に大きいの

で、容易に海外に生産シフトはできない。よって、

日本でつくり海外へ売るというのが基本スタンス

である。 

■日本の強い技術力を活かして海外展開

素材に金型精度転写させるのが当社の本業であ

り、今後材料も特殊になってくるため、金型製造の

精度を上げる必要がある。今の工場の精度はプラス

マイナス 0.5℃であるが、これを限りなく 0 に近づ

けたい。そのために、1 年を通して温度差の少ない

地下工場を新たに建設する。

このように、当社は基本的に日本で製造する考え

であるが、日本での需要が減少しているので、海外

の企業からの受注に力を入れている。そのために海

外の展示会に出展しており、2010 年は中国で 2 回出

展した。2011 年はアメリカ、ヨーロッパ、中国、タ

イ等を予定しており、当社の技術を知らない海外企

業に売り込んでいく。 

 経営者へのメッセージ     

■大手企業に技術供与する際はリスクを考慮する

大手企業では設備の基盤技術が整うと、次々に新

しい製品に反映させることができる。中小企業とし

ては、目先の利益を考えるのではなく、将来を考え

て技術供与する必要がある。特に大手企業が相手の

場合、よくよく考えてから技術供与をすべきである。

相手先の経営者が替わればそれまでの関係も変わ

るのでリスクはある。 

■製品の価値を認めてもらうものづくり

今、日本ではコストのみ重視しており、良いもの

を作るという概念が薄れてきている。一方、海外で

は良いものはそれに見合った値段で購入してくれ

る企業もある。製品の価値を理解した上でのものづ

くりが大切であり、海外にはそのようなチャンスが

存在する。

しかし、どの展示会でも中国や韓国の企業は多数

出展しているが日本の企業は少ない。日本の中小企

業ももっと外に向けて情報発信し、顧客を獲得して

いくべきである。日本の技術は高いが、ただ待って

いるだけでは新興国に追い越されてしまう。海外企

業を日本に誘致することも考えていきたい。 
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【企業概要】 

  住  所：愛知県名古屋市 

設  立：1970 年

  資 本 金：8,000 万円

  売 上 高：58 億円（2010 年度）

  従業員数：200 名（2011 年 4 月）

事業内容：モータープロテクターや感震器、サーマルスイッチ、ピオマシリーズ製品の開発、

製造、販売 

事 業 所：本社・工場：愛知県名古屋市南区宝生町 4 丁目 30 番地

  現地法人：米国法人 メリコン・コーポレーション 1986 年設立 （事業所） 

合弁会社 寧波生方横店電器有限公司 1998 年設立（工場） 

独資会社 寧波生方美麗華電器有限公司 2001 年設立（工場） 

【本事例のポイント】 

 ガスメーターのマイコンユニットに内蔵される感震器は国内トップでシェア 80％、

エアコン用コンプレッサーに搭載されるインターナルプロテクターでも世界トップ

クラスのシェア 

 特許出願件数は累積で約 1,000 件にのぼり、ライセンス契約終了後も確実な資金回  

収を見込めるビジネスモデルを構築した上で、ライセンス供与先の選定やライセン

ス契約内容を戦略的に策定 

【生産品目等】 

インターナルモータープロテクター（左）、モータープロテクター使用箇所（右） 

  

 

（出所）株式会社生方製作所ウェブサイト
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 事業概要・沿革                 

■インターナルプロテクターで世界トップシェア

ガスメーターのマイコンユニットに内蔵される

感震器（ガス機器に取り付けられ、地震が発生する

と瞬時にガスを遮断する感震器）を製造しており、

国内シェア 80％を有している。エアコン用コンプ

レッサーに搭載されるインターナルプロテクター

でも世界トップクラスのシェアを誇る。

海外への売上高は全社売上高の8割を占めている。

1986年に米国拠点を、1998年に中国拠点を設立し、

巨大な市場に変貌した中国においてもインターナ

ルプロテクターはトップシェア（約 70％）を占めて

いる。 

■自社ブランドのつかない製品は出荷しない

OEM 供給はなく、すべて自社の「UBUKATA」

ブランドで出荷することにこだわり、その性能と品

質に最後まで責任を持っている。

特許出願件数は累積で約 1,000 件にのぼり、米国

法人は研究所機能を持ち合わせている。中国に生産

拠点を持ち、欧州、南米、北米、アジア、オセアニ

アの 17 ヶ国に輸出するグローバル企業である。 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■コアパーツは完全にブラックボックス化して日本

のみで生産

インターナルプロテクターを構成する製品のコ

ア部品にバイメタルアッシーがある。バイメタルと

いう、温度で特殊な動きをする金属の板が真ん中に

あり、このバイメタルが反転して接触することで電

気が流れるスイッチになる。この部品は、材質形状

を含めて当社の重要なコアパーツである。

仮にバイメタルアッシーを分解しても、その材料

自身の調達も難しく、また、バイメタルが特殊な動

きをするように加工する技術がないと摸倣は難し

い。バイメタルを加工する技術が当社のノウハウで

ある。名古屋の本社で完全にブラックボックス化し

て製造しており、本社の工場でも限られた社員しか

立ち入ることのできないエリアで生産している。 

 海外への技術供与、海外生産に至った経緯  

■中国へ合弁で進出

1998 年に中国に進出した。当時からなるべく自分

たちの力だけで展開したかったが、当時は合弁会社

でないと中国へ進出することができなった。

最初は国営企業との合弁の話があった。しかし、

その会社は土地と建物、人もいたが、資金と技術が

なかった。技術は供与できるが資金がないと合弁は

難しい。やがて、資金と人があり、技術が無いとい

う今の合弁相手と巡り合えた。相手の会社は技術を

持たないために、将来の競合相手にはならないだろ

うと考え、合弁パートナーに選んだ。 

技術供与、海外生産の内容  

■契約の中で技術に関する権限はすべて当社にあ

ることを明記

60％を出資している中国の合弁会社については、

商標使用権、技術供与を対価としたロイヤリティの

回収、そして配当による資金回収を契約で明確にし

ている。

技術供与ではイニシャル・フィーに加え販売台数

に応じてロイヤリティを受け取る契約となってお

り、契約期間は 7 年間であった。1 台あたりの金額

は微々たるものであるが、合弁会社だけで年間

3,000 万台を製造している。現在、すでに 7 年が経

過しておりロイヤリティは切れているが、部品の調

達権限を契約に入れているので、一部の部品につい

ては引き続き日本から調達してもらっている。

契約の中で、技術と品質保持に当社が責任を持つ

代わりに、技術に関する権利はすべて当社にあるこ

とを明記している。これが一番重要なポイントであ

る。部品の使用承認も我々の決定事項なので、合弁

会社が自由に現地調達に切り替えることができな

い。したがって、技術供与契約期間終了後も、日本
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からキーパーツの購入を義務づけることができて

いる。

契約書は、中国人スタッフを抱えている自社の法

務部門と中国人（華僑）の商社のアドバイスを受け

て作成している 

■合弁企業での製品品目は 1 品目に限定

中国政府の規制緩和もあって 2001 年に当初目的

であった独資の工場を設立した。独資の工場で作っ

ている製品群と、合弁の工場で作っている製品は異

なり、合弁では家庭用エアコン用圧縮機に使用され

るインターナルプロテクターUP3シリーズ 1品目の

みを製造する契約になっている。合弁会社からは、

他の品目も製造したいとの要求があるが、今のとこ

ろは考えていない。 

■特異な技術のため利益回収に支障なし

これまで送滞納もなく、配当金の送金も特に支障

はない。もともと中国に存在しない技術であり、日

本から技術輸入するしかないため、ロイヤリティの

回収についても特に問題は発生していない。

大手企業の場合は設備販売を通していかにして

利益回収を図るかが課題になると思う。しかし、汎

用機は締め付けが厳しく、中国規格（CCC）でなけ

れば中国に輸入することができないため、汎用機を

取り扱う場合は日本から送ることは難しい。しかし、

当社の設備は専用機なので、そのカテゴリーには含

まれない。

このように、技術の特殊性ゆえに、当社は通常の

企業が抱える問題にあまり直面していない。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み  

■コア技術を日本国内で生産しモニタリング

コア技術であるバイメタルアッシーは、技術流出

を防ぐため海外（中国）では作っていない。日本で

KD 部品として製造し、中国の合弁会社や独資会社

へ輸出している。バイメタルアッシーの輸出により

長期的に利益を回収することが可能であり、また合

弁工場での製造・販売台数も把握することができる。

また、バイメタルアッシーに限らず、特殊な組み

合わせを行っている素材や特殊な加工を要する部

品については、直接日本から供給している。このよ

うに技術流出を阻止しつつ、資金を回収している。 

■元従業員を通して模倣品が出回るリスク

それでも模倣品は存在しており、対応に苦慮して

いる。合弁会社の設立当初からいた現地社員が退職

して中国で工場を立ち上げ、模倣品を作っている。

当社の技術を真似て作り、同一機能を持つ摸倣品と

して販売している。

合弁会社にも製造図面は供与するが、それが原因

で技術が流出するわけではない。もちろん、図面や

金型も重要であるが、当社にとっての一番のノウハ

ウは製造のプロセスである。その元社員は合弁会社

の立ち上げ時に日本へ研修に来ており、製品を見た

だけでは分からない加工プロセスをすべて学んで

おり、また、原材料の調達ルートもすべて把握して

いることが問題となった。当初から、いずれ独立を

考えていたのかもしれない。

たとえ独資であっても、海外展開により現地の従

業員を日本へ研修派遣して製造プロセスを教えれ

ば同様のリスクは起きる。しかも、国内と同一水準

の製品を生産していくためには 100％正確に教えな

いときちんとした製品を作ることはできないので、

そのリスクはより高まることになる。 

■信頼性という価値観こそが模倣品対策になる

中国の当社シェアの1割は模倣品に浸食されてい

る。中国の市場は信頼性という価値観がないため、

廉価で粗悪な模倣品の需要がどうしても存在する。

“信頼性という価値観がない”とは、今まで壊れな

い物と出会ったことがないため、物は壊れて当たり

前という考えである。模倣品は性能を出せるが壊れ

やすい。 
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中国で商品に信頼性を認識してもらうのに 10 年

はかかる。信頼性を犠牲にすればコストを下げるこ

とができるが、それではいつまでたっても信頼性が

高いものは良いものだと言う認識が出てこない。し

たがって、10 年間は我慢し続けるしかない。

お客様も正規品と模倣品を使い分けており、輸出

する製品には必ず当社の製品を使用し、国内販売の

廉価品には模倣品を使っている。したがって、市場

が 100％模倣品に浸食されることはないが、価格は

少なからず引っ張られてしまう。 

■模倣品に対する訴訟

この模倣品に対しては、特許侵害と営業秘密（ノ

ウハウ）のそれぞれでずっと裁判で争っている。商

標侵害であれば比較的簡単であるが、商標は使われ

ていない。模倣品は模造品とは違う。模造品であれ

ば差し押さえてコピーマークを確認すれば一目瞭

然のため対策は比較的簡単であるが、特許権侵害は

すぐに見えないので対策が一番難しい。また、最終

製品でないものについては、プロセスのすべてがノ

ウハウなので侵害を証明するのが難しい。

中国での裁判は、日本と違い最終審判が出るまで

に長い時間がかかるため費用もかさむ。また、仮に

勝訴しても、相手は会社を解散し、すぐに新しく立

ち上げてくるのできりがない。実際に訴訟相手の会

社は 3 回変わっている。

模倣品問題は、海外に生産工場を設立する限り、

必ず発生する問題といえよう。 

 成功のためのポイント     

■独自のビジネスモデルを構築

資金回収ができるビジネスモデルを構築するた

めには、技術力に加えて、商品力が必要である。要

するに、高くても購入するお客さんがいるかどうか

である。当社は「UBUKATA」という自社ブランド

があるからこそ、自社に有利なビジネスモデルをつ

くることができている。ビジネスモデルは商品力次

第といえる。 

なお、技術力や商品力だけではなく、当社は中国

現地での販売に関する責任も持っている。当社が営

業活動を行って受注をとり、現地の工場が生産し、

出荷する。合弁会社は技術の供与を受け、生産効率

を高めた工場機能に徹していく役回りである。

当社のビジネスモデルは技術と販売の両方が

あって成り立つ。中国の合弁会社側に販売権がある

と、「この値段でしか売れない」と言われればそれ

までである。また、販売がいい加減だと売れないし、

ブランドに傷がつく可能性もある。技術を高く売る

とか、ブランドを守るという意識は現地の合弁会社

には希薄なため、そこは当社が自ら携わるべきだと

考えている。 

■合弁相手に求めるものと求めないもの

通常、委託生産を行う場合、相手先にはものづく

り力や品質管理等に強みがある企業を選んで提携

する。しかし、その場合だと我々に優位な条件で契

約を結ぶことができない。逆に相手にものづくりの

強みがなければ我々に優位な条件で契約でき、自由

にビジネスモデルが組めるので、合弁相手には敢え

てものづくりが得意ではなく、お客さんもおらず、

当社とは特に接点がない企業を選んだ。 

■コア部品販売と自社専用設備導入により、新たに

技術契約しないでも利益回収が可能に

コア部品は適宜改良しているが、改良しても新し

く技術供与契約を交わしていない。そもそも現地は

部品の組み立てのみを行っているので、新たな技術

供与の契約を結ぶ必要性はない。しかも、組み立て

ラインを増設していく必要があるので設備販売で

イニシャル費を回収することができる。世界で当社

しか作っていないコア部品であり、設備もすべて当

社の専用設備なので、合弁企業の設備は 100％当社

から購入する必要がある。

このようなビジネスモデルが組めるのも、合弁企

業に頼らず販路を開拓していることを背景として、

自らの事業戦略を打ち出せるからである。 
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■合弁比率でマジョリティを得る

合弁比率は重要なポイントである。契約締結の条

件として、マジョリティは当社がとることを提示し

た。当社のスタンスは独資ありきであり、合弁でも

過半数を当社が保持するという判断基準があった。

マイノリティの出資では十分な費用の回収はで

きない。契約が有効な期間中はロイヤリティの徴収

ができるが、失効すると相手先はロイヤリティを払

わず自由に販売ができる。そうなると出資に応じた

配当金を受け取ることしかできず、また出資比率に

応じた分は技術を供与し続けなければならないた

め、対応に苦慮することになる。売り切りの技術な

らばそれでもよいだろうが、技術供与する際には長

い目で考える必要がある。 

■利益や増資についても契約書に明記

契約の中で利益はすべて配当に充てることとし、

増資は増資で別途検討すると明記しているので、儲

かっているから増資せよといった要求を受けるこ

ともない。

日本側の出資比率が低くマイノリティの場合は、

こちらが不利にならないよう綿密に契約書を練る

必要があるが、当社のケースは比率が逆なので相手

が練ってきた。利益を配当に充当するとの明記は、

相手先が配当を漏れなく得るために提案してきた

文言であるが、結果として、当社にとっては大きな

メリットとなっている。 

 今後の海外展開方針     

■空洞化にはならない海外展開を目指す

商品力を維持していく方法を明確にした上で、海

外生産を展開していく。ビジョンなしに海外展開し

ても、日本の技術が海外に流出し、日本が空洞化す

るだけである。

また、技術力も重要であるが、高くて売れなけれ

ば意味がないので、引き続き、製品の商品力を高め

ていくことが重要だと考えている。とりわけ、円滑

な資金回収を可能にするには商品力が物をいう。当

社としては今後も高くても売れる物をつくり続け

るが、商品力をどのように高めていくかが課題であ

る。 

 経営者へのメッセージ     

■商習慣の違いへの対応、余剰資金を持つ必要性

中国の商慣行をしっかりと理解する必要がある。

一例をあげると、売上計上基準の時期が日本と異な

る。日本では出荷日基準で売上計上できるが、中国

では、製品を出荷しても相手が検収して伝票を発行

し、さらに増値税を支払うところまで処理しないと

売上計上できない。

取引は大半が手形であり、日本の基準より長期に

なることが多い。しかも、廻し手形で支払期日が短

くなると、その期間に対応した手数料を請求してく

ることがある。こちらの望むような取引はなかなか

できない。

運転資金についてはここまで理解しておく必要

があり、ギリギリの資金では資金繰りが難しくなる。

当社の属する業界では、現金として回収できる平均

期間が 1 年程度となることを見越して、1 年分は資

金に余裕をもたせている。
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共共共立立立電電電器器器産産産業業業株株株式式式会会会社社社   hhhttttttppp:::/// ///wwwwwwwww...kkkyyyooorrriii tttsssuuu---eee...cccooommm/// iiinnndddeeexxx222...hhhtttmmmlll    

   台台台湾湾湾のののララライイイセセセンンンススス供供供与与与先先先ををを活活活かかかしししてててコココススストトト競競競争争争力力力ををを発発発揮揮揮   
                                                                  

【企業概要】 

  住  所：東京都大田区

設  立：1977 年

  資 本 金：1,000 万円

  売 上 高：2 億円（2011 年度）※震災の影響で 30％ダウン

  従業員数：22 名（2011 年 4 月）

事業内容：空気清浄活性器/マイナスイオン発生器/オゾン発生器等製造販売

事 業 所：本社：東京都大田区東馬込 1-10-5 

工場：岩手県 

【本事例のポイント】 

 マイナスイオンと低濃度オゾンの同時発生により脱臭・集塵効果を発揮し、更に除 

菌効果を高め、特にインフルエンザ対策に大きな効果を発揮（名称も医療用物質生

成器となる） 

 台湾の技術供与先の販路をコントロールすることで技術流出防止とコスト競争力を

発揮したグローバル展開が可能に 

【生産品目等】 

サリールの特徴 

 

 

 

 

据え置き型（室内、車内用） 

 

 

 

 

 

（出所）共立電器産業株式会社ウェブサイト
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 事業概要・沿革                 

■音響鑑定士として大手電機メーカーに就職

もともと技術屋ではなく音楽家の出身で、大手電

機メーカー在職時から放電型（真空管）関連の研究

を始めた。昭和 20 年代はまだ大型測定器がなく、

音楽家が耳で音響を測定していたため、音響機器を

製造するメーカーが音響の鑑定士として音楽家を

採用することは珍しいことではなかった。ソニーの

故大賀氏も東京芸大出身者である。

大手電機メーカー在職中から技術に関心を持つ

ようになり、放電型（真空管）関連の研究を手がけ

るようになった。その研究技術の中から、後にライ

ターの着火装置や空気清浄機、高電圧発生装置を開

発する芽が生まれた。 

■独立後に高電圧発生装置等の開発に着手

その後、転職を経て 1977 年に独立し、現在の会

社を立ち上げた。独立後には 8000 ボルトの高電圧

を発生する装置を作成し、さらには 5 万ボルトや

4 万 8000 ボルトを発生させる装置を開発した。その

結果、高電圧を活かした製品としてスタンガン（痴

漢防止機）を開発した。スタンガンは高電圧に触れ

ることにより瞬間的に神経が麻痺し、5 分間くらい

麻痺状態を続かせるものである。電圧は電池で発生

させることができる。販路として、日本では売り出

さずに、アメリカに輸出した。しかし、当時、アメ

リカには既に同じようなスタンガンが存在したた

め、類似品と判断され、特許の取得はできなかった。

その後も放電電極の開発を継続する中で、現在の

空気清浄活性器の製造に着手した。 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■酸化チタン合金にかかる独自技術で複数の特許

を取得

酸化チタン合金の材料およびシステムに対する

特許を複数取得している。この独自の特許技術を用

いた脱臭装置や排気装置、空気清浄機に強みを持っ

ている。 

海外では、台湾、アメリカ、中国、シンガポール、

タイ、ドイツで特許を取得している。特許は財産な

ので、維持費用が高い安いという表現は難しい。た

だし、海外市場における特許料の負担は中小企業に

とっては大きい。 

■酸化チタンに行き着く研究開発のプロセス

放電電極には特殊な金属を使用しており、高電圧

をかけるとマイナスイオンのイオン風が発生する

仕組みになっている。それが特徴であり、特許に

なっている。

しかし、マイナスイオンと共にわずかではあるが

オゾンが発生するため、オゾンの酸化作用により 1

年あまりで金属が腐食するという欠点があった。そ

のため、オゾンを出さないでマイナスイオンを発生

させるためにはどうすればよいか、放電方法を含め

て試行錯誤した。

文献を調査していると、偶然アメリカのスペース

シャトルの表面がチタンでできていることがわ

かった。強い紫外線を浴びることを前提に作られて

いるはずなので、チタンは紫外線に強いのではない

かと考えた。さらに、チタン合金の文献にもあたり、

紫外線を防ぐにはジェラルミン等の金属ではなく

チタン合金しかないという考えに至った。そして、

紫外線がチタンにあたり何か反応を起こしている

のではないかと思い、研究を始めたところ、紫外線

を除去するのに酸化チタンが有効であることを発

見した。

こうした研究成果を踏まえて、腐食を防ぐために

中の金属を酸化チタン合金に変えたところ、腐食し

ない上に軽く半永久的に使用できるというメリッ

トが得られた。

さらに、高電圧を流す針にも酸化チタンを使用す

ることで、針から紫外線が発生し、その紫外線が酸

化チタン合金と反応し、有害物質を分解する光触媒

反応が起きることも試作実験で発見した。しかし、

その材料が市場に存在しないのが判明したため、冶

金メーカーの協力を得て量産化にこぎつけた。これ
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には大変大きな開発費と時間が要したが、材料製法

特許は取得している。

これらの放電電極が最大の心臓部分であるため

に、全く新しい方法を開発し、永久的に使用できる

材料を開発したものを使用している。長い月日を費

やし完成された電極システムである。 

 海外への技術供与、委託生産に至った経緯  

■特許技術に着目した台湾企業から技術提携の要

請を受ける

1995 年に台湾の会社から技術提携の申し入れを

受けた。この台湾の会社のオーナーは、台湾の財界

で十指に入るほどの人物であり、いくつもの大手会

社を経営していた。このオーナー会社は当社が台湾

で出願していた特許技術に着目して技術提携を要

請してきたが、知人を介しての紹介であったため信

頼でき、技術供与を決めた。

大手電機メーカー在職時に、当時日系企業として

は第 1 号となった台湾との合弁会社に、30 代後半で

副総経理として赴任し、3 年間台湾にいたことがあ

る。したがって、台湾人なら会えばどのような人物

かはわかるので、信頼して提携した。また、そもそ

も台湾は日本語が通じるし、親日感が強く、100％

信頼できる。  

■台湾での特許は提携先との共同出願

技術提携の話を受けた時点では、まだ台湾では特

許出願中であったが、技術提携時に特許を取得する

ことができた。なお、台湾での特許は相手企業も名

前を入れてほしいと要請された。思案したが、特許

を独占しても意味はないし、技術指導料をそれなり

にたくさん払ってもらえたので、共同出願とした。 

技術供与、委託生産の内容  

■空気清浄機にかかる基本特許のみを供与

技術供与は空気清浄機にかかる基本特許のみの

締結で、放電電極については日本で製造して販売す

る方法にしている。技術提携の際、製造に必要な電

極の製法についても開示を求められたが、ここは重

要なノウハウなので拒否し、あくまでも放電電極の

部品を当社から購入して台湾で完成品を製造する

という契約内容にした。

一方、高電圧発生ユニットの特許は台湾でも申請

し取得してあるが、既に特許取得から 10 年以上経

過しており、また、台湾では日本の半値で製造でき

るので、最近になって台湾での製造を許可した。し

かし、性能的にはまだ問題があるので、全部ではな

く少しずつ台湾製に切り替えていく。切り替える

きっかけは、コストが安いということである。 

■状況の変化に応じて技術提携の内容を適宜見直

す

契約は 2 年ごとの更新である。進出時の契約内容

は、放電電極と高圧発生ユニットを日本から供給す

ることとしていたが、今年から高圧発生ユニットを

台湾で作り始めたので、契約の見直しをして、高圧

発生ユニット分のロイヤリティを新たに徴収する

こととした。変更後の契約内容は、日本から供給す

る部品は放電電極とし、高圧発生ユニットを日本か

ら供給をするという文言を削除しただけで、ユニッ

ト単体の契約は交わしていない。

その他、特に追加条件は出していないが、ユニッ

トの売値を安くしてもらっている。また、再度、放

電電極も製造したいと要望してきたが、そこはコア

な部品なのでお断りしている。 

■現地の市場特性を考慮した方法でロイヤリティを

徴収

台湾で物を作って売る際、信頼されないと売れず、

信用されるまで 3 年くらいかかる。こうした台湾

マーケットの事情を考慮して、最初の 3 年間は技術

指導料のみの徴収にしている。ロイヤリティは 4 年

目から 3 年間徴収しており、工場原価（工場から出

荷した売上高＝原価）の 3％を徴収している。

今は台湾で製造したものを日本でも売るように

なっているので、当社が買い取る以外のもの（台湾
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から日本以外へ販売するもの）について、ロイヤリ

ティをかけている。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み  

■コア技術については徹底して技術流出を阻止

コア部品である放電電極については、日本国内に

専属の外注先がある。海外へはもちろん技術供与し

ていないが、国内でも外注先からの技術流出が起こ

らないように留意している。

コア技術にかかる製品を外注する際の悩みは、や

はり技術が漏れる恐れがあることで、これは国内・

海外を問わない。放電電極の製造を委託している会

社には、社員を派遣し監視しているとともに、資本

も入れて大株主となっている。よって、外部に技術

が漏れることはないと考えている。 

■第三者への技術提供の禁止

技術提携先の台湾のメーカーから第三者への技

術の提供は禁止している。また、台湾で製造したも

のは、当社経由のみで販売可能としており、基本的

に日本には逆輸入しないことになっている。台湾の

メーカーは紳士的であり、これまで契約違反を起こ

したことはない。 

■コア部品の販売で生産量をモニタリング

現地での販売にかかるロイヤリティの課金は先

方の申告ベースであり、海外企業への信頼をどこま

ですべきかが課題であるが、台湾企業について信頼

をしている。また、定期的に台帳のコピーは送って

もらい、製造に必要不可欠な放電電極は日本から調

達してもらっているため、販売量のごまかしはでき

ないと思う。 

 成功のためのポイント     

■相談する弁理士を見極める

契約書は日本の顧問弁理士に確認して作成して

いる。国際特許も扱っている事務所の弁理士で、少

し費用は高めであるが、様々な貴重なアドバイスも

もらえるので、長期的に考えると割安であると考え

ている。

この弁理士への相談が一番役に立っているが、弁

理士によりかかる時間や費用が異なるので、弁理士

を見極めることは重要である。 

 今後の海外展開方針     

■ライセンス供与は台湾企業のみ

台湾企業以外とのライセンス契約は考えていな

い。仮に契約を希望する会社があれば、台湾の企業

と契約をしてもらう。実際、台湾以外からのライセ

ンスの申し込みはあったが、台湾と契約しているか

ら台湾企業と話を進めるように言うのだが、皆そこ

で引き下がってしまう。 

■台湾を量産のパートナーに

台湾の企業は技術提携先であるが、低コストで生

産できるため、大量に作る空気清浄機などは台湾で

製造している。このように、台湾の技術提携先を活

用してコストダウンを図ることが可能になったが、

その一方で、当社は日本にも専属の工場を抱えてい

る。台湾で高圧発生ユニットまで製造すると、日本

の専属工場の生産量が落ちてしまうので、新機種を

開発して日本でのユニットの需要が減らないよう

に生産調整している。 

 経営者へのメッセージ     

■類似品が出回らない工夫が大切

特許が独創的で完璧なものであれば、安心して技

術供与できるが、似たものが存在する場合はすぐに

真似される恐れがある。真似されるのが一番の悩み

である。

類似品が出回らないように目を光らせるのが大

変である。当社では、放電電極と高電圧ユニットに

ついては 10 年間提携しているが、今のところ類似

品は出回っていない。

たとえ合弁会社でも安心はできない。本社に内緒

で下請けの会社に作らせてしまうことがありうる。
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その場合、輸出された後に輸出先から判明する。し

かもどこから出ているのかつかめない場合が多い。

過去にライターの着火装置で模倣品が出回ったこ

とがあり、元をつきつめるまで半年以上費やした。

当社の放電電極は製品に穴があり、外観に特殊性

があるので類似品が出にくい。逆に外観に特徴が出

ない製品の場合、見分けるのが難しいので類似品が

出回りやすい。類似品を出させない工夫が必要であ

る。 

■技術提携先は人間性をみることがポイント

特に、海外企業との技術提携においては、書面だ

けの確認は絶対に避けるべきで、必ず相手の人間性

をみなければならない。 

                           

独特の外観形状を持つ放電電極                  

 

 

羽田空港第 1 ターミナルのカレーショップ（左）と第 2 ターミナルの喫煙ルームへの設置例 

   

（出所）共立電器産業株式会社ウェブサイト            
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谷谷谷口口口イイインンンキキキ製製製造造造株株株式式式会会会社社社   hhhttttttppp:::/// ///wwwwwwwww...tttaaannniiiggguuuccchhhiii---iiinnnkkk...cccooo... jjjppp///   

   販販販売売売網網網ををを絶絶絶やややさささななないいいたたためめめににに自自自社社社工工工場場場設設設立立立まままでででののの間間間、、、中中中国国国企企企業業業へへへ生生生産産産ををを委委委託託託      
                                                                  

【企業概要】 

  住  所：東京都荒川区

設  立：1948 年（創業は 1914 年）

  資 本 金：1 億円

  従業員数：67 名（2012 年 3 月）

事業内容：インキ製造、調色システムの製造販売

事 業 所：本社：東京都荒川区西尾久 7-60-3 

工場：大利根工場・技術部（茨城県） 

  現地法人：事業所：米国（カリフォルニア） 

工 場：中国（谷口油墨（煙台）有限公司） 

【本事例のポイント】 

 大手寡占による国内市場ではなく、中小企業でもジャパン・ブランドで勝負できる

海外市場へ活路を見出す 

 中国進出に際して自社工場設立を目指すも環境規制故に立地選定に難航し、販売網

を構築するためにも、独資工場設立までの繋ぎの手段として委託生産をスタート 

【生産品目等】 

プロセスインキ「G-700 シリーズ」（左） と「調色名人シリーズ」（右 2 つ） 

   

 

（出所）谷口インキ製造株式会社ウェブサイト
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 事業概要・沿革  

■インキ製造から調色が可能となる独自技術を開発

1914 年に初代社長がインキ製造業として創業し、

今日では主力製品であるインキとコンピュータに

よる高精度カラーマッチングシステム（調色名人シ

リーズ）を製造している。

印刷物における色彩は色の調合により作られ、そ

の調合はベテランの熟練職人が手がけていた。しか

し、職人依存の場合、厳密に全く同じ色出しをする

ことはできないので、インキ会社は印刷途中でイン

キ切れにならないよう多めに作り、残ったインキは

表面に乾燥皮膜ができて硬くなるため廃棄してい

た。かつ、色の調合に時間がかかるため、機械の稼

働率が低いという問題があった。

当社が開発した「調色名人」は、まさに職人の技

術を機械に置き換えたもので、調色に必要な時間を

短縮でき、かつ、誰でも調合できるようになった。

また、この機械は調色段階では完全に空気とインキ

を遮断しており、必要な量に応じて乾燥材を入れて

完成品にしているため、同じ色が何度も再現できる

ため作りすぎのロスがなくなるというメリットも

ある。 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■調色名人で特許を取得

調色名人の原理は色の波形を認識するところに

ある。400～700nm の可視光線から分光光度計によ

り 32 点とり、それぞれの点で反射率をとり、線で

結び波形を作る。色により波形が異なるため、波形

により色の認識が可能となり、その波形になるよう

な色の組み合わせを機械が考えるというソフトが

調色名人である。

この技術は日本では特許を取得しているが、中国

で申請すると逆に作られてしまうため、中国では申

請していない。しかし、特許をみただけで、特許侵

害できるものではない。 

 海外への技術供与、委託生産に至った経緯  

■寡占市場の国内よりも海外でビジネスチャンスを

見出す

国内のインキ産業は大手 2 社の寡占状態である。

その理由は、インキという製品は差別化が難しく、

品質よりは知名度で販売量が決まるため、知名度の

低い中小企業は大手に対抗できないからである。

消費者からみても、知名度の高い大手企業の製品

は安心であるし、大量に販売しているため価格も安

いというメリットがある。したがって、大手企業の

製品はさらに販売量が増える。このような状況の中

で中小企業が日本でインキを製造・販売していくこ

とは、常にハンディを伴う大変さがあった。

しかし、海外では日本の大手企業の製品も中小企

業の製品も同一に「日本」というブランドでみられ

るため、大手企業と中小企業に差がなかった。コス

トパフォーマンスからみて日本のインキの品質が

良いため、中小企業の製品であっても、日本製とい

うことでよく売れた。こうした経緯もあって、早く

から海外でのビジネスチャンスを模索した。 

■初めての海外進出は香港での合弁会社設立

1990 年代、納品を迅速に行うため、中国に共同で

工場を設立してほしいと代理店から要望があった。

しかし、採算を考えたところ、代理店だけでは採算

がとれないので、代理店の知り合いを1社加え、1989

年に 3 社で香港に工場を設立した。比率は当社が

50％、他の 2 社が 25％ずつとした。その後日系企業

1 社が参入したため、株主は 4 社となった。 

当初は順調であったが、やがて顧客企業のほとん

どが広東省にシフトしたため、香港のインキ市場は

縮小してしまった。そこで中国本土への工場の移転

を検討したが、株主の意見がまとまらず香港から移

転ができなかった。仕方なく香港工場を閉鎖し

（2009 年に清算終了）、単独での中国での工場設立

を決断した。

中国への自社工場設立に際し、中小企業事業団

（現在の中小企業基盤整備機構）に在籍していた商
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社 OB に相談した。当時中国に進出する中小企業は

合弁が多かった。しかし、合弁では最終的に会社を

相手企業に乗っ取られてしまう可能性があるので、

合弁は避けて独資がよいとのアドバイスを頂いた。 

■販売網を絶やさないために現地企業への委託生

産を決断 → 模倣品製造で契約解消へ

日本から製品を輸送していてはコストがかかる

し、納期の問題もあるため、自社工場設立のために

2003 年から土地を探し始めた。最初は香港の近くで

華南地域や、上海周辺を検討した。しかし、上海で

はインキのような化学工場の受け入れより IT と

いった最先端技術の工場を希望していたため歓迎

されず、次に検討した崑山では地元の自治体から現

地の化学会社の買収を迫られ断念した。次に蘇州を

検討したが、やはり化学工場は望まれず断念した。

最後に検討した徐州（江蘇省）では土地の代金が高

く、また広大な土地の買い取りを提示されたため断

念した。

このように自社工場設立は非常に難航した。した

がって、販売網の繋ぎとして一時的に委託生産を考

えることとし、北京の代理店に委託先を紹介しても

らった。反応釜を持っている会社は限られているた

め、候補企業は自ずと絞られていたが、紹介しても

らった企業への委託生産を 2003 年に開始した。

しかし、その後、委託先が他の材料を勝手に使い、

明らかに品質が低い模倣品を製造し始めた。その結

果、お客さんからクレームがくる事態となり、2004

年に委託生産を解消した。 

■再度委託生産を試みるも民営化で契約破棄に

委託を解消したものの、まだ中国での自社工場は

設立できていなかったため、仕方なく甘粛省の国営

企業と 2005 年に委託生産契約を行った。

この企業には生産のための機材がなかったため、

日本から機材を送り、また材料も送ったのだが、機

材も材料も行方不明になってしまった。最終的には、

国営から民営になり別会社になったとのことで、委

託生産契約自体が無効になったと一方的に言われ

た。結局売掛金は回収できず、機材や材料もとられ

たままになり、立ち上がり時に大きな失敗をしてし

まった。 

■2 度の失敗を踏まえて自社工場設立

2 度の委託生産を経験した結果、自社工場の設立

を決意した。そこで、南部への進出は以前に失敗し

ていたため、メインバンクに相談したところ、北部

に出ている会社を紹介してもらうことができた。そ

の会社のツテで大使館の職員を紹介してもらい、そ

の職員の義兄が海陽市の局長という理由で海陽市

に進出した。紹介した方も自分が誘致したというこ

とでメリットがあったと思う。

2005 年 8 月には自社工場を設立したので、生産委

託していた期間は 1 年あまりであった。 

技術供与、委託生産の内容  

■現地企業に委託生産するため、技術を供与

初期には現地の企業に技術者を派遣して、原材料

の受入検査や製品の完成検査といった技術を教え

ていた。その過程で技術は流失するが、高品質の製

品を生産してもらうためにはやむをえない。

また、中国産では品質的に難しい原料を日本から

北京の代理店経由で委託生産先に送り、その原料の

代金を徴収していた。原料を送る際、相手には原料

がわからないように原料名を変えて送り、ブラック

ボックス化した。委託生産先からのロイヤリティは、

日本から売る材料費等に上乗せして回収した。 

■独資工場への技術供与 

中国の独資の子会社との技術供与については、日

本で処方箋を作成し中国の子会社がインキを作っ

ている。1kg のインキを生産するごとに 2.5 元のロ

イヤリティをもらっている。その 2.5 元が処方箋料

である。子会社の社長は社員なので、親子間のロイ

ヤリティの授受には問題が起きていない。

中国はライセンス契約の登録をすれば送金が可

能である。登録時に中国の担当者や政府とトラブル

は特になく、中国政府の制度や規制により送金が
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滞ったことはない。しかし、ドル送金する際には、

送金時に 1 割の費用を徴収される。

現地では青島の日本人会に入っており、中国独特

の商慣行等の情報交換をしている。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み  

■模倣品が現れる背景と委託生産の適格性

中国は日本とモラルが異なり、模倣品製造が恥ず

かしいことという認識がないように思う。中国では

金儲けができる人が優秀であり、金儲けのプロセス

で多少モラルが外れていてもよいという感覚があ

る。

委託生産は生産する製品の性格を考慮して検討

すべきであろう。消耗品の生産委託は相手のモラル

が重要になり、モラルが低い相手先の場合は不正を

防げないので委託生産には向かない。耐久消費財は

市場の規模や台数により判断すべきである。 

■社員を派遣して監督する

現地企業へ委託生産していた当時は、技術のコン

トロールしか考えておらず、不正のことまで考えて

いなかったため社員を派遣して監視はしなかった。

市場に模倣品が出回ってから監視の重要性を認識

した。コストがかかっても委託先に社員を駐在させ

ることが理想である。しかし、最近の若い人は海外

に行きたがらないし、中小企業には派遣できるほど

技術者がいるわけでもない。日本人 1 人派遣するだ

けでも多大なコストがかかる。監視のためだけに派

遣するのであれば割に合わない。

なお、現在の独資工場では社員を派遣して管理監

督しており、模倣品等の問題は起きていない。 

■秘密保持契約をよりどころに

ハードの機械本体（調色名人）は、厳密には中国

の子会社からさらに現地の会社へ外注してつくら

せている。子会社の信頼できる営業部長から紹介を

受けた会社である。調色名人を生産委託する会社と

は秘密保持契約を交わし技術供与している。 

経営者と当社の関係が非常に良好であり、中国人

は非常に親しい仲では不義理はしないし、秘密保持

契約を結ぶので問題ないと考えている。また、中国

における当社の戦略としては、機械そのものを売る

ことより、インキを売ることに主眼をおいている。 

■技術が漏れても、模倣品製造はできない仕組み

調色名人のソフトは日本で生産しており、単純に

機械のみでは使えないようになっているので、模倣

品が出回るとは考えられない。また、機械本体とソ

フト、インキの3点が揃って、はじめて使用できる。

仮に中国の会社に技術が漏れたとしても、販売台

数が少量であること、カラーマッチングのソフトと

専用のインキが必要なことを考えると、利益になら

ないため模倣品を作らないと思う。

さらに、ソフトにはセキュリティがかけてあり、

仮に破られてもインキに合わせて色を調合する必

要があるため、使用するインキに合わせてソフトを

組まなければいけない。そのためには色を調合する

原理まで理解できないと対応できず、簡単なことで

はない。 

 成功のためのポイント     

■委託生産は相互の信頼関係が非常に重要

委託する際には、最終的に相手の経営者を見極め

ることが重要である。さらに、契約で縛り、技術の

供与具合をコントロールしていくしかないと思う。

しかし、インキについては単価が高くないので、シ

ステムを複雑にはできないというジレンマもある。

契約で縛ることについては、相手が大手企業であれ

ば別であるが、中小企業であれば難しいかもしれな

い。どのような契約でも締結するが、違反もする。

最終的には相互の信頼関係が重要である。

中国では日本人的な感覚で商売をすると失敗す

る。今は商品を販売しても良い相手と悪い相手の区

別ができるようになってきた。良い相手と組めば相

手が商品を売ってくれるので当方のリスクを減ら

すことができる。 
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■合弁や買収も選択肢の 1 つ

今ふりかえれば、工場設立と同じ金額で委託生産

先を買収できたし、買収手続きは困難ではないので、

買収して独資にしてもよかったかもしれない。しか

し、買収した場合、そのまま人件費等がかかってく

るので苦労している企業もある。どちらがよいか一

概にはいえない。

最終的には独資で進出したが、インキ製造という

業種は技術が重要なので、合弁にしてトラブルが生

じた場合、技術を引き上げて合弁を解消することも

できたので、合弁でもよかったかもしれない。 

 今後の海外展開方針     

■将来を考えて外国人社員を採用

当社では、中国での工場設立を検討した 2000 年

に日本で中国人を大量採用した。日本での働き方を

見て人物を見極め、現地に送っている。現在中国の

工場のトップは中国系のマレーシア人である。彼は

高校時代に来日しており、日本の大学院を経て採用

し、日本で働いてきた。

中国で日本人が中国人を管理することは難しい。

現地の人の管理は中国人に任せた方がよい。そのた

めにもコアになり信用できる人を内部で見つける

ことが大事であると考えている。 

■中国製商品への信用と販路開拓が重要に

コストを考えると日本で作っていては採算が合

わないため、中国製に移行してきている。しかし、

中国製は日本製のように高品質ではないというイ

メージがあるため思うようには売れない。今後受け

入れられるまでに時間がかかると思う。

海外展開には様々な方法があるが、どのような進

出方法を採用するにしても、広東省だけでも日本と

同じくらいの人口がいる中国で、いかにモノが売れ

るかが重要であると考えている。 

 

 

 経営者へのメッセージ     

■パートナーを見極め、自社ビジネスにあった進出

形態を

中国における委託生産は難しいので、中長期的に

は独資で自社工場を設立するのがよいだろう。しか

し、独資は経営の自由度はあるが、逆にマネジメン

トもすべて行わなければならないので、総合的に会

社経営を考えられる人材がいないと苦労する。また、

販売網がないため進出当初は苦労する。当社は販売

網確立に数年かかったので、独資よりも既存の販売

網が活用できる買収が適切だったかもしれない。資

金も担保もない場合は、委託生産や技術供与も選択

肢にはなりうるが、いずれにせよ、相手を見極める

ことが重要である。 

■中国独特の商習慣には注意が必要

中国は独特の商慣習があり、代金を支払わないこ

ともある。当社の場合、工場立ち上げ時に製品が大

量に作られたため、焦って販売してしまった。中国

の代理店は大量に商品を購入してくれるが、代金を

支払わないこともあり、回収ができなくなるケース

がある。また、債権が大きくなると開き直ることも

あり、支払いの期日を延ばすよう要望してくる代理

店もある。販売して良い代理店と悪い代理店の判別

をすることが必要である。

当社のようなインキメーカーは材料を大手の化

学工場から購入している。化学工場には原則現金支

払いのため、中国の代理店から債権を回収する前に、

材料費を化学工場に支払わなければいけないケー

スがでてきて、運転資金が足りなくなることもあっ

た。

中国の商習慣には注意が必要で、日本で働いてい

た中国人でさえ引っかかってしまうことがあると

心しておいた方がよい。 
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日日日本本本原原原料料料株株株式式式会会会社社社   hhhttttttppp::://////wwwwwwwww...gggeeennnrrryyyooo...cccooo... jjjppp///   

環環環境境境ににに配配配慮慮慮しししたたたろろろ過過過材材材リリリサササイイイクククルルル技技技術術術をををベベベーーースススににに環環環境境境先先先進進進国国国ドドドイイイツツツへへへももも事事事業業業展展展開開開      
                                                                  

【企業概要】 

  住  所：神奈川県川崎市

設  立：1939 年

  資 本 金：5,000 万円

  売 上 高：23.5 億円（2011 年度）

  従業員数：70 名（2011 年 4 月）

事業内容：水道用ろ過砂 製造・販売／水道用ろ過砂利 製造・販売 

各種特殊ろ過材 開発・製造・販売

ゴルフサンド 製造・販売

浄水場ろ過池更生工事／ろ過タンク入替工事

上記に伴う機器の設計～施工 

事 業 所：本社：神奈川県川崎市川崎区東田町 1-2 NKF 川崎ビル 

工場：茨城県高萩市安良川 259 

【本事例のポイント】 

 日本の浄水場で使われるろ過砂では 8 割のシェアを持つ 

 “鳴き砂”の原理から誕生したスクリュー装置でろ過材のリサイクルを可能とし、 

さらにろ過材交換不要のシフォンタンクを開発し、半永久使用を可能に。 

【生産品目等】 

シフォンタンク（左）、SWS（中）、モバイルシフォンタンク（右） 

     

 

（出所）日本原料株式会社ウェブサイト
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 事業概要・沿革  

■ろ過材専用メーカーとして発展

当社は 1939 年に硝子原材料の砂の生産、販売を目

的に創業した。砂のふるい分けをしていたことから、

戦後 GHQ 本部より浄水場設備で使用するろ過材の

製造を持ちかけられたことが始まりで、その後、ろ

過材専門メーカーとして事業を発展させてきた。

日本の浄水場が整備されたのは戦後であり、当時

からろ過材を作っているメーカーは当社のみである

ため当社の独壇場で、現在でも日本の浄水場の 80％

は当社のろ過材を使用している。浄水場という特殊

な設備のため、お客さんの大半は官公庁である。 

■各種水処理装置やメンテナンス工事も手がける

ろ過材（砂）の売上が約 5 割を占め、ろ過材のリ

サイクルや入れ替え工事等のメンテナンスが 4 割、

ろ過装置などの機械装置が 1 割となっている。現在

は官庁主流であるが、ゆくゆくは民間向けと現状

1～2％にとどまっている海外の売上高を伸ばし、官

庁、民間、海外で 3 等分になるようにしていきたい。 

 コア技術＆コア事業の特徴  

■資源枯渇を見越してろ過砂のリサイクルに着手

ろ過材はフィルターとして使うので汚れが溜まり、

7～8 年で真っ黒になり使用が難しくなる。そのため、

昔はろ過できる限界まで使用して、砂をすべて入れ

替えていた。しかし、鉱物資源には限りがあると考

え、資源の枯渇を回避するためにも、昭和 30年代後

半から、砂の洗浄技術の開発に着手した。すなわち、

汚れたろ過材をろ過池から出して、洗浄して再利用

する方法の検討を始めた。

しかし、日本のろ過材の粒の大きさや揃い具合な

どは JWWA（日本水道協会）によりきめ細かく決め

られているため、いかに砂の粒を壊さず完全に洗浄

するかが課題であった。例えば、洗浄の力を強くす

れば汚れは落ちるが、粒の大きさや形が変わり規格

外になる可能性もあった。試行錯誤を重ね、最終的

に開発したのが、シフォン式ろ過砂洗浄機である。 

■“鳴き砂”にヒントを得て独自の洗浄方式を開発

シフォン式ろ過洗浄機には中にスパイラル型のス

クリューが入っており、このスパイラルが回転する

と中の砂がかき上げられ、縦の渦流が発生する。回

転体なので遠心力が発生し砂は外側に出され、壁に

ぶつかりまた内側に戻り、その時に横の渦流ができ

る。スパイラル回転中はこの縦と横の渦流が発生す

るので、縦と横の複雑な揉み洗い状態となる。そし

て砂同士は同じ固さなので、砂の周りについた汚れ

分のみが剥離されるという仕組みで、改良を続けた

結果、わずか 5～10 分で洗浄できるようになった。

もともとの原理は、波打ち際で揉み洗いされる鳴き

砂にヒントを得て開発した。

洗浄を続ければ限りなく元の砂に近くなるが、あ

えてマンガンを残した状態にしている。マンガンは、

マンガン同士吸着する性質があるので、ろ過材の砂

にマンガンを含ませておけば、水中のマンガンが吸

着され、ろ過の能力が上がる。水には鉄やマンガン

等様々な物質が含まれており、厚生労働省の水質の

基準で濃度が決まっているので、その濃度以下にな

るように調整して浄化している。 

■ろ過材交換不要なシフォンタンクを開発

シフォン式ろ過砂洗浄機をさらに発展させたろ過

装置がシフォンタンクである。ろ過材を交換しなく

てよい、水質が安定する、逆流洗浄の水が少しで済

む、省エネになるといったメリットがあり、地球環

境への配慮とコスト削減を両立させた優れた製品と

して、数々の賞を受賞している。

さらに、シフォンタンクを内蔵させて、コンパク

トにしてユニット化したのがモバイルシフォンタン

ク（車載型）である。災害時に被災現場でも良質か

つ安全・確実に水道水レベルの水をつくることがで

きる。 
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また、ろ過池の外付け型へと転用したのがシフォ

ン K3 システムである。ろ過池の砂の一部を抜き出

し洗浄し、再び池に戻すという作業を繰り返す仕組

みとなっている。今までは一度砂をすべて取り出し

て洗浄していたが、この方法は浄水場を運転しなが

らろ過砂が洗浄できるというメリットがある。

また、一度砂を入れると永久に使用できるため、

維持管理が中心になる。砂の粒の大きさは 600 時間

洗浄しても変わらない。洗浄時間は 1 分程度なので、

1日 1回の洗浄で 1年では 6時間となり、100 年以上

は使える計算である。 

 海外への技術供与、委託生産に至った経緯  

■海外の代理店との契約による海外展開

ろ過砂は海外でも採取できる上、日本より安価で

ある。ろ過砂の基準も日本ほど厳しくないので、ろ

過砂を海外向けに輸出することは難しい。よって、

当社にとっての海外展開の方法は代理店を通した水

処理装置の設備販売が中心となる。

海外の代理店との契約締結の流れは、国内外での

展示会の出展を見てもらい、興味があれば秘密保持

契約を結び、日本に来て工場を視察してもらう。工

場見学をした後、当社の技術に納得してもらい、お

互いが合意すれば代理店契約を結ぶ。特に工場に秘

密があるわけではないのでオープンにしているが、

試金石としてまず秘密保持契約を締結している。国

内の企業も同じ流れで契約している。

当社は水処理の会社なので、代理店にエンジニア

リング能力があるかどうかは重視している。あとは、

両者のトップ同士が意気投合すれば上手くいく。こ

れまでに、韓国、台湾、ドイツなどのヨーロッパの

企業と代理店契約を行っている。 

■ドイツの代理店との契約のために新製品を開発

2005 年に初めてドイツの展示会に出展したこと

がきっかけとなり、ドイツのメーカーと代理店契約

を交わすこととなった。当初、ドイツの代理店はス

パイラル（洗浄機能）のみを購入して、それを既存

のろ過機に取り付けたいと要望してきた。しかし、

開発側としてはポリシーがある上、ろ過機の大きさ

とスパイラルの比率を研究し、綿密な計算をした上

で一体開発をしているので、スパイラルだけを取り

付けても思うような洗浄能力は発揮できない。その

ため、当初は断り続けた。しかし、先方の熱意もあっ

て、2 年間の交渉の結果、既存のろ過機に別途とり

つけ可能なタイプのスパイラルの開発も行うことと

した。

この外部取り付け可能なタイプのスパイラルの販

売は、最初は海外市場のみで展開していたが、リー

マンショック以降は日本でも導入している。洗浄能

力はシフォンタンクの 80％くらいである。 

■模倣品が出回ることを懸念し中国への展開は慎重

我々はコピーを一番恐れており、分解して模倣品

を作る可能性が高い中国への進出は当面考えていな

い。代理店になりたいという打診は中国が一番多い

が、中国が世界のルールを共有できるまでは難しい。

例えば、中国企業は展示会では製品の機能やシステ

ム等についての質問ではなく、スパイラルの刃の角

度など製品の細かい数字を聞いてくるので注意が必

要である。

中国のマーケットは魅力的であるし、我々の技術

を使用してもらいたいが、最低限のルールは守って

もらいたい。中国でも特許をとっているが、それが

守られるという保証はない。しかし、製造には特許

以外のノウハウも必要なので、特許だけをみて製造

することはできないとみている。 

■インドとの契約は現在進行中

インドとは過去に折衝したことがある。インドの

企業は代理店契約よりも合弁会社を設立したり、日

本製品を扱う現地法人をつくりたがる傾向がある。

理由としては、メード・イン・ジャパンに高い評価

があるため、日本の資本が入っている会社名で商売

するのがよいと考えられているからである。
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技術供与、委託生産の内容（代理店契約） 

■代理店との契約内容

スパイラルは日本から輸出販売し、その取り付け

は現地で代理店が執り行う。ただし、試運転の際は

日本からテクニカルエンジニアが出向いて立ち会う。

その際の交通費や宿泊費、滞在費はその都度交渉で

決めている。

製品をエンジニアリングした場合にはノウハウが

必要になるので、別途技術料をもらっている。その

際、技術料の最低ラインは一律で決めており、すべ

ての代理店に公表し、平等にしている。それ以上は

代理店ごと、案件ごとに差がある。現地の技術者の

腕が良く、日本からの技術者の支援をあまり必要と

しない場合は技術料については交渉をしている。装

置を図面どおりに動かすことが目的であるため、極

めて日本的な考え方かもしれないが、費用負担につ

いてはあまり細かく取り決めていない。 

■国際特許事務所を活用し契約書を作成

国際特許事務所を顧問弁理士にしており、海外特

許についてアドバイスをもらっている。なお、中小

企業基盤整備機構からもアドバイスをもらったこと

がある。

契約に盛り込む内容はすべての国で同じにしてい

る。契約書の言語は、韓国と台湾は偶然日本語を話

す人がいたので日本語で作成しているが、他の国は

英語で作成し、日本語で別途作成はしていない。 

■海外へはライセンス供与はせず、設備のみ販売

海外にはライセンスを出していない。一部の代理

店から依頼はあったが断った。シフォンタンク、モ

バイルシフォンタンク、SWS 等の設備類を販売して

いる。シフォンタンクについては、中は空洞のため

コアのスパイラルのみを輸出している。ろ過機本体

はどこでも製造できるため、現地の代理店に図面を

提供し、現地で製造している。モバイルシフォンタ

ンクについては、ろ過機と配管、制御盤が一体となっ

ているので、セットで輸出している。しかし、電圧

は国によって異なるので、変圧器で調整している。

現在、販売実績がある国としては、ドイツ、イタ

リア、韓国、台湾である。アメリカについては、以

前引き合いはあったがリーマンショックにより引い

てしまった。今後はアメリカのマーケット開拓も視

野に入れているが、引き続き、装置を理解してもら

うためにも展示会を通した販路開拓に力を入れてい

く。

希望者が代理店を通さずに直接に当社に納品依頼

をしてきた場合は、まずは代理店に話を通すようお

願いしている。代理店のない国が多いので、直接問

い合わせを受けることはあるが、これまでのところ、

技術供与が成立した国はない。 

モニタリング、技術流出防止への取り組み 

■信頼できる代理店と取引を行う

スパイラルはすべての代理店に卸しているが、代

理店のため、秘密保持面は安心している。 

■特許戦略の考え方

シフォン洗浄にかかる技術は、世界 6 カ国で特許

を取得している。この技術を使用して作った製品で

あるシフォンタンクについては、幅広く世界 33 カ国

で特許を取得している。

新しい特許を出すときは、古い特許をとりいれた

形で出願し、特許切れとなった技術もプロテクトす

るように努めている。これは当社のトップが考えた

戦略である。しかし、特許は捉え方によるところが

大きく、特許切れの技術が使われても仕方がないと

は思うが、できることはやっていく。 

 成功のためのポイント 

■国や公的機関の支援も活用

ジェトロが主催する、海外に進出する中小企業を

支援するスキームに参加させてもらったことがある。

そこで海外ビジネスの注意事項を聞いた。実際に海

外に行った際にはジェトロ職員に随行してもらうな

ど、ジェトロから様々な支援を受けることができた。 
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ジェトロ以外では、ODA の枠組みで、JICA と一

緒に勉強会をしたこともある。 

 今後の海外展開方針（これまでの海外戦略） 

■今後もコア製品を中心に国内で製造し海外へ輸出

日本の技術力は高く、精度の高いものづくりは維

持していきたいので、今後も日本で製造して海外に

輸出していく方針を続ける。国際展示会では企業誘

致が盛んであり、海外に工場設立を打診されること

もあるが、海外へ工場進出する予定はなく、核とな

る製品は日本でつくりつづける。当社の場合、納品

先は世界各国なので、工場を設立するベストな国は

ないという理由もある。

特に、今後、外観を含むパッケージは海外の現地

で生産するとしても、コア製品であるスパイラルは

日本で製造する。技術面のみに着目した場合、スパ

イラルの製造は東南アジアでは可能かもしれないが、

秘密保持について不安が残る。 

■現地におけるマーケティングが重要

水の認識について、発展途上国の子供たちでテス

トをしたことがある。発展途上国の子供たちには水

は汚れているものという認識があるので、汚れてい

る水は飲むが、ろ過して透明なきれいな水は飲まな

い。よって、中が見えないよう銀のコップに入れる

とおいしいと言って飲む。また、RO 膜でミネラル

を除去した水はまずいというが、砂ろ過で汚れのみ

を除去するといつも飲んでいる味と同じだという。

結果、途上国では RO 膜ではなく、砂ろ過が適して

いると感じた。このように、特に飲料水については、

現地の水を現地で作るのが一番よいと思う。現地に

出て行かなければ分からないことも多い。 

■自立した戦略をもって海外展開することが重要

水をはじめとするインフラ輸出において、日本国

内の企業が官民連携で数社まとまって海外に売り込

もうとするケースが増えている。このようなナショ

ナルフラッグによる水インフラ輸出は重要である。 

同時に都市部以外の地方都市や小集落における水

供給に日本の技術が活用できると考えている。その

ためチーム水・日本（水の安全保障戦略機構）内に

「災害時における中小規模“水”供給チーム」を立

ち上げた。大規模ではなく分散型の水供給を行うビ

ジネスモデルを構築し、途上国に水処理技術で貢献

することを目指すべき方向と捉えている。 

 経営者へのメッセージ 

■現地の文化を尊重し、互いに学ぶ姿勢が重要

日本の常識は世界の非常識ということを意識する

べきである。文化が違うため、日本のやり方は世界

では通用しない。日本で長けている技術だと思って

いても海外では違う。興味をもつ対象が異なるので、

使用するお客さんが何に興味をもつのか吟味する必

要がある。お客さんが何を認めてくれたのか、真摯

な態度で対応することで、国内での販路が生きるこ

ともある。こちらが技術を供与するという上からの

目線ではなく、互いに学ぶ姿勢が必要である。

例えば、日本は産業廃棄物をなくすことや二酸化

炭素排出削減が主眼である。しかし、海外と価値観

が違う気がする。海外では、環境より水道代の方に

興味がある。このように意識が異なるので、当然セー

ルスアピールも変えていかなければいけない。

また、続けることが大事である。継続は力なりで、

続けていけば何かが見えてくると思う。
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第３章 「生産拠点を持たない海外展開」の戦略的意義と取り組み上の留意点 

第 3 章では、本レポートで取り上げた事例をもとに、技術供与や委託生産による「持たな

い海外展開」の事業戦略上の位置づけと取り組み上の留意点を明らかにした上で、「持たな

い海外展開」を成功に導くためのポイントについて考察を行った。

 

第１節 「生産拠点を持たない海外展開」の事業戦略上の位置づけ 

本節では先進事例を踏まえて、どのような場合に中小企業は「生産拠点を持たない海外展

開」に踏み切るのか、経営戦略の視点からまとめている。

 

（1）投資負担やリスク軽減の手段として 

第 1 章でみたように、中小企業も海外市場への事業展開を余儀なくされている。とはいえ、

資金・人材・情報・経験などの経営資源に限りがある中小企業が海外で生産工場を立ち上げ、

オペレーションを展開するには、投資負担に加えてリスクを伴う。昨今は、中国や ASEAN

でも物価水準の上昇に伴い、賃上げを求める労働争議が頻発している。産業集積の厚みがあ

り、比較的中小企業が進出しやすいとされてきたタイも、2011 年 10 月に発生した洪水被害

によりインフラ整備の脆弱さを露呈した。慣れない海外での生産立ち上げ・事業運営に加え

て、このような不測の事態にも対処する必要があり、中小企業が自前で海外へ生産拠点を構

えるにあたっては様々なリスクを伴う。

一方、第三者への技術供与や委託生産等による海外展開は、パートナーの生産設備や経営

資源を最大限に活かすことで、初期投資やリスクを最小化でき、かつ、自社工場を立ち上げ

るよりも迅速な海外進出が可能となる。他人資本を活用してリスクを軽減するという意味で

は合弁による進出も考えられるが、「持たない海外展開」よりは投資負担を伴い、また、技

術指導や品質管理のみならず経営にも参画する必要があり、合弁相手との様々なマネジメン

ト上の調整を余儀なくされる。

事例をみると、業務・技術提携による「持たない海外展開」を、投資負担を抑え、リスク

軽減を図りつつ、海外市場を開拓する手段として位置づけている企業が多い。吸引作業車や

高圧洗浄車などの特殊車両を手がける兼松エンジニアリング株式会社は、当初、中国企業か

ら合弁による立ち上げを強く求められた。だが、合弁となれば人やカネの負担が大きい。国

内にも子会社がない同社が海外で、ましてやマイナー出資で現地法人を立ち上げるにはあま

りに経験・ノウハウが不足しているとの懸念があった。そのため、同社は中国企業に対して、

技術提携を提案するに至った。
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（2）直接投資を行うまでの経過手段として 

海外事業展開を行うにあたり、最終的には海外で自ら生産を手がけるつもりであったとし

ても、進出先のマーケットの特徴を把握するなど、本格的に進出するまでのつなぎの手段と

して業務・技術提携による「持たない海外展開」を行う場合もある。マーケットに関する情

報収集を行いながら、商慣行の違いなどを習得し、本格的に進出するにあたってのビジネス

上の課題・問題点をじっくり探ることができる。

玉田工業株式会社は、中国企業への技術供与を経て、2011 年に別の中国企業との合弁工

場を設立した。日本市場が縮小していく中で、それまでの技術供与によるロイヤリティビジ

ネスよりも一歩踏み込んだ事業展開が必要と感じたためであった。同社はタイ、マレーシア、

中国企業への技術供与を通して、海外展開にかかるノウハウを蓄積することができた。特に

中国については、現地マーケットを理解する上で最初から直接投資で進出するのではなく、

技術供与という方法を取ったことは非常に有効であったとしている。

谷口インキ製造株式会社は、中国で自社工場の立ち上げを目指していたが、適切な工場用

地を見つけることができなかった。そのため、顧客への供給責任を果たし、販売網を絶やさ

ないように、工場用地が見つかるまでの間、中国企業への委託生産に踏み切っている。

 

（3）業種・業態の特徴を活かす手段として 

業種や業態によっては、自ら海外で生産するよりも、第三者に対する業務・技術提携によ

り「持たない海外展開」をする方が適している場合もある。その典型例は、消費地立地を余

儀なくされる「めっき」や、多品種少量品、特殊な「大型重量物」を取り扱っている場合で

ある。

「めっき」は賃加工の中でも顧客の近くに立地する必然性の高い業種である。工業用クロ

ムめっきを世界で初めて手がけた硬化クローム工業株式会社は、1989 年から諸外国に向け

て、自動車ボディープレス金型に対するクロムめっきのノウハウライセンス供与を開始した。

日本の自動車メーカーがグローバルに展開し、世界各地に工場を設立したことで、同社の技

術に対する需要が高まった。同社はインドネシアなどに合弁会社も保有しているが、基本的

にはフルターンキーで技術を売り込み、末永く面倒をみていくという戦略をとっている。

多品種少量品や特殊な「大型重量物」の場合は海外で生産してもロットがまとまらず採算

が取りにくい。かつ、海外の第三者にライセンス生産を許可しても物流コストがかかるため、

国内に逆輸入される可能性は低く、契約が切れた後も競合関係に陥るといった懸念は小さい。

SF 二重殻タンクメーカーとして全国シェアトップの玉田工業株式会社は、米国視察で得た

ビジネスモデルをヒントに、技術供与によるフランチャイズ・ビジネスを国内外で展開して

いる。大型重量物のタンクは運搬コストがかかるため、技術供与契約で営業エリアの制限を

課さずとも、海外から日本へ逆輸入される恐れはない。

一般に、製造業にはフランチャイズ展開は馴染みにくいが、このタイプはまさしく技術や

ノウハウをライセンスすることによるフランチャイズ展開が可能といえる。ライセンス生産
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を許可する場合は生産国・販売国などを契約で規定しておくことが望ましいが、仮に契約に

よる拘束がないとしても、業種・業態上の特徴から市場競合しにくいという特徴を活かした

「持たない海外展開」のあり方である。

 

（4）進出先国・地域の規制や特殊事情へ対応する手段として 

そのほか、進出先国・地域に独特の規制が存在したり、マーケティングが難しかったり、

国土が広大で自社のネットワークだけではとてもカバーしきれないような場合も「持たない

海外展開」が有効な海外市場開拓の手段として機能している。

粉粒体処理装置の製造を手がける株式会社奈良機械製作所は、米国企業に技術供与を行っ

ている。米国には圧力容器の基準が 2 種類あり、州によって異なるので対応が難しい。加え

て、米国では広い国土の広範囲にわたって企業が立地しているので自社での営業展開は難し

いと判断し、技術供与に踏み切った。

 

（5）自社ビジネスの構造転換の手段として 

今回取り上げた事例企業の多くは、海外から業務・技術提携の申し出を受けたことがき

かっけとなり「持たない海外展開」に踏み切っている。一方、成熟した技術を積極的に海外

へ売り込み、それを契機に国内事業をより成長産業へとシフトさせてきた企業も存在する。

1990 年代の後半、日本の製造業は円高により弱電部品の生産が海外へとシフトし、国内

は自動車部品にシフトしつつあった。この産業構造の変化を機敏に捉えた株式会社サイベッ

クコーポレーションは、成熟した弱電部品の技術をシンガポールの企業に供与して、そこか

ら得られるロイヤリティを研究開発投資につぎ込み、素早く自動車部品に切り替えることに

成功した。

「持たない海外展開」は投資負担やリスク軽減のための手段として捉えられがちである。

だが実際には、本格的に進出するまでのマーケティングの手段であったり、自社の業務・業

態の特徴を最大限活かす海外展開の手段になったり、各国の規制や特殊事情への対応や自社

ビジネスモデルを変える手段になり得たりと、事業戦略上様々な位置づけをもっている。つ

まり、海外展開のポートフォリオを組む上で、「持たない海外展開」は有効な経営オプショ

ンの 1 つとして位置づけられる。 
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図表 ３-１ 「持たない海外展開」は海外展開のポートフォリオを組む上での 

有効な経営オプション 

 

持たない
海外展開

の事業戦略上
の位置づけ

投資負担や
リスク軽減

進出先国の
規制や特殊
事情へ対応

業種・業態の特
徴を活かす

自社ビジネスの
構造転換

直接投資を
行うまでの
経過手段
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第２節 「生産拠点を持たない海外展開」におけるプロセス別の留意点 

第 2 節では、今回取り上げた事例の中から、業務・技術提携による「持たない海外展開」

を行う上での留意点・工夫をプロセス別に整理する。

 

（1）パートナーの選定 

今回事例として取り上げさせていただいたすべての企業が「パートナーの選定が最も重

要である」と認識している。ビジネスにおけるパートナーの重要性は業務・技術提携に限っ

たことではないかもしれないが、「持たない海外展開」は自ら工場を構えて生産するので

はなく、パートナーに技術指導を行い、パートナー自らが生産を手がけることになる。そ

れだけに決められたとおりの生産管理や品質

管理を実施してもらわねば、自社技術や自社

ブランドの評価を損なうというリスクをはら

んでいる。契約でいくら縛りをかけても、契

約違反を完全に防ぐことはできないため、最

終的には企業と企業、人と人との信頼関係が

すべてになる。

なお、パートナーを見極める前に、まず、いかにしてパートナーとめぐり会うかという

問題がある。事例企業をみると、相手企業から技術供与の申し込みを受けたというケース

が少なくない。株式会社奈良機械製作所は、海外の展示会、企業セミナー、懇親会などで出

会った企業の中から選択的につきあいを広げていく方法をとっている。日本原料株式会社

は、海外進出する中小企業を支援するジェトロのスキームを利用したり、海外の展示会へ

出展したりしている。同社の場合はドイツの展示会に出展したことがきっかけとなり、ド

イツのメーカーと代理店契約を交わすことになった。株式会社サイベックコーポレーショ

ンも、海外の展示会に出展する日本の中小企業は韓国や中国に比べて少なく、日本の中小

企業ももっと外へ向けて情報発信していくべきだとしている。海外へ情報発信することに

より、顧客獲得ばかりではなく、技術供与のパートナーの発掘にもつながる可能性がある。

こうした出会いの中で、いかにパートナーを見極めるかについては、まず、相手先企業

トップの「人物」「人間性」を見極めること、次いで信頼できる「企業体質」かどうかの

見極めが重要との指摘がなされた。

業務・技術提携を行う上では、双方の利害が一致しない場合もある。そのような時に、

率直な話し合いができる相手かどうか、互いの役割分担やメリットについて分かり合える

間柄になれるかどうかがポイントとなる。玉田工業株式会社は、信頼できるパートナーか

どうかの見極めは、誰かを頼って人任せにするのではなく、経営トップ自らの目で相手を

見極めることが重要だとしている。そのためには、商工会議所などが主催する現地視察に

参加するのではなく、自分一人で海外へ出かけ、通訳に頼らずに自らパートナーと接し、
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一緒にご飯を食べ、友人になることが必要だとしている。そのため、特にこれからの若手

後継者は英語を話すことも必要だとしている。

また、ある程度、国や地域の特徴、企業の特徴でまずはパートナーの選定を行っている

場合もある。共立電器産業株式会社の現会長は、大手電機メーカー在職時に合弁会社の副

総経理として 3 年間台湾で暮らした経験がある。そのため、台湾人であればどのような人

物かは会えば見極められるとして、台湾企業以外とのライセンス契約は考えていない。株

式会社サイベックコーポレーションは、技術流出防止の観点からは、米国やシンガポール

など法令遵守に厳しい国の企業がパートナー企業として望ましいと考えている。そして、

相手がオーナー企業の方が、要望が明確のため判断が早く、会社や技術に対する思い入れ

も強いので望ましいと指摘する。株式会社奈良機械製作所も、経営トップにオーナー意識

があり責任感があるかどうかを重視している。

「企業体質」については、従業員の離職率が高く、人材が定着しない企業は要注意との

指摘もなされた。技術供与先に熱心に技術指導を行っても、従業員が定着しなくては相手

先企業の技術力が向上しないばかりか、従業員を介した技術流出につながる懸念が高くな

る。また、硬化クローム工業株式会社からは、相手先企業の将来のビジョンやマーケティ

ング戦略などについても確認し、その裏づけとなるデータがあるかどうかの確認もした方

がよい、との指摘もなされた。例えば、パートナーが「3 割増産する」と言った場合、その

裏づけとなる情報をとっておく。技術供与を行ったものの、ずさんな経営計画ゆえに売上

が上がらず、ロイヤリティも回収できないといった事態は避けなければならない。

 

（2）ロイヤリティ（利益回収の仕組み） 

ロイヤリティについては、イニシャル・ペイメント方式と、

技術供与の対象となった製品の売上高または生産高に対する一

定比率のランニング・ロイヤリティ方式の二本立てとする契約

が多い。また、模倣品が出回る可能性が低く、かつ、多品種少

量で生産量もそれほど多くない製品の場合は、一括払い実施料

方式で一時金としてある程度まとまった金額を得る傾向にある。

その一方で、特許ライセンスを実施している企業は契約年月が

長いこともあり、ランニング・ロイヤリティを重視する傾向にある。いずれにせよ、ロイ

ヤリティをどのように設定して受け取るかは、各社の業務内容や事業戦略と密接に関係し

ている。

硬化クローム工業株式会社は、ランニング・ロイヤリティは徴収せず、一時金のみで売

り切りとしている。一方、株式会社奈良機械製作所は、一時金については技術供与にかか

る実質的な費用分（供与先が訓練のために来日した際にアテンドした費用や、供与する図

面を英語に翻訳するのにかかった費用など）と考えてリーズブルな金額に設定している。
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その上で、特許のクレーム（特許請求の範囲）6を使用するライセンス契約から得られるラ

ンニング・ロイヤリティを重視する。同社は収益の観点だけではなく、技術供与先企業と

の良好な関係を維持するという意味でも、長期にわたりロイヤリティを受け取ることを重

視している。

ランニング・ロイヤリティは売上高や生産高に応じて受け取ることが一般的であるため、

技術供与先が事業を順調に立ち上げない限り、収入を得ることはできない。一生懸命技術

指導を行ったにもかかわらず、供与先の力量が足りなかったり、供与先が一生懸命売らな

かったりすると利益回収が見込めないので、当てにできないこともある。その点、一括払

い実施料方式であれば、供与先の業績にかかわらず、あらかじめ一定金額を一時金として

受け取ることができる。モニタリングの手間もかからない。しかし、後日、供与先が当該

技術を使って業容を急拡大した場合、その恩恵を受け取ることはできない。

なお、自社ビジネスだけではなく、技術供与先の事情に配慮して設定しているケースも

少なくない。ランニング・ロイヤリティを設置している企業の中には、供与先の技術習熟

度を考慮し、時間の経過とともにロイヤリティ料率を引き下げているケースもある。玉田

工業株式会社は契約金額 500 万円と売上高の 2％をロイヤリティとして 5 年間受け取ってい

る。ランニング・ロイヤリティを 5 年間に限定しているのは、ガソリンスタンドのタンク

は入札などの厳しい価格競争にさらされていることを考慮したものである。供与先の技術

習熟度に合わせてロイヤリティ料率を軽減することは、供与先の経営への負担も軽減し、

モチベーションを高めることにつながる。共立電器産業株式会社のように、当初は新しい

ものが売れにくいという台湾マーケットの特性を考慮し、当初 3 年間は技術指導料だけを受

け取り、4 年目からランニング・ロイヤリティを受け取る仕組みとしているケースもある。

このように、ロイヤリティ支払いの方法はそれぞれ一長一短があるため併用するケース

が多いが、自社ビジネスにあった利益回収の仕組みを念頭におきつつも、技術供与先をパー

トナーとみなし、双方にとって Win-Win となるロイヤリティ回収の仕組みを検討すること

が望ましい。

 

（3）品質・ブランドの管理 

技術供与を行う上で注意すべきは技術供与先の品質管理である。たとえ、相手先ブラン

ド名で生産していても、技術力のある日本企業から技術ライセンスを受けて生産している

ことを PR して営業展開している企業も少なくないと思われ、ライセンシーである供与先が

品質不良を出せば、ライセンサーである日本企業の評判にも傷がつく恐れがある。実際、

株式会社奈良機械製作所は技術供与先のエンドユーザーからクレームが入ったことがあり、

その顧客からはライセンシーではなく、同社に直接製品を発注したいとの申し出があった

                                              
6 クレームとは特許の請求範囲のことで、クレームに記述されていない技術範囲については特許権を主張

することができない。つまり、クレームをどう書くかによって特許が及ぶ技術範囲が違ってくるため、

非常に重要な要素である。 
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という。このように、ロイヤリティ回収を目的としたモニタリングだけではなく、顧客の

信頼を失わないよう品質面でのモニタリングも非常に重要となる。

エアコン用コンプレッサーに搭載されるインターナルプロテクターで世界トップシェア、

中国でもトップシェアを誇る株式会社生方製作所は、中国の合弁会社に技術供与を行って

いるが、品質管理はもちろんのこと、販売においても合弁会社に任せるのではなく、同社

が主導して中国で販路開拓を行っている。せっかく技術を供与しても、販売がいい加減で

はロイヤリティ回収ができないどころかブランドに傷がつく恐れもあるからである。技術

供与先には技術を高く売るとか、ブランドを守るという意識は希薄であるとの前提に立ち、

同社はその部分を自らがコントロールすべきと考えた。資金回収ができるビジネスモデル

を構築するためには、技術力に加えて、商品力が必要であると同社は考えており、商品力

とはすなわち「UBUKATA」ブランドを守ることであり、そのためには売るところまで積極

的にコミットする必要があると考えている。 

製造から販売まで製造から販売まで

主導することで主導することで

ブランドを管理ブランドを管理

 

（4）技術流出防止 

製造業にとっては、技術・ノウハウ流出は極力避けなければならない。「持たない海外

展開」とはいえ、供与先や委託先を通して現地生産に踏み切ることは、国内から輸出で対

応している時点に比べて技術・ノウハウ流出リスクが否応でも高まる。それを防ぐために

も周到なビジネスモデルの構築、契約書の内容の吟味が重要となる。 

モニタリングの実施

一般に、技術流出は契約だけでは完璧に防ぐことは難しいので、モニタリングとの合わ

せ技で実施するケースが多い。その典型例は、コア部品や材料は「指定品」として日本か

らの調達を義務づけ、その部品がなければ作れないようにするとともに、コア部品や材料

の出荷状況に応じたロイヤリティ回収がなされているかをチェックする方法である。

兼松エンジニアリング株式会社は、重要部品であるポンプについて、入金確認後に日本

から技術供与先に輸出している。技術流出を防ぐとともに、ランニング・ロイヤリティ回

収のモニタリングを可能としている。株式会社奈良機械製作所も技術供与先に特殊材料や
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高機能パーツの購入を義務づけており、指定品の調達具合で相手企業の生産状況を確認し

ている。

指定品の購入義務づけに加えて、製造番号を管理したり正規品であることを証明するラ

ベルを貼付するなどして部品の横流しを防止する仕組みを検討したり、契約で技術供与先

が生産する製品の販路を縛り、かつ、顧客とのグリップを強化して適切な出荷となってい

るかをモニタリングできるような仕組みをつくったりといった創意工夫も必要である。

パートナーとの信頼関係を構築することはもちろん重要であるが、パートナーを信頼す

ることと、技術流出防止・モニタリングを強化することは全く異なる次元で捉えるべきで

ある。自社のブランドや信用を守り、顧客への信頼を守るためにも、技術流出防止・モニ

タリングの強化は非常に重要である。 

技術供与範囲の特定とタイミングの見極め

技術供与を行う場合、技術ではなく、製品やモデル、用途ごとにライセンス契約を締結

するのが一般的である。たとえ同じ技術を適用していたとしても、技術供与先が生産でき

る製品やモデルを契約で限定することで、不要な技術流出や供与先との競合をできるだけ

避け、自社ビジネスの優位性を維持することができる。

また、自社の事業戦略に鑑みて、海外へ「出す」「出さない」

という線引きをあらかじめしておくことも重要である。自社に

とってすでに成熟した技術、あるいは国内市場が既に成熟して

いる技術は供与するが、自社にとって収益源になっていたり、

まだ成長が見込める技術は供与しない、といった方針の策定で

ある。技術供与の範囲を特定することは、自社技術の棚卸しと

再評価にもつながる。

兼松エンジニアリング株式会社は、中国企業から技術供与を求められた際、ゴミや汚泥

を吸い込む吸引作業車の 2 機種（モービルバック、スーパーモービル）と下水道管などを

高圧水で洗浄する高圧洗浄車（モービルジェット）の合計 3 機種だけを技術供与の対象と

し、かつ、製品（機種）ごとに技術供与契約を締結している。これら 3 機種はすでに日本

では普及して一般的なものとなっているが、それより一段上の能力を持つ機種の技術供与

は現状考えていない。硬化クローム工業株式会社も、技術ライセンスは技術ごとではなく、

用途ごとに実施している。

共立電器産業株式会社は、空気清浄機にかかる基本特許のみを台湾企業に技術供与し、

放電電極については日本で製造して販売する方法にしている。技術提携の際、製造に必要

な電極の製法についても開示を求められたが、ここは重要なノウハウなので拒否し、あく

までも放電電極の部品を同社から購入して台湾で完成品を製造するという契約内容にした。

なお、技術供与に関しては、範囲の特定だけでなく、タイミングの設定も重要である。

共立電器産業株式会社の場合、高電圧ユニットを日本から供給してきたが、既に特許取得

から 10 年以上経過し、かつ、台湾では日本の半値で高電圧ユニットが製造できる状況になっ
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てきている。性能的に日本製と遜色がなくなれば少しずつ台湾製に切り替えてコストダウ

ンを図ることが可能になるため、最近になって台湾での当該部品の製造を許可した。時代

変化の状況に応じて「出す」「出さない」という判断の見直しを行っている。

株式会社サイベックコーポレーションは、市場が縮小している古い技術は海外へ供与し、

市場が拡大しそうな新しい技術は出さないというメリハリをつけている。同社は 90 年代後

半にシンガポールのプレス業者に光ピックアップの製造技術を供与し、一時はロイヤリ

ティが同社売上の 15％に達したこともあったという。当時は弱電部品の製造が海外にシフ

トしており、国内は自動車部品にシフトしつつあった。そこで、同社も弱電部品の技術を

海外へ供与してロイヤリティ収入を得る一方、国内事業は素早く自動車部品に切り替えた。

「出す」「出さない」というメリハリを上手く同社事業の構造転換に結び付けている。 

改良技術の帰属をあらかじめ設定

技術供与先が当該技術を改良した場合、また、技術を提供した側が当該技術を改良した

場合、その技術の帰属を含めた取り扱いについては、あらかじめ取り決めて置くことが重

要である。株式会社奈良機械製作所は、技術供与先が同社の技術を改良した場合、改良さ

れた技術は両者が何の制約もなしに使用できるという契約にしている。逆に同社が改良し

た場合も技術供与先が使用できる内容としている。ただし、20％以上の大幅なコストダウ

ンを可能にするような新規性の高い技術は、改良技術とせず新規技術としている。 

技術供与先の経営体制変化に備える

パートナーの見極めが事業の成否に深く関わっているだけに、相手先企業の経営者が交

代したり、M&A が行われたりした場合は注意が必要である。日米欧亜に 120 を超える知的

財産権を保有し、経営オプションの 1 つとして技術ライセンスを活用しているエクセル株

式会社は、特に、欧米系を中心とする海外企業は企業価値向上のための経営戦略として

M&A が当たり前のように行われるので、技術流出を防止するためにも、M&A が実施され

た場合は契約が強制的に終了するなど、一定の歯止めをかけておくことも必要だとしてい

る。技術供与に伴いノウハウを提供したり、ノウハウが化体された装置を供与先に提供し

ているような場合は、M&A 後のノウハウ保護や装置の取扱いまで十分留意しておく必要が

ある。

また、M&A ではないが、同様に大手企業に技術供与する際は注意すべきとの指摘もなさ

れた。オーナー経営者が多い中小企業とは異なり、大手企業の場合、経営者が替わればそ

れまでの関係がご破算になる可能性が高いからである。

 

（5）商権の仕切り（ビジネスエリアの区分け） 

委託生産は「生産」を委託するだけであり、基本的には全量を自社で引き取り、自らが

販売する。しかし、技術供与の場合は、契約締結する際に、供与先が生産した製品をどの

市場で販売することが可能か、あらかじめ取り決めておくことが大切である。 
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物流コストがかかる重量物は別として、何らかのしばりをかけておかなければ、コスト

競争力のある供与先が生産した製品が日本へ逆輸入されることもあり得る。また、中国の

ような成長が見込める新興国市場を委託先の商権としてしまうと、自らが商機を失うこと

になりかねない。

兼松エンジニアリング株式会社は、技術供与先である中国企業が生産する特殊車両の販

売を中国国内（ただし、マカオ、香港、台湾は除く）に限定している。また、技術供与先

に中国市場での独占販売権を付与せず、同社も兼松ブランドとして引き続き中国市場に輸

出できる契約としている。台湾企業へ技術供与を行っている共立電器産業株式会社は、台

湾で製造したものは同社経由のみで販売可能としており、基本的に日本には逆輸入しない

契約内容としている。

 

（6）カントリーリスクへの対応 

第 1 章で分析したように、中国では技術供与を行う

ライセンサーに不利に、技術供与を受けるライセン

シーに有利な契約を課されやすく、技術流出の懸念も

指摘されるなどカントリーリスクが大きい。しかしな

がら、中国は依然として大きなビジネス市場であり、

技術力のある企業ほどビジネスチャンスが大きいのも

事実である。

中国に限ったことではないが、カントリーリスクへ

対処するには、事前に進出先国・地域の制度や規制、

商慣行に関する情報を集め、十分理解しておくことで

ある。その上で、資金回収と技術流出防止、品質やブ

ランドの管理を可能とするビジネスモデルを構築し、

弁護士や弁理士などの専門家も交えて契約内容を十分

練る必要がある。さらに、契約だけでは完全にリスクを回避することはできないため、適

切なモニタリングの方法を用意する必要がある。

その上で重要なことは、すべての事例企業が指摘した「パートナーの見極め」であろう。

カントリーリスクの大きい国・地域ほど、パートナーの人物や人間性の見極めが大きな意

味を持つ。株式会社奈良機械製作所は「出会った企業の中からいかに選択しておつきあい

を広げていくかが重要で、辛抱強く 5～10 年関係を続けてようやくビジネスに発展する芽

が出てくる」とコメントしているように、常日頃から海外へも人脈を広げる努力を怠らず、

信頼できるパートナーと出会える機会と見極める時間をつくり出す取り組みも重要といえ

る。 

進出先国・地域の問題点やリス進出先国・地域の問題点やリス

クをあらかじめ明らかにしておくクをあらかじめ明らかにしておく
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図表 ３-２ 「持たない海外展開」に取り組む際の留意点 
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第３節 「生産拠点を持たない海外展開」を成功に導くためのポイント 

最後に、「持たない海外展開」を実践する上で、プロセス全体を通じて留意すべきポイン

トを以下にとりまとめる。

 

（1）資金回収を念頭においたビジネススキームを構築する 

まず、業務・技術提携を活かして、自社がどのようなビジネスを海外で展開しようとして

いるのか、そのビジネスモデルを明確に描くことが重要となる。ビジネスモデルを描くとは、

当初の事業目的を明らかにするだけではなく、少なくとも 5 年～10 年先を見据えた事業展

開を想定し、どのようなモノを海外で生産し、どの仕向地に向けて供給し、最終的にどのよ

うに利益回収を行うのかという一連の事業構想である。

あらかじめビジネスモデルを構築しておくことで、はじめて、誰をパートナーに業務・技

術提携を行うのが望ましいのか、どのような条件で契約締結を行うのが望ましいのかといっ

た海外ビジネスの詰めが可能となる。第 1 節で述べたように、業務・技術提携は経営オプショ

ンの 1 つに過ぎず、長期資金回収を念頭においたビジネススキームの中で検討しなければ、

契約期間のみのロイヤリティ回収に終わり、単に海外にライバル企業を育てるだけに終わっ

てしまう可能性もある。

たとえ、本格的に自社生産を手がける前の情報収集目的の業務・技術提携だとしても、あ

らかじめ最低限のビジネスモデルを描いた上で進出先国のパートナーを選択しなければ、業

務・技術提携がその後の自社ビジネスの展開を阻害する要因となることもあるので注意が必

要だ。インドは 2011 年 4 月に外資系企業から悪評高かったある規制を撤廃したが、それま

ではいったん現地の企業と技術提携や資本提携を行うと、その後、インドで手掛けるいかな

る新規事業展開においてもパートナー企業の了解を正式に取り付ける必要が生じ、インドへ

進出した多くの日系企業もこの規制に苦しめられてきた7。インドへは同業との合弁で進出

しているケースが多いが、いずれ自社生産に切り替える予定がある場合は、パートナーは同

業ではなく、競合しない異業種や個人資本家をパートナーに選ぶべきなのであるが、このよ

うな基本的なところを踏まえず安易な提携を行うと、その後のビジネスに致命傷となる恐れ

がある。

今回の調査では、第三者ではなく合弁企業に技術供与を行っている株式会社生方製作所を

先進事例として取り上げている。それは同社のビジネスモデルが非常に優れており、第三者

                                              
7 外国企業によるインドへの直接投資は基本的に自由化されているが、2005 年 1月 12 日時点で、インド企

業と資本提携・技術移転・商標契約を行っていた外資系企業が、新たに同一業種において、投資や別の

インド企業と資本提携・技術移転・商標契約を締結する場合は、インド政府の事前承認が必要である。

事前承認の申請書類に、提携先インド企業の「No Objection Certificate (NOC)」の添付を求める欄があり、

提出が事実上、必須となっている。しかしながら、提携先のインド企業と競合する新規事業には事実上、

NOC が得られないことが多く、また、インド企業が提携先外国企業に対して NOC と引き替えに各種の

要求をする手段として利用するケースが横行するなど問題になっていた。 
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との業務・技術提携を行う上でも参考になるポイントが多いからである。詳しくは事例を参

考にされたいが、同社の優れたポイントとしては、①中国でいずれ独資の生産を手がけるこ

とを前提にパートナーの選択を行っていること、②技術・ノウハウ流出を抑え、かつ、ライ

センス期間が切れた後も確実な利益回収を期待できる契約書のつくり込みを行っているこ

と、などである。技術・ノウハウ流出防止を念頭においた契約締結に努めている企業は少な

くないが、海外事業から得られた収益を新たな投資へ振り向けるためにも、確実な利益回収

を念頭においたビジネスモデルを構築することは非常に重要である。

 

（2）進出先国・地域特有の事情を考慮する 

前述したインドの規制のように、業務・技術提携を行うにあたっては進出先国・地域の特

殊事情を十分に調査した上で契約締結を行うことが重要である。とりわけ、中国をはじめと

する新興国では法体系の整備が遅れていたり、自国産業保護の観点から様々な政策・規制が

導入されていることがある。それらを考慮したビジネスモデルの構築と契約締結を行うこと

が、カントリーリスクに対処する上でも重要となる。

技術ライセンスにおいて最も問題が多いと考えられるのは中国である。技術輸出管理条例

に従い、ことごとく技術供与する側（一般的には日本企業などの外資系企業）に不利に、技

術を受ける側（一般的には中国企業）には有利な取り決めが適用される。こうした条例に基

づいて摘発を受けるのは著名な大手企業が多く、中小企業が標的にされる場合は少ないが、

いざ、技術供与先との間で紛争が発生した場合はこうした条例がネックとなる可能性が高い

ので、現地の弁護士などの専門家のアドバイスを受け、自社リスクを最低限に抑えておくこ

とが必要である。

また、近年は新興国に限ったことではないが、どの国・地域も国境を越えた所得移転、い

わゆる移転価格税制の適用を強化し、親子関係者間での取引価格には目を光らせている。中

国では日本企業が標的にされており、インドやインドネシアでも移転価格税制による国際的

な二重課税問題が深刻化しており、技術移転先から対価を回収するにあたり、安易に部品価

格に転嫁することは難しくなっている。また、中国、インド、ブラジルなど、たとえ二者間

で合意に至って契約書に定めたとしても、希望どおりのロイヤリティの回収・送金が難しく、

利益回収が滞るケースも少なくない。移転価格税制ではロイヤリティが否認されることも珍

しくない。

新興国は中小企業にとっても成長を見込める有望市場であることに変わりはないが、日本

の大手企業が資金回収で苦戦している実態を踏まえて、事前に十分な対策を講じておくこと

が必要である。
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（3）パートナーを大事にする 

業務・技術提携の成否の鍵はパートナーが握っているといえるほど、パートナーの選択は

重要なポイントであるが、その後の長期にわたる関係構築はもっと重要であるとの指摘がな

されている。

硬化クローム工業株式会社は「技術供与による展開は、技術に対する信用が大切であり、

すなわちパートナーを大切にすることが技術の信用にもつながる」と指摘している。一般に、

欧米企業が設備と技術を売るだけで、その後のメンテナンスや長年にわたる操業指導などは

実施しない場合が多い。しかし、同社の場合は単に技術を売るだけではなく、技術供与先を

長期にわたりフォローする。

株式会社サイベックコーポーレーションは、技術供与契約締結後も 10 年間にわたり供与

先企業と交流会を行うなど、企業間の提携を人と人とのつながりに置き換える努力を続けて

きた。業務・技術提携の契約調印後、それで関係が終わるのではなく、そこから二社間の信

頼関係をより深め、発展的な関係にすることで、当該ビジネスの成否のみならず、技術の信

用力や評価を高め、新たなビジネスの芽へとつなげていくことが可能となる。

 

（4）技術供与先に勝る技術力とマーケティング力を持つ 

業務・技術提携による海外への技術移転は、結果としてライバル企業を育てることになり

かねない。実際、株式会社奈良機械製作所は、技術供与したオランダの企業と契約終了後に

市場で競合する関係になった。そのための対策として、技術供与を行う場合は、供与期間中

も常に当該技術をブラッシュアップして、たとえ相手が改良してもキャッチアップされない

くらいの革新技術として技術力を向上させることが必要であり、かつ、市場で競合した場合

は相手のテリトリーでも勝負できるというマーケティング力を持つことが必要だとしてい

る。つまり、いざとなれば、技術力でも営業力でも、絶対に負けないという力量を示せるよ

うにしておく必要がある。

それだけに、株式会社サイベックコーポレーションは、資本力のある大手企業に技術供与

する際は、よくよく考えてから技術供与すべきと指摘している。大手企業の場合は経営者が

替われば、それまでの信頼関係がすべて失われることも考慮しなければならない。

このほか、株式会社生方製作所は「商品力」を高めることの重要性を指摘している。すな

わち、ブランド力ということになるが、生方製作所は「UBUKATA」、奈良機械製作所は

「NARA」として、それぞれの事業領域においてトップブランドとして確固たる地位を占め

ている。技術力はもちろん重要であるが、ゆるぎないブランド力があってこそ、技術供与先

を凌駕するビジネスモデルが可能となる。 

 

（5）海外に向けた情報発信力を強化する 

業務・技術提携を行う上で、高い技術力が必要であることは言うまでもないが、多くのビ

ジネスチャンスをモノにするには、海外に向けた情報発信量を増やす努力が必要である。今
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回、事例で取り上げた企業の多くは展示会に積極的に参加するなど、常に自らの技術を広く

知ってもらい、高く売り込む努力をしている。技術力があっても待ちの姿勢ではよいチャン

スにはめぐり合えず、自ら情報発信を行い可能性を広げていくことが何より重要である。

以上、分析してきたように、業務・技術提携による「生産拠点を持たない海外展開」は、

中小企業にとって投資負担やリスク軽減を図る手段となり得るが、あくまでも企業の海外事

業活動の一手段に過ぎず、輸出や直接投資、生産委託といった様々な事業スタイルと組み合

わせた事業ポートフォリオを構築することが必要である。特に、自社に有利な事業展開を図

るには、国際競争力の高い技術力を持ち合わせているだけではなく、儲かるビジネスモデル

を構築することが何よりも重要となる。「生産拠点を持たない海外展開」のスタイルは千差

万別であって、各社のビジネスモデルがあってこそ、もっともふさわしいスタイルの選択が

可能となり、その効力を発揮することになるのである。

 

図表 ３-３ 「持たない海外展開」を成功に導くためのポイント 

 

持
た
な
い
海
外
展
開
を
成
功
に
導
く
た
め
の
ポ
イ
ン
ト

資金回収を念頭においたビジネススキームを構築する

進出先国・地域特有の事情を考慮する

パートナーを大事にする

技術供与先に勝る技術力とマーケティング力を持つ

海外に向けた情報発信力を強化する
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